
る
大

中

蓋
名称（小）

保存年限等

格付の区分

税理士事務研修

1 税理士監理官あいさつ

2 実態確認及ぴ確認調査（共通事項）

3 税理士・税理士法人に対する実態確認

4 税理士法第52条等違反行為の確認調査

5 その他

共 通 （ 研 修 ） 

講習、 研修関係書類

1令和6年1講習、研修関係書類（税理士係）

（暦） 2027年 12月 31 日

機 密 性 2 情 報

令和 6年 8月 29日（木）

午後 1時～午後 5時

Web形式 (Live On) 





頂

実態舘認及び磁認調査（共通事項）

令和 6 年 8 月 名古屋国税局総務課



目 次

1税理士に対する実態確認又は調査、非税理士に対する確認調査 1 

(1)実態確認又は調査、確認調査の目的 .-. 1 

(2)実態確認・調査、確認調査のイメージ 1 

2 情報の収集 2 

(1)税理土法違反行為について ．．．．． 2 

(2)情報せんの作成及び処理について ..、9 2 

3 税理士等情報せん（署用）作成事例 3 



1税理士に対する実態確認又は調査、非税理士に対する確認調査

(1)実態確認又は調査、確認調査の目的

税理士法は、第1条《税理士の使命》で「税理土は、税務に関する専門家として、独立した公正な立場において、申告納税制度の

理念にそって、納税義務者の信頼にこたえ、租税に関する法令に規定された納税義務の適正な実現を図ることを使命とする。」と規定

するとともに、法第52条では「税理士又は税理士法人でない者は、 ・・・税理士業務を行ってはならない。」と規定し、税理士業務を

無償独占業務として保護しています。

このような法的保護が与えられているにもかかわらず、税理士又は税理士法人（以下「税理士等」という。）が税理士法に違反する

行為をした場合には、納税者の税理士制度に対する信頼を損ない、ひいては税務行政に対しても重大な影署を与えることになります。

このため、税理士法違反行為を未然に防止する観点から、①税理士等に対する実態確認、②税理士等に対する調査、③税理士業務を

行っている可能性のある非税理士に対する確認調査を実施し、税理士法違反が認められる税理士等や、税理士でないにもかかわらず

税理士業務を行っている者（以下「にせ税理士」という。）に対し厳正に対処する必要があります。

(2)実態確認・調査、確認調査のイメージ

／ 

②税理士等に対する

税理士調査

（税理士法第55条）

財務大臣による

懲戒処分

（税理士法第45条 •46条）

▲
 

税理士法違反行為者に関する

情報収集

①税理士等に対する

＇実態確認
（財務省設置法第19条）

行政指導

③にせ税理士に対する

確認調査
（財務省設置法第19条）

警察への告発

ー



2 情報の収集

税理士事務担当者は、長官指針（注）別表3 「税理士等に課せられている義務等」を参考にしつつ、文書収受・応接等の際、投書、探聞、

新聞、雑誌又は風聞等から、税理士法達反行為に関する情報の積極的な収集に努め、これらの情報を把握した場合には、情報対象者ごとに

（中略） 「税理士等情報せん（署用）」 （様式第2号。以下「情報せん（署用）」という。）を作成する。

※平成14年9月30日付名局総3-40「『税理土事務提要』の制定について」 （事務運営指針。以下「局事務提要」という。）の3 (1) 「税理士等情報せんの作成等」から抜粋

注）平成14年 7月5日付官総6-110「『税理士事務提要』の制定について」 （事務運営指針）

(1)税理士法違反行為について

次の資料などを参考に違反行為に該当するか検討してください。

・国税庁ホームページ（ホーム＞税の情報・手続・用紙＞税理士に関する情報＞税理士関係法令等•Q&A)

•長官指針第3章・別表3 「税理士等に課せられている義務等」

•長官指針第4章・別表4「税理士法違反行為の態様」

・綱紀監察研修資料（名古屋国税局作成） など

(2)情報せんの作成及び処理について

上記2(1)の税理士法違反行為（にせ税理士を含む。 ）を把握した場合には、局事務提要に定めるとおり、情報せんを作成します。

なお、次の情報等を把握した際には、情報せんの作成を待たずに、局へ第一報を入れてください。

（中略）なお、情報せん（署用）の送付に当たっては、確定申告書の写し等、情報内容の参考となる書類を添付することに留意する。

おって、情報提供の対象となる情報が次のAからFまでに該当する場合には、確実に証拠保全等を行うため、情報せんの作成前に署の税理士事務
担当者を経由して、速やかに税理士監理官へ事案の概要等について連絡することに留意する。

※Eに該当する場合には、妨害行為の詳細（日時、場所、当方及び相手方の言動に関する具体的事実など）を調査経過記録書等に確実に記録する。

A 不正に国税若しくは地方税の賦課若しくは徴収を免れ、又は不正に国税若しくは地方税の還付を受けることにつき、指示をし、相談に応じ、又はその

他これらに類する行為を行った

B 故意又は相当の注意を怠り、真正の事実に反して税務代理又は税務書類の作成を行った

C 自己（自己が代表者である法人又は実質的に支配していると認められる法人を含む。次のDにおいて同じ。 ）の申告に関し、課税調査により重加算税

を賦課された

D 自己の申告に関し、課税調査により申告漏れ（無申告を含む）があった

E 税務代理をする場合において、税務職員の調査を妨げる行為があった

F 税理士の資格のない者（にせ税理士）が課税調壺での立会いや確定申告書等の税務書類の作成等の税理士業務を行った

※局事務提要の2(3)「情報せん等の処理」イ（口）から抜粋

2
 



3 税理士等情報せん （署用）作成事例
事例 1 故意に真正の事実に反して税務書類を作成 （法第45条第1項違反）

1 違反行為の概要

A税理士は、関与先である Z株式会社の●年0月期から■年0月期までの法人税の確定申告
にあたり、代表者から、架空の役員報酬及び旅費交通費の計上、並びに翌期に計上すべき仕入

の繰上げ計上を依頼され、故意に真正の事実に反して法人税の確定申告書を作成した。

なお、当該真正の事実に反した所得については、重加算税が賦課されている。

2 記載例 税理 士等情報せん（署用）

活用署（ 局 署） 作成者等 l 局 署 部門（課）

（ ） 

決裁年月日 令和 年 月 日 決裁年月日 | 令和 年 月 日

署長 副署長 総務謀長 課長補佐 署長 副署長 統括官等 課長補佐 担当者

者i 
氏名又は名称 A税理士 税理士等番号又は職業 0-00000-0 

事務所所在地 00市xx-x （電話00-00-00)

住所 00市△△・△ （電話00-00-00)

収
氏名又は名称 z株式会社 1業種等 1製造業

住所等 △△市XX・X （電話00-00-00)
集

(1.調査等） 2投書等 3税理士会 4行手法 36条の3 5．その他（ ） 収集端緒
先
収集年月日 令和00年00月00日

想定される違反行為等 惰報の内容及び参考事項

口脱税相 談 等 1 違反行為の概要

圏 不真正税務代理・書類の作成 z株式会社の法人税調査を実施したところ、 A税理士は、関与先で

El 自 己 脱 税 あるZ株式会社の0年0月期から園年0月期までの法人税の確定申

0 自己申告漏れ（無申告含む）
告に当たり、代表者から、架空の役員報酬及び旅費交通費の計上、並

口調 査 妨 害
びに翌期に計上すべき仕入れの繰上げ計上を依頼され、故意に真正の

事実に反して法人税の確定申告書を作成していた事実を把握した。
口名 義 貸 し

口業 務 け 怠 2 調査結果

口 使用人等の監督義務違反 増差所得金額ー .lE.〇月期～●年0月期合計 XX, XXX千円

口 添付書面への虚偽記載 重加算税対象所得 ●年0月期～■年0月期 合計 XX, XXX千円
口詐欺・業務上横領

口 税務職員への不適正な接触等 3 添付書類

口守秘義務違反 重要事案審證会審理表の写し

口 事務所の設置義務違反 調査結果の説明芯の写し

口 業務処理簿作成義務違反 A税理士・調査対象者等から録取した不正計算に係る質問応答記録

口 退職職員の業務制限違反
雹等の写し

口にせ税理士行為

口 その他1i：-そ-その-他-反--職-の業-倫-坦—的•行•他一—為_・_ 
『 他

事例2 税理士本人の申告における脱税 （法第37条（信用失墜行為の禁止）違反）

1 違反行為の概要
B税理士自身の所得税について課税調査を実施したところ、令和●年分から令和0年分まで
の自己の所得税の確定申告において、自宅の土地建物の取得に係る借金返済に充てるなどのた

め｀特定の関与先や単発取引である相続税に係る税理士報酬を収入金額から除外したほか、 事

務用品費等を架空に計上し、所得金額を圧縮して申告していた事実を把握した。

2 記載例 税理士等情報せん（署用）

活用署（ 局 署） 作成者等 I I ， 
局 署 部門（課）
（ ） 

決裁年月日 令和 年 月 日 決裁年月日 | 令和 年 月 日

署長 副署長 総務謀長 課長補佐 署長 副署長 統括官等 課長補佐 担当者

i 
氏名又は名称 B税理士 税理士等番号又は職業r 0-00000-0 
事務所所在地 00市xx-x （電話00-00-00)

住所 00市△△・△ （電話00-00-00)

収
氏名又は名称 ！業種等l
住所等 （電話ー一 ） 

集
(1.調査等)2投書等 3税理士会 4行手法36条の 3 5．その他（収集端緒 ） 

先
収集年月日 令和00年00月00日

想定される違反行為等 情報の内容及び参考事項

口脱税相 談 等 1 違反行為の概要

口 不真正税務代理・書類の作成 B税理士に対し所得税調査を実施したところ、自己の令和費年分か

霰自 已 脱 税 ら令和0年分までの所得税の確定申告に当たり、自宅の土地建物の取

口 自己申告淵れ（無申告含む）
得に係る借金返済に充てるなどのため、特定の関与先や単発取引であ

口調 査 妨 害
る相続税に係る税涅士報酬を収入金額から除外したほか、事務用品費

等を架空に計上し、 所得金額を圧縮して申告していた事実を把握し

□ 名 義 貸 し た。

口業 務 け 怠

口 使用人等の監督義務違反 2 調査結果

口 添付書面への虚偽記載 増差所得金額 令和●年分～令和0年分合計 XX, XXX千円

〇詐欺・業務上横領 重加算税対象所得令和●年分～令和0年分合計 XX, XXX千円

口 税務職員への不適正な接触等

口守秘義務違反 3 添付書類

口 事務所の設置義務違反 璽要事案審諧会審理表の写し

口 業務処坦簿作成義務違反
調査結果の説明書の写し

口 退職職員の業務制限違反
B税理士から録取した売上除外等に係る質問応答記録書・調査報告

口にせ税理士行為
書等の写し

研i・そその他反職業倫理的行為
□ そ

；； の 他
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事例3 にせ税理士に対する名義貸し：名義貸し行為（法第37条の 2（非税理士に対する名義貸し

の禁止）違反）

違反行為の概要

Y株式会社の税務謂査において、 C税理士が、税理士資格のない有限会社X会計が作成した

法人税確定申告書に署名をし、提出している事実を把握した。

2
 

記載例 税理士等情報せん（署用）

活用署（

決裁年月日

署長 1副署長

局署）

令和年月

総務課長 1課長補佐
口

作成者等 i ( 
決裁年月日

署長 1副署長

局 薯

令和

統括官等

部門（鰈）

） 
―日

担当者

年月

課長補佐

情
報
対
象
者

氏名又は名称

事務所所在地

住 ー所

収

集

先

ー

D 

口

氏名又は名称

住所等二 ::0：：：：日3税理士会
想定される違反行為等

口脱税相談等

不真正税務代涅・書類の作成

自己脱税

自己申告漏れ（無申告含む）

調査妨害

名義貸し

業務け怠

使用人等の監督義務違反

添付書iiiiへの虚偽記載

詐欺・業務上横領

税務職員への不適正な接触等

守秘義務違反

事務所の設置義務違反 I~
業務処珪簿作成義務違反 1 （注2)名義貸しした相手方＼この事例では、有限会社X会計）につい

ても、に起税理士情報として、税理士等情報せんを作成する。
退職職員の業務制限違反

にせ税坦士行為

：その他反職業倫迎的行為
その他
，そ一の 他

口

口

襲

C税理士

00市xx-x

00市△△・△

Y株式会社

●●市■■

2
 ロ

ロ

ロ

ロ

口

ロ

ロ

ロ
ロ

ロ

税理士等番号又は職業 10-00000-0 

（電話00-00-00)

（電話00-00-00)

等 1卸売業

（電話00-00-00)

業 種

4．行手法36条の 3 5．その他（．

情報の内容及び参考事項

違反行為の概要

Y株式会社の法人税調査を実施したところ、代表者から、当社の経

理や申告書作成は、有限会社X会計にお願いしている旨、また、申告

薔に署名のあるC税理士については、会ったこともなく知らないとの

答弁があったため、 C税理士の名義貸し行為が疑われる。

添付書類

有限会社X会計からY株式会社に対する請求書の写し

有限会社X会計が作成したY株式会社の法人税確定申告薔の写し

事例4 使用人に対する監督義務を怠り、 使用人が関与先の不正に加担（法第 41条の2 （使用人
等に対する監督義務）違反）

違反行為の概要．

E税理士は、関与先（相続人u)の相続税の申告書の作成等について、自己の使用人Aに一

切を任せきりにしていた。使用人Aは、相続人Uから相続税を少なくするよう依頼され、 E税

理士に相談せず架空の債務を計上し、課税財産の価額を圧縮した申告書を作成し相続税額を脱

漏した。
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記載例 税理士等情報せん（署用）

ロ

4
 

活用署（ 局 署） 作成者等 i 
局 署 部門（課）

， （ ） 

決裁年月日 令和 年 月 日 決裁年月日 | 令和 年 月 日

署長 副署長 総務謀長 課長補佐 署長 I副署長I統括官等 謀長捕佐I担当者

| | I 

I 
氏名又は名称 E税理士 税理士等番号又は職業I 0-00000-0 
事務所所在地 00市xx-x （電話00-00-00)

住所 00市△△・△ （電話00-00-00)

氏名又は名称 u I業孤等I会社員
収

襲曇市△▲ （電話00-00-00)住所等
集

(1．調査等） 2投書等 3税理士会 4．行手法36条の 3 5．その他（ ） 収集端緒
先
収集年月日 令和00年00月00日

想定される違反行為等 情報の内容及び参考事項

口脱 税 相 談 等 1 違反行為の概要

口 不真正税務代理・書穎の作成 相続税調査を実施した結果、架空の債務 5,000万円を計上している

口自 己 脱 税
事実を把握した。

相続税申告書作成において、 E税理士の使用人であるAは｀相続人
口 自己申告漏れ（無申告含む）

Uから依頼され、架空の債務を計上した申告薔を作成していた。

口調 査 妨 害 なお、 E税珪士は、申告書作成についてAに任せき りにし、 申告内

口名 義 貸 し 容の確認を行なわず、また報告も受けていなかった。

口業 務 け 怠

霰 使用人等の監督義務違反
2 添付書類

重要事案審議会審涅表の写し
口 添付書面への虚偽記載

調査結果の説明書の写し

口詐欺・業務上横領 相続人Uの相続税申告書の写し

口 税務職員への不適正な接袖等 使用人Aや相続人Uからの架空債務計上に係る質問応答記録書

口守秘義務違反

口 事務所の設置義務違反

口 業務処理簿作成義務違反

口 退職職員の業務制限違反

口にせ税理士行為

Iその他反職業倫理的行為
□ その他i ！ 
そ の他



事例5 使用人が税理士に無断で願客を獲得し、申告書を作成（法第 41条の2 （使用人等に対す
る監督義務）違反）

違反行為の概要

F税理士の使用人Tは、友人が経営する有限会社Sの代表0から決算や申告書作成を依頼さ

れ、税理士には内緒で税理士事務所のPCやソフトを使用してS社の申告書を作成した。

2
 

記載例 税理士等情報せん（署用）

活用怨（

決裁年月日

署長 1昌Ij署長

局

令和

総務森長

署）

年月

課長補佐
日

! ( 

署決：年1[[;[::等
作成者等

局 署 部門（課）

） 

日

担当者

年月

課長補佐

情
報
対
象
者

氏名又は名称 F税理士 税理士等番号又は職業 0-00000-0 

事務所所在地 00市XX・X （電話00-00-00)

住 所 00市△△•△ （雹話00-00-00)

収

集

先

氏名又は名称 有限会社S

住 所 等

収集端緒

収集年月日 1 令和00年00月00日

想定される違反行為等

〇脱税相談等

口 不真正税務代珪・書類の作成

口

業 種 等 小売業

自 己 脱 税

口 自己申告漏れ（無申告含む）

口 調 査 妨 害

口 名 義 貸 し

口 業 務 け 怠

図 使用人等の監督義務違反

D 添付書面への虚偽記載

口 詐欺・業務上横領

ロ 税務職員への不適正な接触等

口 守 秘 義 務 違 反

D 事務所の設置義務違反

仁］ 業務処理薄作成義務違反

口

口

口

にせ税理士行為

その他反職業倫理的行え
その他ドー一六
その他

2
 

2．投苔等 3．税理士会

（電話00-00-00)

4．行手法36条の 3 5．その他（

情報の内容及び参考事項

違反行為の概要

有限会社Sの滞納処分を行なった際に代表者0から、当社の申告書

作成については、 Tに依頼し、 Tに報酬を支払っているとの申し立て

がされた。

Tの業務内容を聞いたところ、F税理士の職員であるとのことであ

るが、 Tとは、高校時代の友人であり、安い料金で引き受けてくれた

とのことであった。

いることが想定される。

したがって、 F税理士の使用人監督義務違反及びTのにせ税理士行

為が疑われる。

添付書類

有限会社Sの法人税確定申告書の写し

F税涅士の職員名簿及び関与先名領の写し

Tが発行した請求笞、領収苔など、申告書等作成料に係る頼票の

写し及びTの名刺等の写し（把握した場合）

事例6 にせ税理士（法第 52条（税理士業務の制限）違反）

違反行為の概要

経営コンサルタントを営んでいるQは、税理士資格がないにもかかわらず、法人税の確定申

告書を作成していた（調査で把握）。

2
 

記載例 税理士等情報せん（署用）

活用署（ 局 署） 作成者等 i I 1 
局 署 部門（課）

（ ） 

決裁年月日 令和 年 月 日 決裁年月日 | 令和 年 月 日

署長 副署長 総務課長 課長補佐 署長 副署長 統括官等 課長補佐 担当者

日
氏名又は名称 Q 税理士等番号又は職業 経営コンサルタント

乱者
事務所所在地 00市XX・X （電話00-00-00)

住所 00市△△•△ （電話00-00-00)

氏名又は名称 P株式会社 1業種等1製造業
収

△△市XX・X住所等 （電話00-00-00)
集

Cl．調査等) 2.投書等収集端緒 3．税理士会 4．行手法36条の 3 5その他（ ） 
先
収集年月日 令和00年00月00日

想定される違反行為等 情報の内容及び参考事項

〇脱 税 相 談 等 1 違反行為の概要

〇 不真正税務代理・書類の作成 p株式会社の法人税調査を実施の際に、経営コンサルタントのQが

口自 己 脱 税
調査立会いを求めた。

Qに対し、税理士であるか確認を行ったところ、税理士ではないと

口 自己申告漏れ（無申告含む） のことであったため、Qを排除し調査を実施した。

口調 査 妨 害 P株式会社の代表者からは、Qに5年前から、毎月 5万円を支払い、

□ 名 義 貸 し
帳薄の作成や申告む作成を依頼しているとの申し立てがあった。

口業 務 け 怠
代表者の話では、Qは元税理士事務所職員であるが経営コンサルタ

ントと称し、他のお客についても同様の仕事を引き受けている様子で

口 使用人等の監督義務違反 あるとのことである。

口 添付書面への虚偽記載

口詐欺・業務上横領 2 添付書類

口 税務臓員への不適正な接触等
Qの確定申告書類の写し

口 守秘義務違反
P株式会社の法人税申告書の写し

口 事務所の設置義務違反
Qが発行した請求書、領収書、申告書等作成料に係る帳票の写し

Qの名刺等の写し

口 業務処理簿作成義務違反

口 退職職員の業務制限違反

圏にせ税理士行為

I;iそその、他反職業倫坦的行な
口 その他

の他

5
 



事例7 にせ税理士（法第52条（税理士業務の制限）違反） 事例8 にせ税理士（法第52条（税理士業務の制限）違反）

違反行為の概要

記帳代行業を営んでいるNは、税理士資格がないにもかかわらず、個人業者の確定申告書を

作成していた（同時期に同一筆跡の申告書を収受）。

違反行為の概要

会計法人である株式会社Mは｀税理士資格がないにもかかわらず、複数の法人及び個人の確

定申告書を作成していた（申告書控えの返送先から把握）。

2
 
記載例 税理士等情報せん（署用） 2

 

記載例 税理士等情報せん（署用）

活用署（ 局 署）、 作成者等 i 
i ( 

署勺］口署 1I統］：ょ等I：長補：

局 暑
署）

決裁年月日

署長 1副署長

令和

総務課長

年月

際長補佐
日

部門（課）

） 
日

担当者

局

令和

総務課長

年月

課長捕佐
日

作成者等 l ( 

決裁年月 13

署長 1副署長

局 署

令和

統括官等

部門（課）

） 

日

担当者

年月

謀長棉佐

情
報
対
象
者

氏名又は名称

事務所所在地

N 税理士等番号又は職業

（電話

記帳代行業

住 所 口口市xx-xx （電話00-00-00)

情
報
対
象
者

株式会社M

口口市xx-xx

税理士等番号又は職業 1記帳代行・コンサルタント

（電話ーー）

（電話00-00-00)

収

集

先

氏名又は名称 業 種 等

住

収集端緒

所 等

1．調査等

口

口

2．投書等 3．税理士会

（電話00-00-00)

4．行手法36条の 3る万ダの他（申告書郵送厄受

収集年月日 1 令和00年00月00日

想定される違反行為等

口脱税相談等

不真正税務代珪・書類の作成

自 己 脱 税

口 自己申告漏れ（無申告含む）

収

集

先

1．調査等 2投薔等 3．税珪士会

等
I 

（電話00-00-00)

4．行手法36条の 3(5.-t"の他（m与書郵送蔽姿）

ー
口

口 調 査 妨 害

口 名 義 貸 し

口 業 務 け 怠

情報の内容及び参考事項

違反行為の概要

確定申告書郵送分の収受作業時に、同じ時期に、差出人の筆跡が同

ーと思われる封筒0通を把握した。 口

口

口

情報の内容及び参考事項

違反行為の概要

確定申告薔郵送分の控えの返送先が納税者本人や税理士事務所で

はなく、株式会社Mとなっていた。

提出された申告嘗の税理士署名 （押印） 欄は、 G税理士の署名（押

印）がされていた。

口

口

れる。
口

口 使用人等の監督義務違反

口 添付害面への虚偽記載 2
 口 詐欺・業務上横領

口 税務職員への不適正な接触等

口 守 秘 義 務 違 反

添付書類

株式会社Mが作成したと思われる自社以外の確定申告書等及び封

箭の写し

口 事務所の設置義務違反

口 業務処理簿作成義務違反
霞

口 退職職員の業務制限違反

朧 にせ税理士行為

iその他反職業倫旦的行・，9

その他t---:
Iその他

添付書類

Nの所得税確定申告書類の写し

Nが作成した思われる者の確定申告書類の写し、封筒の写し

口

口

口

口

口

口

口

（注）税埋士Gについては、名義貸しとして情報せんを作成する。

ロ
口

氏名又は名称

事務所所在地

住所

氏名又は名称

住所等

収集端緒

収集年月日1令和00年00月00日
想定される違反行為等

口脱税相談等

不真正税務代理・書類の作成

自己脱税

自己申告漏れ（無申告含む）

調査妨害

名義貸し

業務け怠

使用人等の監督義務違反

添付書面への虚偽記載

詐欺・業務上横領

税務職員への不適正な接触等

守秘義務違反

事務所の設置義務違反

業務処理簿作成義務違反

退職職員の業務制限違反

にせ税理士行為

iその他反職業倫理的行為

｀そ

る＿

2
 

の 他

業 租

株式会社Mのにせ税理士行為及びG税理士の名義貸しが想定され

る。

株式会社Mの法人税申告書の写し（管内法人の場合）

6
 



頂五互］

税理士
に対する実態殖認の手引き

税理士法人

令和 6 年 8 月 名古屋国税局総務課



はじめに

〇 実態確認の目的

実態確認は、財務省設置法第19条（国税庁の任務）を根拠条文とし、税理士事務担当者が管内の税理士に広く接触することで、税理

士業務の適正な運営の確保を図り、あるいは税務行政と税理土制度の円滑な運営に資することを目的として行うものであり、実施に当

たっては特に以下の点に留意する。

① 税理士業務の実態を把握し、税理士法違反行為の未然防止を図る。

② 税理士個々の「税務行政、税制、税理士制度、署の施策等」に係る意見や要睾等の聴取を行い、税理士との意思の疎通を図るとと

もに、必要に応じて署の関係部門に対して税理士からの要望等を伝えるなどの措置を講ずる。

なお、実態確認は、国税庁の任務である「税理士業務の適正な運営の確保を図る」観点から、対象者の協力を得て行うものである。

⇒と0にの、実態確認に受忍義務はない。

〇 税理士調査と実態確認の違い • 

税理士調査とは、税理士法違反行為の疑いがある者に対して、税理士法第55条第1項に基づく監督上の措置であり、主に税理士法違

反行為の末然防止を図ることをその趣旨としている実態確認とは異なる。ただし、実態確認を行った結果、重大な税理士法違反が認められた場合に

は、税理士調査に移行することとなる。

⇒積遷士調査を拒否した場合にほ罰開餓定（税理士滋篇6Z条第2号）がある。

【参考法令】

0財務省設置法

（任務）

第十九条 国税庁は、内国税の適正かつ公平な賦課及び徴収の実現、酒類業の健全な発達及び税理士業務の適正な運営の確保を図ること

を任務とする。

0税理士法

（監督上の措置）

第五十五条 国税庁長官は、税理士業務の適正な運営を確保するため必要があるときは、税理士又は税理士法人から報告を徴し、又は当該職員

をして税理土又は税理士法人に質問し、若しくはその業務に関する帳簿書類を検査させることができる。

4 前項の規定による報告の徴取、質問又は検査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解してはならない。



目次

〇実態確認事務処理手順フロー

〇実態確認時における作成資料等

1事前準備

2 事前連絡

3 臨場（実態確認）

4 実態確認終了時

............ 1 

2

3

4

5

 

参考1会計法人とは？

参考2 実態確認で把握された主な指導事項等

7

9

 



税理士法

違反行為なし

実態確認事務処理手順フロー

事前準備

一臨場（実態確認）
税理士法違反行為あり

軽微な違反で

改善が見込まれる

調査移行 ⇒局

「実態確認事前準備票」による検討等

税理士法違反行為があった場合-

は、税理土専

門官に相談の上、調査移行の要否等を検討す

る。

なお、文書注意を行う場合は、署内で案を作

成し、必要に応じて記載内容について税理士専

門官と協議する。

実態確認に係る注意文書や調書の作成 ⇒署長決裁

」
局への報告

一税理士システム(KSK)への事績入力

→ 
簿書（調書等）の保存



実態確認時における作成資料等

1 事前準備（実態確認における着目ポイントを絞り込む！ ）

I実態確認事前準備票 I

⇔,"'・・

税理士名簿 斤’:•三王畜
I::ゞ 99 ●●9 _ 1 •ャ．．．，．，．．．，．．．．．．

三尉―•9-•—·-l—叶—--,-・--i---l—+=二—+—+
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，． 
••"•• I ・竺m l ．． ・竺•

：● 9 ヽ •I

下●『••I ::.:.: : I;;―こしl9:....：ご
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t ••• ・・・ー・--" -t -"•一i...:—···· i• ・・・ -・・I・・-・ ・l・ -•一．l -二可―口 ”•I·········· -

事務員名簿

関与先一覧
＂貪

； ：：：：と::?-?.::::::::~:::::::••し●二●
．； ：：：ェ:,:;•:::::::::..

二面

闘停先鯛査に対する状況

Imー一乙 A・̂  

I •••• ... こ::l・量• I五胃鼻干",1]:: ・I/.. 1l ;:-I/.. •• 

1. ら._ |・ •一:|---t_ -}」・ロ
一

ロ~]

（参考）事前準備において検討する帳票等

・税理士名簿

・事務員名簿、関与先一覧

・税理士本人の申告書、決算書等

・会計法人他、税理士の主宰法人の有無

・税理士等情報せん

・過去の税理士調査事績等

・研修の受講状況（日税連HPで確認可能）

e-Taxの利用状況

• 33-2書面の添付状況

地図

現地確認（できれば）

関与先の過去の調査事績

（税理士名簿の「一覧Jから確認）

• HPの有無、比較広告の有無

⇔ 
i
 l
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過去の調査事績等
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2 事前連絡

実態確認は、国税庁の任務である「税理士業務の適正な運営を図る」観点から、財務省設置法第19条に基づき対象者の協力を得て行うものであることから、

原則、事前連絡を行った上で、実施する。

なお、実態確認は財務省設置法第19条に基づいて行うものであるため、国税通則法に基づく調査手続等が該当しないことに留意する。

また、事後のトラブルを避けるために、事前連絡の段階から4(1)③「調査事績書付表（調査経過記録書）」を作成する。

G 
に 事前連絡の際には、、、

► いつも税務行政にご協力いただきましてありがとうございます。

► 本日ご連絡しましたのは、 00先生の事務所運営について実情を確認させていただきたいと考えており、日程調整をお願いしたく、ご連絡しました。

► 先生の業務内容等（日頃の業務）を確認させていただけますか。

► 事務員等に対する管理監督体制など確認させていただけますか。

► 税理士業務の適正な運営を図るということも総務課の職務であるので、先生の業務の内容を確認させていただけますでしょうか。

► 大変お忙しいとは思いますが、ご協力お願いできますでしょうか。

► できれば、一日どこかで予定をお取りいただけるとありがたいです。

► 確認がスムーズに終われば、半日で終了することもあります。

► 他の先生もご協力いただいていますので、お願いできませんでしょうか。

► 実態確認は税理士法に関する行政指導のため、通則法の適用はありません。

など説明し、実態確認の目的や税理士法に基づく調査ではないことを伝えて、実態確認の協力を得てください。

ヽ
おって、電話による実態確認の日程調整が困難な場合には、「連絡依頼について（依頼）」（参考様式4-1)【参考17】により電話連絡を依頼するか、又は対

象者の事務所へ臨場して日程調整を行うこととし、臨場したものの不在である場合には、「連絡依頼について（依頼）」（参考様式4-2)【参考18】を差し置いて、

日程調整を行うこととする。
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3 臨場（実態確認）

(1)実態確認時に携行するもの

・身分証明書

•名刺

・「犯罪移転収益防止法における税理士の責務」 要交付

・「税理士法違反とならないために」 ｝ 
・事務用モバイルPC（持参できる場合）

・実態確認メモ PC持参の•その他必要とするもの（質問応答記録書用紙など］際は不要
x情報せん（写しを含む。）ほ持ち出し不可

(2)臨場時に聴取する事項等

概況聴取

・経歴、開業の経緯

支部定例会の出席状況

実態確認は、税理士法第55条による調査ではなく、財務省設置法第19条に基づき対

象者の協力を得て実施するものであるため「税理士検査章」は不要

ーーー・憂,.,.二 ，．． ． ． ．．．， 

臨場の際には、 、、、、

・個別に質問等を受け、回答に不安がある場合には即答を避け、一旦持ち帰り、調べてから回答

・実態確認の結果は後日連絡する旨伝える（臨場時にはその場で終了を伝えず、帰署する。）

・実態確認は、税理士法第55条の質問検査権に基づかないため、個人番号の提供を求めること

ができない（個人番号の取扱いには十分注意する）。

・税理士法に関する情報（税理土法違反行為Q&A等）について、国税庁ホームページに記載され

ていることを併せて周知する。

.... 士 名．

実態確認メモ

そ"....事,..

．
 

ア

“
 ．
 

と―

"
• 
．．
 

．．
 

．．
 

•

〒

、

•

i

-

し

●．．
 

．．
 

．．
 

．
．
 

,

g
 

”
• ．
．
 

i

.
 

．
 

g

"
 

,
• ．
 
．．
 

‘
・

z 雪....の...

／ 三 「税理士等実態確認表」を持参して作成する場合は不要 ］ 
実態確認メモに従い、聴取

事務員、関与先の増減

•関与の程度、訪問状況

*I :担当者別一覧表 I ー＊の項目は、書類等の確認が必要な項目もある
・給与支払状況、給与の決め方 ため、効率よく聴取する

・内部管理体制及び就業規則の確認

・業務処理簿(1・2・3号、 5年）

ICカードとパスワード、税理士証票の確認

事務所見取り図の作成

本人申告書の作成方法

・犯罪収益防止法適用（収益移転防止法の適用及び特定受任行為の代理等取引）の有無を確認
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4 実態確認終了時
(1)調書等作成

実態確認メモ，．．胃月●賓● 9 

①税理士等実態確認表

l 税理士等実態確認表
• 

駁珊士名

実態確認メモ

事 IIIii所在亀：

9 竃緯肩●●

豆 |•••ぼ.,j ●(9●I 

住青

その●●倉●亀：

9 畳●事重の櫓• 口

(•1•m•• ""I 

醤二言：二Iき惹恙
-:.ば1iご鱒員ー●●・●● ・員9 ) 

,.01 ロ言●＜●mu攣方辰の．．．．，．．する事冨心•a C●● O●●●9 

＂濃士罵•との重●重と鼠竃〇書 ll●m )0●) 

,口 ...,....)

・万量•|"" m•口●記硫由會皐 9 9) 0tt...9事・ • ● ●) 

調査経過記録書
・事前通知

・臨場状況
・実態確認状況
•相手方主張等
・業務改善書の提出等

・注意年月日、文書交付年月日

・結果説明等

業務処理簿（抄）

ロ敗業口簿日誌や

見取り図等

②概況メモ

口，．心•e●9た● 口，．＂〒讐帽 □,その●，

‘’”バ0m●● | C●口賓•m晨口事·亨内ー＿會 口紐●人•"--'
0その繊一書（五

●●9フ99ベン9•*―•ソフト●
●●ソフト（ベンダ●●――.9フト●

••99 •••• | →ペンダ●臀（一~ 0m  oミ09.090．年か:;!";'
O99．年99ム．翻量．叡□い鳴，

·量•••9“ ソフ•- Cit o會

④業務改善書等（※事案の内容に応じて）

業務改善書、申立書

質問応答記録書

⑤署長注意文書（※事案の内容に応じて）

実態結果に応じ、署長文書注意を行う

場合は、「税理士事務文例集等」や過去

の注意文書を参照の上作成して、署長決

裁を受ける。

概況メモ
・調査担当者名
（専門官同行の場合は専門官名も記載する）

・経歴、事務所開所の経緯

・実態確認の対応状況
・税理士の人柄
・情報せんの具体的な解明内容

・指導事項の詳細
・税理士主宰法人の状況
•その他特記事項等

※税理士等実態確認表に記載欄が無いものに

ついて概況メモに記載する。

L 「10犯罪収益移転防止法の遵守状況」→リーフレットを交付し聴き取った上で、確実に記載する

「12その他特記事項」

→ 次の内容を記載する

①情報せんがある場合は

I {［報0-{tーん△△、 00ーロ□活用）
概況メモは、税理士等実態確認

表に記載した内容以外で、後日に

残すべき事項を記載する。

②情報せんがない場合は

戸
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(2)報告等 “"匡門〒『，7i,r,,、旧曰塁T|『了日コ

実態確認メモ I ．． ．．．， ＼ ② 

成して報告
I 見取り図 I I 税理士等実態確認表 I 事•

I I 
① 

ず虎 .. , II富纏＇

と1..."●● 住

I 業務処理簿・ 1 I 
駈名｛攣麟

事lllli●名

I 調査経過記録書 I そ の 1

北、ノ・‘喜-•-贔• • -

1111亀曇
9 畳

l に
．．吠

1 日報、業務日誌 I
賣帽馴讐畢n | 概況メモ等 | ，． 

!’ 胄糧-・• 
．， ヽ

I I ..0鼻
署--」 9●●● 

1 （注意文書（案）） 1 I 源泉徴収簿 I
！ 9●qI 
: に方 ,. 
帆

●ヽ

ぉ
I （注意文書の受領書） 1 

●9 

ii I情報せん（写し） | vヽ
； （業務改善書、申立書）

● 鸞

I その他参考資料 I て
9重‘‘-名
電量

保竃．II＂，， にと"＂・ ．“． ＂● ＇い；● 電、
I 

存

』 ' 
‘t| ___-J / 

①局税理士係へ報告（文書管理システム）

※書面で作成したものはPDF等を添付
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参考 1 

0会計法人とは？

会計法人は、別名「記帳代行会社」と称されることもあり、 一般に言われる「会計業務」（伝票の整理、会計帳簿の記帳業務、財務書類の作成）を業務

内容としている法人（個人経営の場合もある）のことをいい、税理士が主宰している場合もあれば、税理士資格のない者が主宰している場合もある。

税理士が主宰している場合であっても、当然、会計法人において、税理士業務（税務代理、税務書類の作成、税務相談）、を行うことはできない。

会計法人において、会計業務の延長で税務書類を作成したり、税務相談をする「にせ税理士行為」や、税理士から名義を借りる「名義借り」（税理士側

では、「名義貸し」）などの税理士法第 52条（税理士業務の制限）に違反する行為が多く発生しており、 会計法人が業務に関係している場合には、特に注

意して契約内容や業務内容を確認する必要がある。

⇒ 実態確認等で発覚した会計法人で行われていた税理士業務の参考例
①個人の青色決算書の作成 ②法人事業概況書の作成③源泉所得税の納付書兼徴収高計算書の作成④給与所得の源泉徴収票等の法定調書合計

表、 法定調書の作成⑤年末調整事務 など

※会計ソフトによっては、税務書類に該当する帳票（法定調書合計表等）を作成できるものがあり 、会計法人が「申告書ではなく問題ない」と判断

し、作成していたケースもあった。

⇒ 使用人が会計法人の代表者である場合などは、「名義貸し」の可能性がある（税理士が実質的に使用人に使用されていることも想定される）ため、 なぜ
使用人が代表者なのかなど、その理由を聴取する。

⇒ 会計法人の業務内容について（主に次の事項を確認する。）
①税理士事務所の業務内容とどのように区分しているのか？

②税理士業務を会計法人の業務としていないか？

③税理士が会計法人の従属的な立場となるような業務内容となっていないか？

⇒ 会計法人が税理士事務所内にある場合
経費負担割合等を聴取し、適正に業務区分が行われているか確認する。

税理士事務所と会計法人が同じ部屋で業務を行っている場合は、守秘義務の観点（税理士法38条及び第54条）から、会計法人の従業員に税理士業務

の内容が漏れること（漏れるような状況を含む。）にならないよう指導する必要がある。また、税理士と会計法人の報酬の取り分を比較した場合に、税理

士報酬が極端に少ない場合には、単に「ハンコ代」（名義貸し） となっていないか、各々の業務内容をよく確認する。



参考 1 

一例1-

納税者 税理士 会計法人

［＿ 四書類の作成 ー】

!iii， 会社心 I 会計業務】

税理士が会計法人に委託できる業務は会計業務のみです。

会計法人が申告書を作成し、税理士がその内容を確認し署名した場合でも、会計法人は「にせ税理士」行為、税理士は「名義貸し」 として、

いずれも税理士法違反となります。

最近では会計ソフト等の発達により、会計業務と税理士業務が一連の作業として行われる場合が多く、実態確認に当たり税理士が会計業務を

会計法人に委託しているような場合には事実確認が必要です。

一例2-

納税者 会計法人 税理士

1 会 計集務】

納税者から税理士業務を受託できるのは税理士等に限られ、会計法人が受託した場合は税理士法違反となります。また、税理士等が会計法人

から税理士業務を受託した場合も、「会員は委嘱者から直接業務委嘱を受けなければならない」とする税理士会会則に違反し、税理士法（法39

条：会則を守る義務）違反となります。

※税理士が主宰する会計法人へ会計業務を委託している場合は「税理士等実態確認表付表（会計法人用）」（様式4-3)【参考 10】の作成が必要である。



参考 2 

1実態確認で把握された主な指導事項等・|
ァ―――-・・--.

j O業務処理簿の未作成ヽ記載不備（税務代理・税務相談の記載漏れ）

l ＜指導内容＞
！ ・ 業務処理簿が一切作成されていない
l ・ 申告書等の作成のみ記載し、税務代理や税務相談について記載がない
| 【法41条（帳簿作成の義務）】

！ 税理土は、税理士業務に関して帳簿を作成し、委嘱者別に、かつ、 1件ごとに、税務代理、税務書類
ければならない。

0事務所の共用 (2か所事務所）等

く指導内容＞

・ 税理士事務所にも税理士の自宅にも「税理士事務所」の表示がされている。

・ 会計法人や社会保険労務士事務所と同一の事務所を使用し、十分に独立性が確保されていない

【法40条（事務所の設置）】

税理士及び税理士法人は、税理士業務を行うための事務所を設けなければならない。

2 税理士が設けなければならない事務所は、税理士事務所と称する。

3 税理士は、税理土事務所を2以上設けてはならない。

4 税理士法人の社員は、税理土業務を行うための事務所を設けてはならない。

-•1
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0使用人監督義務違反

く指適内容＞

・ 使用人に対しての服務規程、業務管理（個人情報保護）規定等が整備されていない

・ 日頃の業務の報告・確認方法が確立されていない（担当者に任せきり）

・ 電子申告用PCにICカードが差しつばなし（誰でも操作できる状態）

【法41条の2 (1吏用人等に対する監督義務）】

税理土は、税理土業務を行うため使用人その他の従業者を使用するときは、税理士業務の適正な遂行に欠けるところのないよう当該使用人その他

の従業者を監督しなければならない。

0研修の未受講

く指理内容＞

・ 税理土会主催の研修会等に出席していない

・ 税理土会主催の研修会への出席時間数 (36時間）が足りていない

【法39条の2（研修）】

税理士はく所属税理土会及び日本税理士会連合会が行う研修を受け、その資質の向上を図るように務めなければならない。

【法39条（会則を守る義務）】

税理士は、所属税理土会及び日本税理士会連合会の会則を守らなければならない。

【税理土会研修規則第5条第 1項】

税理士会員は、第2条に規定する研修を、一事業年度に36時間以上受けなければならない。

【税理士会研修規則第2条（研修の定義）】

この規則において研修とは、税理士の業務の改善進歩及びその資質の向上を図ることを目的として、本会及び連合会が行う研修会、講演会、討論

会その他これらに準するものをいう。

【参者】 令和元年 10月以降、日本税理士会連合会のHP「税理土を探す」で、「検索ワード」に任意の税理士を入力し、「検索」し、「詳細」をクリ

ックする。（「利用条件に同意しますか？」で「OK」をクリックする）と、「税理士詳細情報」の中段以降で、「研修受講義務の履行等に関する

情報（年度）」に、研修受講時間数が公表されている。

1 0 



0作成税理士の署名欄が空欄

く指導内容＞

・税理土が作成した確定申告書等の署名欄が空欄である

【法33条（署名の顔務）】※令和3年の改正により、押E0省略 (R3.4.1~)

税理土又は税理士法人が税務代理をする場合において、租税に関する申告書等を作成して税務官公署に提出するときは、当該税務代理に1系る税理士

は、当該申告書等に署名しなければならない。

2 税理士又は税理士法人が税務書類の作成をしたときは、当該税務書類の作成に1系る税理士は、当該書類に署名しなければならない。

3 税理士は、前2項の規定により署名するときは、税理士である旨その他財務省令で定める事項を付記しなければならない。
i 
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税理士法第52条等違反行為の確認鯛査の手引き

令和 6 年 8 月

名古屋国税局 総務課

資料3



はじめに

〇確認調査を行う目的等

法第 52条等違反行為（法第 53条及び法 54条に係る違反行為を含む。）が想定される者で、その実態を確認する必要がある者に対し

て、国税庁に課された「税理士業務の適正な運営の確保を図る」という任務（財務省設置法第 19条）を達成するために実施する任意調

査であり、次の効果を期待して実施するものである。

①納税義務者が被る不測の損害の末然防止

②税理士制度に対する信頼の確保

【参考】

財務省設置法第 19条に規定する任務は、国税庁の職員（税務職員全員）に課せられており、にせ税理士を把握した場合は、総務課

職員のみならず全ての職員が、その場で注意、指導しなければならないことに留意する。

【参考法令】

0財務省設置法第十九条（任務）

国税庁は、内国税の適正かつ公平な賦課及び徴収の実現、酒類業の健全な発達及び税理士業務の適正な運営の確保を図ることを任務

とする。

0税理士法 第五十二条（税理士業務の制限）

税理士又は税理士法人でない者は、この法律に別段の定めがある場合を除くほか、税理士業務を行ってはならない。



0税理士法第五十三条（名称の使用制限）

税理士でない者は、税理士若しくは税理士事務所又はこれらに類似する名称を用いてはならない。

0税理士法 第五十四条（税理士の使用人等の秘密を守る義務）

税理士又は税理士法人の使用人その他の従業員は、正当な理由がなくて、税理士業務に関して知り得た秘密を他に淵らし、又は盗用

してはならない。税理士又は税理士法人の使用人その他の従業員でなくなった後においても、また同様とする。
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殖認調査の事務処理手順フロー

税理士等情報せん 調査等で把握

↓ 
情報 投書・探聞

税理士会から
選 定

↓ 
事前準備 署内資料の収集等

↓ 

臨場（確認調査） 違反行為の確認調査

検討・処理方針の決定

悪質・常習（再犯）者

（局へ連絡）
軽微（初犯）者

行政指導

（口頭又は文書注意）

処理（調査事績書の決裁）
告 発

（局対応）

局へ「調査事績書」及び「税理士法第 52条違反行為

の確認調査表」写しの送付

※交付した注意文書（写）、受領した誓約書（写）も送付

調書保存【署】



1 事前準備

確認調査の対象として選定した者（以下「対象者」という。）については、証拠資料の的確な収集と税理士法第52条等違反行為の確認が効

率的に実施できるよう事前の資料等の収集に努める。

2 臨場 （確認調査）

対象者の事務所又は自宅に臨場して、 「税理士法第52粂等違反行為の確認調査表」 ［参考 l9]を活用し、次の事項について確認する。
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3
 



4
 



3 処理方針の決定

確認調査を実施したものについて、法第 52条等違反行為が認められた場合には、次のとおり処理方針を決定する。

イ 違反行為が大規模、再犯であるなど悪質・常習者であると認められる場合は、税理士専門官と協議の上、局へ引き継ぐ。

ロ 軽微な違反であり指導により改善が見込まれる場合は、今後、税理士法違反行為をしない旨を記載した「誓約書」を徴した上、口頭又は

文書により注意し行政指導を行う。

なお、対象者に注意文書を交付した場合は、注意文書の「受領書」を確実に受領する。一

4 指導に当たっての留意事項

行政指導とは、「行政機関がその任務又は所掌事務の範囲内において一定の行政目的を実現するため特定の者に一定の作為又は不作為を求

める指導、勧告、助言その他の行為であって処分に該当しないものをいう」（行政手続法第2条第6号）とされており、法第52条違反者に対

する注意（いわゆる指導）は行政指導に該当し、これらの行為を行う際には、その相手方に対して行政指導の趣旨及び内容並びに責任者の明

示が必要（行政手続法第35条第1項）となる。

なお、行政指導を口頭で行った際に、相手方からその内容を記した書面の交付を求められた場合には、当該行政指導の趣旨、内容及び責任

者を記載した書面を交付しなければならない（行政手続法第 35条第3項）ことに留意する。

5 処理及び保存

確認調査を終了する場合は、「調査事績書」及び「税理士法第 52条等違反行為の確認調査表」【参考 19】と（必要に応じ） 収集した資料等

を添付し、署長等の決裁を了した上で編てつ保存する。

なお、該当する税理士等情報せんは、調査事績書の末尾に編てつし、税理士等情報管理簿の備考欄に調査結果を簡記する。

おって、決裁を了した調査事績書写しに注意文書及び誓約書等、参考となる資料の写しを添付し税理士監理官宛（文書管理システムの宛先

は「税理士係」宛）報告する。
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6 事後の対応

確認調査が終了した後、対象者が引き続き違反行為を行っていないか情報収集に努めるとともに、違反行為が行われていることを把握した

場合は税理士専門官に連絡し、その後の対応を協議する。
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【参考】

(1)税務書類の範囲

「税務書類の作成」とは、税務官公署に対する申告等に係る申告書等を作成することをいう。（法第2条第1項第2号）

「申告書等」とは、申告書、申請書、請求書、不服申立書その他租税に関する法令の規定に基づき作成し、かつ、税務官公署に提出する

書類で財務省令に定めるものである。財務省令では届出書、報告書、申出書、申立書、計算書、明細書その他これらに準ずる書類が税務書

類に該当するものと規定されている。（税理士法施行規則第 1条）

したがって、おたずね文書など法令の規定に基づかない文書については、 法第2条に規定する税務書類には当てはまらない。

なお、財務諸表（損益計算書や貸借対照表など）は、もともと税法の規定に基づき作成されるものではないことから、たとえ税法上、申

告書等の添付書類として、その提出が義務付けられていたとしても税務書類の範囲に含まれない。

ただし、個人事業者の申告書（青色の場合）に添付すべき青色申告決算書については、税務書類に該当する。

「書類を作成する」とは、書類を自己の判断に基づいて作成することをいい、単なる代書は含まないものとする（税理士法基本通達2-

5) と定められており、 当該通達によれば、申告書は納税者自身が記載したとしても、その下書きを税理士資格がない者が作成するケース

などは税理士法違反となる。

(2)社会保険労務士関係

社会保険労務士が、年末調整を行い、源泉徴収票の作成や法定調書合計表の作成を行うことは「税務書類の作成」に当たり税理士法違反

となることから、当該文書の作成は事業主又は税理士に依頼するよう指導する必要があることに留意する。
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(3) 税理士法第 52条等違反行為の確認調査表の記載例

税理士法第 52条等違反行為の確認調査表（令和6年●月●●日）

●●署

確認対象者

氏名 1 •• •• 

住所（納税地）

上記以外（口住・ ■事）
職業 （屋号）

生年月日 昭和●●年●●月●● H生（●●歳）

●●市●●町●—●

●●市●●町●—●

確認内容等
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庁事務提要＞第3章＞別表3

（別表3)税理士等に課せられている義務等

参考1

内 容
対 象

税 税法 弁 弁法

（変更登録）

第 20条 税理士は、第 18条の規定により登録を受けた事項に変更を生じたときは、遅滞な

゜く変更の登録を申請しなければならない。 ・

（税理士証票の返還）
第28条 税理士の登録がまつ消されたときは、その者、その法定代理人又はその相続人は、

゜
遅滞なく税理士証票を日本税理士会連合会に返還しなければならない。税理士が第43条の
規定に該当することとなった場合又は第 45条若しくは第 46条の規定による税理士業務の
停止の処分を受けた場合においても、また同様とする。

（税務代理の権限の明示）
第30条 税理士は、税務代理をする場合においては、財務省令で定めるところにより、その

゜゚゜゚権限を有することを証する書面を税務官公署に提出しなければならない。

（特別の委任を要する事項）

第 31条税理士は、税務代理をする場合において、次の行為をするときは、特別の委任を

受けなければならない。

゜゚゜゚不服申立ての取下げ

代理人の選任

（税理士証票の提示）
第32条 税理士又は税理士法人が税務代理をする場合において、当該税務代理に係る税理士

゜が税務官公署の職員と面接するときは、当該税理士は、税理士証票を提示しなければなら
ない。

（署名の義務）

第 33条 税理士又は税理士法人が税務代理をする場合において、租税に関する申告書等を

作成して税務官公署に提出するときは、当該税務代理に係る税理士は、当該申告書等に署

名しなければならない。 ◎ 

゜゚゜2 税理士又は税理士法人が税務警類の作成をしたときは、当該税務書類の作成に係る税理

士は、当該書類に署名しなければならない。

3 税理士は、前2項の規定により署名するときは、税理士である旨その他財務省令で定め
る事項を付記しなければならない。

（脱税相談等の禁止）

第36条 税理士は、不正に国税若しくは地方税の賦課若しくは徴収を免れ、又は不正に国税 ◎ 

゜゚゜若しくは地方税の還付を受けることにつき、指示をし、相談に応じ、その他これらに類似
する行為をしてはならない。

（信用失墜行為の禁止）

゜゚゜゚第37条 税理士は、税理士の信用又は品位を害するような行為をしてはならない。

（非税理士に対する名義貸しの禁止）

第37条の2 税理士は、第 52条又は第 53条第1項から第3項までの規定に違反する者に自

゜゚゜゚己の名義を利用させてはならない。

（秘密を守る義務）

第38条 税理士は、正当な理由がなくて、税理士業務に関して知り得た秘密を他に洩らし、 ◎ 

゜又は窃用してはならない。税理士でなくなった後においても、また同様とする。 ’ 
（会則を守る義務）

゜゚第39条 税理士は、所属税理士会及び日本税理士会連合会の会則を守らなければならない；

（研修）

第39条の2 税理士は、所属税理士会及び日本税理士会連合会が行う研修を受け、その資質

゜の向上を図るように努めなければならない。

（事務所の設譴）

第40条税理士（税理士法人の社員（財務省令で定める者を含む。第4項において同じ。）

を除く。次項及び第3項において同じ。）及び税理士法人は、税理士業務を行うための事

務所を設けなければならない。

゜゚2 税理士が設けなければならない事務所は、税理士事務所と称する。
3 税理士は、税理士事務所を2以上設けてはならない。

4 税理士法人の社員は、税理士業務を行うための事務所を設けてはならない。

（帳簿作成の義務）

第 41条税理士は、税理士業務に関して帳簿を作成し、委嘱者別に、かつ、 1件ごとに、

税務代理、税務書類の作成又は税務相談の内容及びそのてん末を記載しなければならな

゜゚゜゚vヽ
゜2 前項の帳簿は、閉鎖後5年間保存しなければならない。

第3章一6 ー



3 税理士は、財務省令で定めるところにより、第1項の帳簿を電磁的記録をもつて作成す
ることができる。

（使用人等に対する監督義務）

第41条の2 税理士は、税理士業務を行うため使用人その他の従業者を使用するときは、税

゜゚゜゚理士業務の適正な遂行に欠けるところのないよう当該使用人その他の従業者を監督しなけ
ればならない。

（助言義務）

第41条の3 税理士は、税理士業務を行うに当たって、委嘱者が不正に国税若しくは地方税
の賦課若しくは徴収を免れている事実、不正に国税若しくは地方税の還付を受けている事

゜゚゜゚実又は国税若しくは地方税の課税標準等の計算の基礎となるべき事実の全部若しくは一部
を隠ぺいし、若しくは仮装している事実があることを知ったときは、直ちに、＇その是正を
するよう助言しなければならない。

（業務の制限）

第42条 国税又は地方税に関する行政事務に従事していた国又は地方公共団体の公務員で税
理士となったものは、離職後 1年間は、その雌職前1年内に占めていた職の所掌に属すべ

゜き事件について税理士業務を行ってはならない。但し、国税庁長官の承認を受けた者につ
いては、｀この限りでない。

（業務の停止）

第43条税理士は、懲戒処分により、弁護士、外国法事務弁護士、公認会計士、会計士補、
弁理士、司法書士、行政書士若しくは社会保険労務士の業務を停止された場合又は不動産

゜゜
鑑定士の鑑定評価等業務を禁止された場合においては、その処分を受けている間、税理士
業務を行ってはならない。税理士が報酬のある公職に就き、その職にある間においても、
また同様とする。

（懲戒の種類）

第44条税理士に対する懲戒処分は、左の三種とする。

一戒告

゜゜2年以内の税理士業務の停止

三税理士業務の禁止

（脱税相談等をした場合の懲戒）

第 45条 財務大臣ぱ、税理士が、故意に、真正の事実に反して税務代理若しくは税務書類 ， 

の作成をしたとき、又は第 36条の規定に違反する行為をしたときは、 2年以内の税理士

゜゜業務の停止又は税理士業務の禁止の処分をすることができる。

2 財務大臣は、税理士が、相当の注意を怠り、前項に規定する行為をしたときは、戒告又
は2年以内の税理士業務の停止の処分をすることができる。

（一般の懲戒）

第46条 財務大臣は、前条の規定に該当する場合を除くほか、税理士が、第33条の2第1

項若しくは第2項の規定により添付する書面に虚偽の記載をしたとき、又はこの法律若し

゜゜くは国税若しくは地方税に関する法令の規定に違反したときは、第 44条に規定する懲戒

処分をすることができる。

（登記）

第48条の7 税理士法人は、政令で定めるところにより、登記をしなければならない。

゜2 前項の規定により登記をしなければならない事項は、登記の後でなければ、これをもっ
て第三者に対抗することができない。

（設立の手続）

第 48条の8 税理士法人を設立するには、その社員になろうとする税理士が、共同して定

款を定めなければならない。

2 会社法（平成 17年法律第 86号）第30条第 1項の規定は、税理士法人の定款について

準用する。

3 定款には、少なくとも次に掲げる事項を記載しなければならない。
△ 

目的

二名称

三事務所の所在地

四 社員の氏名及び住所

五社員の出資に関する事項

六 業務の執行に関する事項

（成立の届出等）
第 48条の 10 税理士法人は、成立したときは、成立の日から 2週間以内に、登記簿の謄本
及び定款の写しを添えて、その旨を、その主たる事務所の所在地を含む区域に設立されて

△ 

゜いる税理士会（以下この章において「本店所在地の税理士会」という。）を経由して、日本
税理士会連合会に届け出なければならない。
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（社員の常駐）

第48条の 12 税理士法人の事務所には、その事務所の所在地を含む区域に設立されている税

゜理士会の会員である社員を常駐させなければならない。

（定款の変更）

第48条の 13 税理士法人は、定款を変更したときは、変更の日から 2週間以内に、変更に
△ 

゜係る事項を、本店所在地の税理士会を経由して、日本税理士会連合会に届け出なければな

らない。

（社員の競業の禁止）
第48条の 14 税理士法人の社員は、自己若しくは第三者のためにその税理士法人の業務の範 △ 

囲に属する業務を行い、又は他の税理士法人の社員となってはならない。

（業務の執行方法）

゜第48条の 15 税理士法人は、税理士でない者に税理士業務を行わせてはならない。

（法定脱退）

第48条の 17 税理士法人の社員は、次に掲げる理由によって脱退する。

一 税理士の登録の抹消

二 定款に定める理由の発生
△ 

三総社員の同意

四 第43条の規定に該当することとなったこと。

五 第45条又は第46条の規定による税理士業務の停止の処分を受けたこと。

六除名

（解散）

第48条の 18 税理士法人は、次に掲げる理由によって解散する。

一 定款に定める理由の発生

二総社員の同意

三 他の税理士法人との合併

四 破産

五解散を命じる裁判 △ 

゜六第48条の 20第1項の規定による解散の命令

2 税理士法人は、前項の規定による場合のほか、社員が 1人になり、そのなった日から引

き続き 6月間その社員が 2人以上にならなかった場合においても、その6月を経過した時

に解散する。

3 税理士法人は、第 1項第3号の事由以外の事由により解散したときは、解散の日から 2
週間以内に、その旨を、本店所在地の税理士会を経由して、日本税理士会連合会に届け出
なければならない。

（合併）

第48条の 19 税理士法人は、総社員の同意があるときは、他の税理士法人と合併すること

ができる。

2 合併は、合併後存続する税理士法人又は合併によって設立した税理士法人が、その主た
△ 

゜る事務所の所在地において登記をすることによって、その効力を生ずる。
3 税理士法人は、合併したときは、合併の日から 2週間以内に、登記簿の謄本（合併によ
つて設立した税理士法人にあっては、登記簿の謄本及び定款の写し）を添えて、その旨を、
本店所在地の税理士会を経由して、日本税理士会連合会に届け出なければならない。

（違法行為等についての処分）

第48条の 20 財務大臣は、税理士法人がこの法律若しくはこの法律に基づく命令に違反し、

又は運営が著しく不当と認められるときは、その税理士法人に対し、戒告し、若しくは2

年以内の期間を定めて業務の全部若しくは一部の停止を命じ、又は解散を命ずることがで

きる。

2 第47条、第47条の 3及び第47条の4の規定は、前項の処分について準用する。

゜゜3 第1項の規定による処分の手続に付された税理士法人は、清算が結了した後において

も、この条の規定の適用については、当該手続が結了するまで、なお存続するものとみな

す。

4,第1項の規定は、同項の規定により税理士法人を処分する場合において、当該税理士法

人の社員等につき第45条又は第46条に該当する事実があるときは、その社員等である税

理士に対し、懲戒処分を併せて行うことを妨げるものと解してはならない。
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（税理士業務を行う弁護士等）

第 51条 弁護士は、所属弁護士会を経て、国税局長に通知することにより、その国税局の
管樗区域内において、随時、税理士業務を行うことができる。

2 前項の規定により税理士業務を行う弁護士は、税理士業務を行う範囲において、第 1条、

第30条、第 31条、第 33条から第 38条まで、第 41条から第41条の3まで、第43条前

段、第44条から第 46条まで（これらの規定中税理士業務の禁止の処分に関する部分を除

く。）、第 47条、第 47条の3、第47条の4及び第 54条から第 56条までの規定の適用に

ついては、税理士とみなす。この場合において、第 33条第3項及び第33条の2第3項中

「税理士である旨その他財務省令で定める事項」とあるのは、「第 51条第 1項の規定によ

る通知をした弁護士である旨及び同条第3項の規定による通知をした弁護士法人又は弁

護士・外国法事務弁護士共同法人の業務として同項の業務を行う場合にはこれらの法人の

名称」•とする。

3 弁護士法人又は弁護士・外国法事務弁護士共同法人（これらの法人の社員（弁護士に限

る。）の全員が、第 1項の規定により国税局長に通知している法人に限る。）は、所属弁護

士会を経て、国税局長に通知することにより、その国税局の管轄区域内において、随時、

税理士業務を行うことができる。

4 前項の規定により税理士業務を行う弁護士法人又は弁護士・外国法事務弁護士共同法人

は、税理士業務を行う範囲において、第 33条、第33条の2、第 48条の 16（第2条の3

及び第 39条の規定を準用する部分を除く。）、第48条の 20（税理士法人に対する解散の命

令に関する部分を除く。）及び第 54条から第 56条までの規定の適用については、税理士

法人とみなす。

（税理士業務の制限）

第52条 税理士又は税理士法人でない者は、この法律に別段の定めがある場合を除くほか、
税理士業務を行つてはならない。

（名称の使用制限）

第53条 税理士でない者は、税理士若しぐは税理士事務所又はこれらに類似する名称を用
いてはならない。

2 税理士法人でない者は、税理士法人又はこれに類似する名称を用いてはならない。

3 税理士会及び日本税理士会連合会でない団体は、税理士会若しくは日本税理士会連合会

又はこれらに類似する名称を用いてはならない。

4 前3項の規定は、税理士又は税理士法人でない者並びに税理士会及び日本税理士会連合

会でない団体が他の法律の規定により認められた名称を用いることを妨げるものと解し

てはならない。

（税理士の使用人等の秘密を守る義務），

第 54条 税理士又は税理士法人の使用人その他の従業者は、正当な理由がなくて、税理士
業務に関して知り得た秘密を他に濡らし、又は盗用してはならない。税理士又は税理士法

人の使用人その他の従業者でなくなった後においても、また同様とする。

（注） 1 対象欄の「税」は税理士、「税法」は税理士法人、「弁」は通知弁護士、「弁法」は通知弁護士法人等

を示す。

2 対象欄の「税」の「◎」は、税理士のほか、税理士法第50条の規定により臨時の税務書類の作成等

の許可を受けた者が対象となるものを示し、「△」は、税理士のうち、社員税理士のみが対象となるも

のを示す。

〇|0 

税理士等でない
者
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庁事務提要＞第4章＞別表4

（別表4)税理士法違反行為の態様

I 参考2
項 目 内 容 等

1 脱税相談又は 税理士等が、不正に国税や地方税の賦課徴収を免れること等につき、指示をし、相談に

不真正な税務書 応じ、その他これらに類似する行為をすることは、法第 36条の規定に違反し、法第45条

類の作成等 第1項又は法第48条の 20第1項に規定する懲戒処分等の事由に該当する。

また、税理士等が真正の事実に反して税務代理又は税務書類の作成をすることは、法第

45条第 1項若しくは第2項又は法第48条の20第1項に規定する懲戒処分等の事由に該当

する。

2 自己脱税 税理士等が、自己の申告について、不正所得金額があるものは、税理士の信用又は品位

を害するような行為であり、法第37条の規定に違反し、法第46条又は法第48条の 20第

1項に規定する懲戒処分等の事由に該当する。

3 多額かつ反職 税理士等が、自己の申告について、申告漏れ所得金額等が多額で、 かつ、その内容が税

業倫理的な自己 理士としての職業倫理に著しく反するようなものは、税理士の信用又は品位を害するよう

申告漏れ な行為であり、法第 37条の規定に違反し、法第46条又は法第48条の 20第1項に規定す

る懲戒処分等の事由に該当する。

4-1 税理士等 税理士等が、税理士等でない者に対して自己の名義を使用させ税理士業務（法第2条に

でない者に対す 規定する「税理士業務」に限る。以下、この別表において同じ。）を行わせる行為は、法

る名義貸し 第37条の2の規定に違反し、法第46条又は法第48条の 20第1項に規定する懲戒処分等

の事由に該当する。

4-2 税理士に 税理士等が、税理士業務停止処分中の税理士に対して自己の名義を使用させ税理士業務

対する名義貸し を行わせる行為は、税理士の信用又は品位を害するような行為であり、法第 37条の規定

に違反し、法第46条又は法第48条の 20第1項に規定する懲戒処分等の事由に該当する。

5 訓査妨害 税理士等が、税務代理をする場合において、税務職員による課税調査等を妨げる行為は、

税理士の信用又は品位を害するような行為であり、法第37条の規定に違反し、法第46条
又は法第48条の 20第1項に規定する懲戒処分等の事由に該当する。

6 業務け怠 税理士等が、委嘱された税理士業務にらいて正当な理由なく怠ったことは、税理士の信

用又は品位を害するような行為であり、法第37条の規定に違反し、法第46条又は法第48

条の 20第1項に規定する懲戒処分等の事由に該当する。

7 納税詐欺・納 税理士等が、税理士業務を行うに際し、虚偽の納税額を提示して預かった納税資金の一

税資金の横領 部を詐取する行為や納税者から預った納税資金を個人的に贅消・着服する行為は、税理士

の信用又は品位を害するような行為であり、法第 37条の規定に違反し、法第46条又は法

第48条の 20第1項に規定する懲戒処分等の事由に該当する。

8-1 使用人等 税理士等の使用人その他の従業者（以下「使用人等」という。）が不正行為を行った場

が不正行為を行 合において、その使用者である税理士又は使用者である税理士法人の社員税理士（以下「使

った場合の使用 用者税理士等」という。）がその不正行為を認識していたときは、当該使用者税理士等が

者税理士等の不 その不正行為（税理士法違反行為）を行ったものとする。

正行為（税理士 また、使用者税理士等が当該不正行為を認識していなかったときでも、内部規律や内部
法違反行為） 管理体制に不備があること等の事由により認識できなかったことについて当該使用者税

理士等に相当の責任があると認められる場合には、当該使用者税理士等が過失によりその

不正行為（税理士法違反行為）を行ったものとする。

※ 自ら委嘱を受けて税理士業務に従事する場合の所属税理士は、使用人等から除かれる

ことに留意する（下記8-2において同じ）。

8-2 使用人等 上記8-1に該当しないときでも、使用人等が不正行為を行ったことについて使用者税

が不正行為を行 理士等の監督が適切でなかったと認められる場合には、法第 41条の2の規定に違反し、

った湯合の使用 法第46条又は法第48条の20第1項に規定する懲戒処分等の事由に該当する。

者税理士等の使

用人監督義務違

反
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8-3 社員税理

士が税理士法違

反行為を行った

場合の他の社員

税理士の税理士

法違反行為

9 業務制限義務

違反

10 税理士法人の
不当運営

11 その他の税理
士法違反行為

税理士法人の社員税理士が税理士法違反行為を行った場合において、その税理士法人の

他の社員税理士がその税理士法違反行為を認識していたときは、当該他の社員税理士もそ

の税理士法違反行為を行ったものとする。

また、その税理士法人の他の社員税理士が当該税理士法違反行為を認識していなかった

ときでも、その税理士法人の内部規律や内部管理体制に不備があること等の事由により、

認識できなかったことについて当該他の社員税理士に相当の責任があると認められる場

合には、当該他の社員税理士も過失によりその税理士法違反行為を行ったものとする。

国税等に関する行政事務に従事していた国等の公務員で税理士となったものが、離職後

一年間に；その離職前一年以内に占めていた職の所掌に属すべき事件について税理士業務

を行った場合は、法第 42条の規定に違反し、法第46条又は法第 48条の 20第1項に規定

する懲戒処分等の事由に該当する。

社員税理士に、法第 45条又は第46条に規定する行為があった場合など、税理士法人の

運営が著しく不当と認められるときは、当該税理士法人について、法第 •48 条の 20 第 1 項
に規定する懲戒処分等の事由に該当する。

税理士法上、税理士等には種々の義務や責任が課せられており、上記1から 10以外で、

例えば下記に掲げるような税理士法違反行為は、法第 46条又は法第 48条の 20第1項に

規定する懲戒処分等の事由に該当する。

（例）

・ 税理士業務停止処分違反

・ 法第33条の 2に規定する添付書面への虚偽記載

・ 法第 20条に規定する変更登録の遅延

・ 法第 33条に規定する署名の義務違反

法第 38条に規定する守秘義務違反

法第40条に規定する 2箇所事務所設置違反

法第41条に規定する帳簿作成の義務違反 など
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参考3

4ゞ llCj'' 叫み上げ ・ゾ戸f、、＼ 使用方法 il)iiれ別に調べる サイトマッフ

音声読み上げツー JIJ_•,仙

巫／税の情報・手続・用紙／税理士に関する情報／税理士等に対する懲戒処分等

/ 1 税理士等・税理士法人に対する懲戒処分等の考え方（令和5年4月1日以後にした不正行為に係る懲戒処分等に適用）

1 税理士等・税理士法人に対する懲戒処分等の考え方（令和5年4月1
日以後にした不正行為に係る懲戒処分等に適用）

財務省告示第104号

税理士法（昭和26年法律第237号）第45条及び第46条の規定に基づく税理士に対する懲戒処分、第48条の規定に基づく税理士

であった者に対する懲戒処分を受けるべきであつたことについての決定並びに第48条の20の規定に基づく税理士法人に対する処分

に当たっての考え方を次のとおり公表する。

平成20年3月31日

改正

平成27年1月30日財務省告示第35号

令和5年2月17日財務省告示第49号

財務大臣額賀福志郎

I 総則

第1 量定の判断要素及び範囲

税理士法（昭和26年法律第237号。以下「法」という。）に規定する税理士に対する懲戒処分及び税理士法人に対する処分

（以下「懲戒処分等」という。）の量定の判断に当たっては、 IIに定める不正行為の類型ごとの量定の考え方を基本としつ

つ、以下の点を総合的に勘案し、決定するものとする。

① 不正行為の性質、態様、効果等

②税理士の不正行為の前後の態度

③ 懲戒処分等の前歴

④選択する懲戒処分等が他の税理士及び社会に与える影響

⑤ その他個別事清

なお、 IIに定める量定の考え方によることが適切でないと認められる場合には、法に規定する懲戒処分等の範囲を限度とし

て、呈定を決定することができるものとする。

第2 税理士の使用人等が不正行為を行った場合の使用者である税理士等に対する懲戒処分

1 脚形里士又は税理士法人の使用人その他の従業者（自ら委嘱を受けて税理士業務に従事する場合の所属税理士を除く。以下

「使用人等」とぃう。）が不正行為を行った場合における、使用者である税理士又は使用者である税理士法人の社員税理士

（以下「使用者税理士等」という。）に対する懲戒処分は、次に掲げるところによるものとする。

(1) 使用人等の不正行為を使用者税理士等が認識していたときは、当該使用者税理士等がその不正行為を行ったものとし

て懲戒処分をする。
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(2) 使用人等の不正行為を使用者税理士等が認識していなかったときは、内部規律や内部管理体制に不備があること等の

事由により、認識できなかったことについて当該使用者税理士等に相当の責任があると認められる場合には、当該使用者

税理士等が過失によりその不正行為を行ったものとして懲戒処分をする。

なお、上記に該当しないときでも、使用人等が不正行為を行ったことについて使用者税理士等の監督が適切でなかった

と認められる場合には、当該使用者税理士等が法第41条の2（使用人等に対する監督義務）の規定に違反したものとして

懲戒処分をする。

2 税理士法人の社員税理士が不正行為を行った場合における、税理士法人の他の社員税理土に対する懲戒処分は、次に掲げ

るところによるものとする。

(1) 社員税理士の不正行為を他の社員税理士が認識していたときは、当該他の社員税理士もその不正行為を行ったものと

して懲戒処分をする。

(2) 社員税理士の不正行為を他の社員税理士が認識していなかったときは、当該税理士法人の内部規律や内部管理体制に

不備があること等の事由により、認識できなかったことについて他の社員税理士に相当の責任があると認められる場合に

は、当該他の社員税理士も過失によりその不正行為を行ったものとして懲戒処分をする。

第3 不正行為の類型の異なるものが2以上ある場合

IIに定める不正行為の類型の異なるものが2以上ある場合の量定は、それぞれの不正行為の類型について算定した量定を合

計したものを基本とする。

第4 税理士業務等の停止期間

税理士業務又は税理士法人の業務の停止期間は、 1月を単位とする。

第5 税理士であった者に対する懲戒処分を受けるべきであったことについての決定

第1から第4までの規定は、税理士であった者に対する懲戒処分を受けるべきであったことについての決定について準用す

る。この場合において、第4中「税理士業務又は税理士法人の業務の停止期間」とあるのは「税理士であった者が受けるべき

であった税理士業務の停止をすべき期間」と読み替えるものとする。

11 量定の考え方

第1 税理士に対する量定

税理士に対する懲戒処分の量定は、次に定めるところによるものとする。

1 税理土が法第45条第1項又は第2項（脱税相談等をした場合の懲戒）の規定に該当する行為をしたときの量定の判断要素及

び量定の範囲は、次の区分に応じ、それぞれ次に掲げるところによる。

(1) 故意に、真正の事実に反して税務代理若しくは税務書類の作成をしたとき、又は法第36条（脱税相談等の禁止）の

規定に違反する行為をしたとき。

税理士の責任を問い得る不正所得金額等（国税通則法第68条に規定する国税の課税標準等又は税額等の計算の基礎とな

るべき事実の全部又は一部を隠ぺいし、又は仮装したところの事実に基づく所得金額、課税価格その他これらに類するも

のをいう。以下同じ。）の額に応じて、

6月以上2年以内の税理士業務の停止又は税理士業務の禁止

(2) 相当の注意を怠り、真正の事実に反して税務代理若しくは税務書類の作成をしたとき、又は法第36条の規定に違反

する行為をしたとき。

税理士の責任を問い得る申告漏れ所得金額等（国税通則法第18条に規定する期限後申告書若しくは同法第19条に規定す

る修正申告書の提出又は同法第24条に規定する更正若しくは同法第25条に規定する決定の処分に係る所得金額のほか、課

税価格その他これらに類するものをいう。以下同じ。）の額に応じて、

戒告又は2年以内の税理士業務の停止

2 税理士が法第46条（一般の懲戒）の規定に該当する行為をしたときの量定の判断要素及び量定の範囲は、次の区分に応

じ、それぞれ次に掲げるところによる。

(1) 法第33条の2第1項又は第2項（計算事項、審査事項等を記載した書面の添付）の規定により添付する書面に虚偽の

記載をしたとき。

虚偽の記載をした書面の件数、記載された虚偽の程度に応じて、

戒告又は1年以内の税理士業務の停止

(2) 法第37条（信用失墜行為の禁止）の規定に違反する行為のうち、以下に掲げる行為を行ったとき。
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イ 自己脱税（自己（自己が代表者である法人又は実質的に支配していると認められる法人を含む。次の口において同

じ。）の申告について、不正所得金額等があることをいう。以下同じ。） （上記 1に掲げる行為に該当する場合を除

不正所得金額等の額に応じて、

2年以内の税理士業務の停止又は税理土業務の禁止

口 多額かつ反職業倫理的な自己申告漏れ（自己の申告について、申告漏れ所得金額等が多額で、かつ、その内容が税

理士としての職業倫理に著しく反するようなものをいう。以下同じ。） （上記 1及び2 (2)イに掲げる行為に該当す

る場合を除く。）

申告漏れ所得金額等の額に応じて、

戒告又は2年以内の税理士業務の停止

ハ調査妨害（税務代理をする場合において、税務職員の調査を妨げる行為をすることをいう。）

行為の回数、程度に応じて、

2年以内の税理士業務の停止又は税理士業務の禁止

一 税理士業務を停止されている税理士への名義貸し（自己の名義を他人に使用させることをいう。以下同じ。）

名義貸しを受けた者の人数、名義貸しを受けた者が作成した税務書類の件数、名義貸しをした期間、名義貸しによ

り受けた対価の額に応じて、

2年以内の税理士業務の停止又は税理士業務の禁止

ホ業務け怠（委隅された税理士業務について正当な理由なく怠ったことをいう。）

戒告又は1年以内の税理士業務の停止

ヘ税理士会の会費の滞納（所属する税理士会（県連合会及び支部を含む。）の会費を正当な理由なく長期にわたり滞

納することをいう。以下同じ。）

戒告

ト その他反職業倫理的行為（上記以外の行為で、税理土としての職業倫理に反するようなことをしたことをいう。）

戒告、 2年以内の税理士業務の停止又は税理士業務の禁止

(3) 法第37条の2 （非税理士に対する名義貸しの禁止）の規定に違反したとき。

名祗貸しを受けた者の人数、名義貸しを受けた者が作成した税務書類の件数、名義貸しをした期間、名義貸しにより

受けた対価の額に応じて、

2年以内の税理士業務の停止又は税理士業務の禁止

(4) 法第38条（秘密を守る義務）の規定に違反したとき。

2年以内の税理士業務の停止又は税理士業務の禁止

(5) 法第41条（帳簿作成の義務）の規定に違反したとき。

戒告

(6) 法第41条の2（使用人等に対する監督義務）の規定に違反したとき。

戒告又は1年以内の税理士業務の停止

(7) 法第42条（業務の制限）の規定に違反したとき。

同条に違反して税務代理をした件数、税務書類を作成した件数、税務相談に応じた件数に応じて、

2年以内の税理士業務の停止又は税理士業務の禁止

(8) 税理士業務の停止の処分を受け、その処分に違反して税理士業務を行ったとき。

税理士業務の禁止

(9) 上記以外の場合で法又は国税若しくは地方税に関する法令の規定に違反したとき。

戒告、 2年以内の税理土業務の停止又は税理士業務の禁止

第2 税理士であった者に対する塁定

第1の規定は、税理士であった者に対する懲戒処分を受けるべきであったことについての決定について準用する。

第3 税理士法人に対する量定

税理士法人に対する処分の量定は、次に定めるところによるものとする。

，
 



1 税理士法人が法第48条の20（違法行為等についての処分）に規定する行為のうち、この法又はこの法に基づく命令に違反

したときの量定の判断要素及び量定の範囲は、次の区分に応じ、それぞれ次に掲げるところによる。

(1) 法第48条の10（成立の届出等）、第48条の13（定款の変更） 、第48条の18（解散）又は第48条の19（合併）に規

定する届出をしなかったとき。

戒告

(2) 法第48条の16において準用する法第37条（信用失墜行為の禁止）の規定に違反する行為のうち、以下に掲げる行為

を行ったとき。

イ自己脱税

不正所得金額等の額に応じて、

2年以内の業務の全部若しくは一部の停止又は解散

口 多額かつ反職業倫理的な自己申告漏れ

申告漏れ所得金額等の額に応じて、

戒告又は2年以内の業務の全部若しくは一部の停止

ハ 税理士会の会費の滞納

戒告

(3) 法第48条の16において準用する法第41条（帳簿作成の義務）の規定に違反したとき。

戒告

(4) 法第48条の16において準用する法第41条の2（使用人等に対する監督義務）の規定に違反したとき。

戒告又は1年以内の業務の全部若しくは一部の停止

(5) 業務の全部又は一部の停止の処分を受け、その処分に違反して業務を行ったとき。

解散

(6) 上記以外の場合で法又は法に基づく命令に違反したとき。

戒告、 2年以内の業務の全部若しくは一部の停止又は解散

2 税理士法人が法第48条の20（違法行為等についての処分）に規定する行為のうち、運営が著しく不当と認められるときの

量定の判断要素及び量定の範囲は、次の区分に応じ、それぞれ次に掲げるところによる。

(1) 社員税理土に、法第45条又は第46条に規定する行為があったとき（上記 1(2)及び（6)に該当する場合を除

く。．）。

当該行為を行った社員税理士の量定（複数の社員税理士が関与している場合には、それぞれの量定を合計した羅定）に

応じて、

戒告、 2年以内の業務の全部若しくは一部の停止又は解散

(2) 上記以外の場合で運営が著しく不当と認められるとき。

戒告、 2年以内の業務の全部若しくは一部の停止又は解散

附則（平成27年1月30日財務省告示第35号）

この告示は、平成27年4月1日以後にした不正行為に係る懲戒処分等について適用し、平成27年3月31日以前にした不正行為

に係る懲戒処分等については、なお従前の例による。

附則（令和5年2月17日財務省告示第49号）

この告示は、令和5年4月1日以後にした不正行為に係る懲戒処分等について適用し、令和5年3月31日以前にした不正行為

に係る懲戒処分等については、なお従前の例による。
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税理士の使命
ー

， 税理士法第1条 I 

税理士は、税務に関する専門家として、独立した公正な立場において、

申告納税制度の理念にそって、納税義務者の信頼にこたえ、租税に関する

法令に規定された納税義務の適正な実現を図ることを使命とする。

税理士法第 1条は、税理士がその職務を行うに当たり、独立した公正な立場を堅持して、
納税義務者の信頼に応え、租税に関する法令に規定された納税義務を適正に実現するよう
に努めることが税理士の使命であることを定めたものであるとともに、税理士法の解釈に当たっ
てよるべき基本原則を明らかにした規定です。

なお、税理士法第1条の規定は、税理士法人にも準用されています（法第48条の16)。
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税理士が遵守すべき税理士法上の義務等 2
 

税理士法は、税理士の使命の重要性に鑑み、税務に関する一定範囲の業務を税理士業務と
定め、これを行うことができる者を原則として税理士又は税理士法人に限定する一方で、税理士
に対して一定の義務等を課しています。

税理士が遵守すべき税理士法上の義務等を例示すると、以下のとおりとなります。

1 税理士が遵守すべき主な税理士法上の義務等 ――---I 

1
2
3
4
5
6
7
8
 

税理士の使命（法第1条）
税務代理の権限の明示（法第30条）
特別の委任を要する事項（法第31条）
税理士証票の提示（法第32条）
署名の義務（法第33条）
脱税相談等の禁止（法第36条）
信用失墜行為の禁止（法第37条）
非税理士に対する名義貸しの禁止
（法第37条の2)

9 秘密を守る義務（法第38条）
10会則を守る義務（法第39条）
11研修（法第39条の2)
12事務所の設置（法第40条）
13帳簿作成の義務（法第41条）
14使用人等に対する監督義務（法第41条の2)
15助言義務（法第41条の3)
16業務の制限（法第42条）
17業務の停止（法第43条）
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税理士法人が遵守すべき税理士法上の義務等 3 

税理士法人は、税理士業務を組織的に行うことを目的として、税理士が共同して設立した法人で

ある（法第48条の2)ことから、税理士業務を行う際の税理士の義務等に関する法の規定につい
ては、自然人としての税理士に関するものを除き、税理士法人にも適用することとされ、税理士に関

する規定が準用されています（法第48条の16)。

なお、税理士及び税理士法人の両者を対象とした義務に関する規定が設けられているほか、税理

士法人のみを対象とした義務に関する規定も設けられています。

1 税理士法人のみを対象とした主な税理士法上の義務等 I 

1 設立の手続（法第48条の8第1項）
税理土法人の設立には、 2人以上の社員税理士
が必要。
2 成立の届出等（法第48条の10第1項）
3 社員の常駐（法第48条の12)
税理士法人の事務所（従たる事務所を含む。）

には、その所在する地域の税理士会の会員である

社員税理士を常駐させなければならない。

4 定款の変更（法第48条の13第2項）

5 社員の競業の禁止（法第48条の14)
社員税理士が税理士法人とは別に、個人として税

理士業務を行ってはならない。

また、他の税理士法人の社員となることも禁止され

ている。
6 業務の執行方法（法第48条の15)
税理士法人は、税理士でない者に税理士業務を

行わせてはならない。
7 解散の届出（法第48条の18第3項）
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税理士に対する懲戒処分 4
 

税理士業務の執行は、一般納税者に対してのみならず、税務行政に対しても重大な影響を与える
ものであることから、監督上の行政処分として、税理士に対する懲戒処分制度が設けられています。

税理士法第44条は、税理士に対する懲戒処分として、税理士業務の禁止、 2年以内の税理士
業務の停止、及び戒告の3種類を規定しています。

1 税理士に対する懲戒処分の種類 I 

（税理士業務の禁止） 税理士業務の禁止は、税理士業務を行ってはならない旨を命ずる処分、すなわち、

不作為義務を命ずる処分であり、税理士に対する懲戒処分のうち最も重い処分です。税理士業務の禁止処

分を受けた者は、法第4条第6号の規定により処分を受けた日から3年を経過する日まで税理士となる資格
を有しないこととなり、法第26条第1項第4号の規定により税理士登録を抹消されることとなります。

=•ー：’’―-竺---—·―

(2年以内の税理士業務の停止） 2年以内の税理士業務の停止は、税理士業務を行うことを一定期
間やめることを命ずる処分です。 2年以内の税理士業務の停止処分を受けた者は、その停止期間中は税理
士業務を行うことができませんが、税理士登録は抹消されません。

（戒告） 戒告は、本人の将来を戒める旨の申し渡しをする処分であり、懲戒処分としては最も軽いものです。

戒告処分を受けた者は、税理士業務あるいは税理士の資格について特に制約を受けませんので、引き続き税

理士業務を行うことができます。
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税理士に対する懲戒処分 5
 

税理士に対する懲戒処分は、税理士に対し不利益をもたらす処分ですので、懲戒処分の構成要

件である懲戒処分事由は、税理士法第45条及び第46条において明確に規定されています。

1 不真正の税務書類の作成及び脱税相談等をした場合の懲戒（法第45条） ____J  

故意による特定の不正行為（第1項）
税理士が、故意（注 1)に、真正の事実に反して税務代理若しくは税務書類の作成をしたとき又は法第
36条（脱税相談等の禁止）の規定に違反する行為をしたときは、 2年以内の税理士業務の停止又は税理
士業務の禁止の処分の対象とされています。

過失による特定の不正行為（第2項）
税理士が、相当の注意を怠り（注2)、法第45条第 1項に規定する行為をしたときは、戒告又は2年以
内の税理士業務の停止の処分の対象とされています。

（注1)「故意」とは、事実に反し又は反するおそれがあると認識して行うことをいいます（税理士法基本通達45-1)。

（注2)「相当の注意を怠り」とは、税理士が職業専門家としての知識経験に基づき通常その結果の発生を予見し得るにもかかわら

ず、予見し得なかったことをいいます（税理士法基本通達45-2)。
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税理士に対する懲戒処分 6
 

税理士に対する懲戒処分は、税理士に対し不利益をもたらす処分ですので、懲戒処分の構成要

件である懲戒処分事由は、税理士法第45条及び第46条において明確に規定されています。

I 一般の懲戒（法第46条） ＿ 1 

税理士が、法第45条の規定に該当する場合を除き、法第33条の2第 1項若しくは第2項（計算書類、
審査事項等を記載した書面の添付）の規定により添付する書面に虚偽の記載をしたとき、又は税理士法若

しくは国税若しくは地方税に関する法令の規定に違反したときは、戒告、 2年以内の税理士業務の停止又は
税理士業務の禁止の処分の対象とされています。

なお、法第46条の懲戒事由については、財務省告示において対象となる行為が例示されています。
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税理士に対する懲戒処分 7
 

1 砥士法第46条の規定を適用し、第44条の懲戒処分の対象となる行為（財務省告示）

(1)法第33条の2第 1項又は第2項（計算事項、審査事項等を記載した書面の添付）の規定により添付する
書面に虚偽の記載をしたとき（法第46条該当）
(2)自己脱税（法第37条違反）
(3)多額かつ反職業倫理的な自己申告漏れ（法第37条違反）
(4)調査妨害（法第37条違反）
(5)税理士業務を停止されている税理士への名義貸し（法第37条違反）
(6)業務け怠（法第37条違反）
(7)税理士会の会費の滞納（法第37条違反）
(8)その他反職業倫理的行為（法第37条違反）
(9)非税理士に対する名義貸し（法第37条の2違反）
(10)秘密を守る義務違反（法第38条違反）
(11)帳簿作成の義務違反（法第41条違反）
(12)使用人等に対する監督義務違反（法第41条の2違反）
（13）業務の制限違反（法第42条違反）
(14)税理士業務の停止の処分を受け、その処分に違反して税理士業務を行ったとき（法第46条該当）
(15)上記以外の場合で法又は国税若しくは地方税に関する法令の規定に違反したとき（法第46条該当）
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税理士等・税理士法人に対する懲戒処分等の考え方 8
 

税理士法第45条及び第46条の規定に基づく税理士に対する懲戒処分、第48条の20の規定に
基づく税理士法人に対する処分の基準・考え方は、「税理士等・税理士法人に対する懲戒処分等
の考え方」として、財務省告示（平成20年3月31日財務省告示第104号）により定められ、国
税庁ホームページでも公表されています。

なお、告示の概要は以下のとおりです。

| I総則 i 

（量定の判断要素及び範囲）
税理士法に規定する税理士に対する懲戒処分等の量定は、財務省告示1Iに定める不正行為の
類型ごとの量定の考え方を基本としつつ、以下の点を総合的に勘案し、決定するものとされています。
①不正行為の性質、態様、効果等
②税理士の不正行為の前後の態度
③懲戒処分等の前歴
④選択する懲戒処分等が他の税理士及び社会に与える影響
⑤その他個別事清
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| n税理士の不正行為の類型ごとの量定等
税理士に対する懲戒処分や税理士法人に対する処分については、対象となる不正行為の類型ごとに量定の考え方が定められています。
-I-.. ...t-< 

停止 (2年）
対象行為 法規定 判断要素 戒告 禁止

＇ 6月 1年 2年
-- I ． 

第 1項 2年以内の 税里士の責任を問い得る ＇ ＇ 
法45条 I 6月以上 l

（故意） 停止又は禁止 「不正所得金額等」 ＇ 

［不真正税務書類〕 第 2項 戒告又は 税理士の責任を問い得る : 
の作成等 I 

（過失） 2年以内の停止 「申告漏れ所得金額等」

虚偽記載の件数、 ＇ ＇ 法33条の2の虚偽記載 1年以内＇l ＇ 
虚偽の程度 ► I 

自己脱税 I 

（重加）
不正所得金額等 I 

多額かつ反職業

法 倫理的な自己 申告漏れ所得金額等

46 牛CコiI ‘I」ヽ

戒告又は

条 調査妨害 行為の回数、程度

2年以内の停止
’‘  

法37条 名義貸し 貸人数、作成件数、

（信用失墜行為） （法37条の2を除く） 期間、対価の額等
懲 又は禁止

| l 
戒 業務隊怠 1年以内 I ＇ 

＇ ＇ ► ． 
., 

会費滞納
... ~ 

その他反職業

倫理的行為
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I n痴里士の不正行為の類型ごとの重定等 I 

税理士に対する懲戒処分や税理士法人に対する処分については、対象となる不正行為の類型ごとに量定の考え方が定められています。

ふ：．． 対象行為 法規定 判断要素 戒告
停止 (2年）

禁止
br 6月 1年 2年
I ~ ＿， 
• =-.....:........一一

法37条の2 貸人数、作成件数、 ＇ ＇ | I 
（名義貸し） 期間、対価の額等 ＾ ｀ ｀ ＇ 

・”. 

法38条 I l 
＇ 

I 

（守秘義務） I I .~ 
法 ｀ ＇ ＇ 

.... 

＇ 
I 

法41条 戒告又は ＇ ＇ 46 ＇ 
I 

I I 
木夕

（帳簿作成義務）． ~ ~ 

法41条の2 2年以内 I 

＇ 1年以内 l I 
（使用人監督義務） の停止 - I 

●亀 - ” ， 

法42条 税務代理件数、 I I 
懲 又は禁止 ＇ 

I 

（業務の制限） 作成件数、相談件数 → I 

＇ .... 
＇ ＇ 

. 
戒 ＇ ＇ ＇ 

I 

業務停止処分違反 ＇ 
I 

‘’ I I ~ ~ 

＇ ＇ その他 I I 
一 ... 
｀ 
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I n即里士の不正行為の類型ことの量定等（文言の補足） I 

①「不正所得金額等」とは、国税通則法第68条（重加算税）に規定する国税の課税標準等又は税額等の計算の基礎となる
べき事実の全部又は一部を隠ぺいし、又は仮装したところの事実に基づく所得金額、課税価格その他これらに類するものをいいます。

②「申告漏れ所得金額等」とは、国税通則法第18条に規定する期限後申告書若しくは同法第19条に規定する修正申告書の
提出又は同法第24条に規定する更正若しくは同法第25条に規定する決定の処分に係る所得金額のほか、課税価格その他
これらに類するものをいいます。

③「法第33条の2の虚偽記載」とは、法第33条の2第 1項又は第2項（計算事項、審査事項等を記載した書面の添付）の
規定により添付する書面に虚偽の記載をしたときをいいます。

④「自己脱税」とは、自己（自己が代表者である法人又は実質的に支配していると認められる法人を含みます。）の申告について、

不正所得金額等があることをいいます。

⑤「多額かつ反職業倫理的な自己申告漏れ」とは、自己（自己が代表者である法人又は実質的に支配していると認められる法人

を含みます。）の申告について、申告漏れ所得金額等が多額で、かつ、その内容が耳兄理士としての職業倫理に著しく反するようなも

のをいいます。

⑥「調査妨害」とは、税務代理をする場合において、税務職員の調査を妨げる行為をすることをいいます。

⑦「名義貸し（第37条の2を除く）」とは、税理士業務を停止されている税理士への名義貸し（自己の名義を他人に使用させ
ること）をいいます。

⑧「業務け怠」とは、委嘱された税理士業務について正当な理由なく怠ったことをいいます。

⑨「会費滞納」とは、所属する税理士会（県連合会及び支部を含みます。）の会費を正当な理由なく長期にわたり滞納することを

いいます。

⑩「その他反職業倫理的行為」とは、④から⑨以外の行為で、税理士としての職業倫理に反するようなことをしたことをいいます。

⑪「業務停止処分違反」とは、税理士業務の停止の処分を受け、その処分に違反して税理士業務を行った場合をいいます。

⑫「その他」とは、「対象行為」欄に記載の行為以外の場合で法又は国税若しくは地方税に関する法令の規定に違反した場合をいい

ます。
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元税理士に対する懲戒処分を受けるべきであったことの決定 12
「懲戒処分」を逃れようとして、税理士が自ら税理士登録を抹消した場合、その人は税理士では
なくなりますので、懲戒処分をすることができなくなります。

そこで、令和4年度の税理士法改正において、新たに「懲戒処分相当であったことの決定」をする
ことができることとされ、この決定を受けた人は、業務禁止相当の場合はその後3年間、業務停止
相当の場合は決定された期間、税理士登録ができないこととなりました。

この制度は、令和5年4月1日以後にした税理士法違反行為について適用されます。

1 懲戒処分を受けるべきであったことについての決定等（法第48条） I 

財務大臣は、税理士であった者につき税理士であった期間内に第45条又は第46条に規定する行
為又は事実があると認めたときは、当該税理士であった者がこれらの規定による懲戒処分を受けるべ
きであったことについて決定をすることができる。

この場合において、財務大臣は、当該税理士であった者が受けるべきであった懲戒処分の種類
（当該懲戒処分が第44条第2号に掲げる処分である場合には、懲戒処分の種類及び税理士業
務の停止をすべき期間）を明らかにしなければならない。
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税理士に対する懲戒処分（懲戒処分の件数） 13 

処 禁止
2 1 

゜ ゜ ゜
2 5 

分
， 14 4 5 4 5 41 

4 1 2 2 1 

゜
10 

別 停止
42 29 18 16 ， 33 147 

内

゜ ゜ ゜ ゜ ゜ ゜ ゜戒告
: 

訳

゜ ゜ ゜ ゜ ゜
・O 

゜（注） 表の右下の数字は全国の処分件数を、表の左上の数字は名古屋局の処分件数を示す。

50 
40 r----------------------~- ---~------------- 1 -全国 一ー名古屋 l・---------------------------------------
30 

悶ロニロニロニロニニ＿：ロニロニロニニ＿ー----------------------------------------------------------------

゜（件） 平30 令1 令2 令3 ・ 令4 令5
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税理士法違反行為事例

事例 1 脱税相談をした場合
事例 2 故意に不真正の税務書類を作成した場合
事例3 相当の注意を怠り不真正の税務書類を作成した場合
事例4 自己脱税をした場合
事例 5 多額かつ反職業倫理的な自己申告漏れをした場合
事例6 業務溜怠をした場合
事例7 その他の反職業倫理的な行為をした場合
事例8 非税理士に対して名義貸しをした場合
事例9~11 使用人に対する監督義務違反があった場合
事例12 社員税理士が不正行為を行い、かつ、税理士法人の運営

が老iしく不当である場合
ー
i
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1 （事例1)脱税相談をした場合 l 

事 税理士Aは、滞納のある関与先法人甲の代表者Bから、法人甲に対する滞納処分の執行を免れたい旨の相談を受け、一度
案は断ったものの、 Bの強い求めに応じ、 Bに対して、法人甲の事業資産を仮装売買することを提案した。

概 税理士Aは、 Bの了承を得た上で、仮装売買の相手方の手配や仮装売買に係る書類の作成など、不正に国税の徴収を免
要れるためのエ作に加担した。

事業資産を売却したことに・・・。

税理士A
！ 滞納処分を免れる方法を相談
L- -- --」

[
l

|

 

ー ー事業資産の仮装売買を提案
- -」

どうにかして滞納処分の

執行を免れたい・・・。

法人甲代表者B
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（事例1)脱税相談をした場合

適
用
条
文
等

留
意
点

法36条（脱税相談等の禁止）違反 税理士は、不正に国税若しくは地方税の賦課若しくは徴収を免れ、又は不正に国税
若しくは地方税の還付を受けることにつき、指示をし、相談に応じ、その他これらに類似する行為をしてはならない。

法45条1項（脱税相談等をした場合の懲戒）該当 財務大臣は、税理士が、故意に、真正の事実に反して税務代理若し
くは税務書類の作成をしたとき、又は第36条の規定に違反する行為をしたときは、 2年以内の税理士業務の停止又は税理士業
務の禁止の処分をすることができる。

【量定】税理士の責任を問い得る不正所得金額等の額に応じて、

6月以上2年以内の税理士業務の停止又は税理士業務の禁止

（脱税相談）

脱税相談とは、不正に国税若しくは地方税の賦課若しくは徴収を免れること、又は不正に国税若しくは地方税の還付を受ける

ことにつき、指示をし、相談に応じ、その他これらに類似する行為をすること。

「指示をし」とは、適正な納税義務の実現を回避させ、又は税の逍脱を図るための具体的な方法を教示することであり、「相談

に応じ」とは、税の週脱の具体的方法等について相談相手となり、肯定的な回答をすることが典型的な例といえる。

また、「類似する行為」とは、特定の納税義務者に税の逍脱の意思を起こさせる目的で、具体的な見解を表明する等により脱

税を示唆する等の行為がこれに該当する。

脱税相談等の禁止規定に違反するかどうかは、税理士による税の逍脱を図るための指示等の行為があれば足り、納税義務者

が実際に通脱行為を行ったかどうかは問わない。
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（事例2)故意に不真正の税務書類を作成した場合

税理士Aは、関与先法人甲の法人税と消費税の確定申告に当たり、法人甲の代表者Bから、税金を払わずに資金として手
事元に置いておきたい旨の依頼を受けた。

案 税理士Aは、 Bが代表者である法人乙に業務委託があったように装うことをBに提案し、法人乙名義の口座に業務委託費とし
概て振り込ませた上で、架空の業務委託費を計上することにより、所得金額等を不正に圧縮した真正の事実に反する申告書を作

成した。
要
なお、税理士Aは、不正行為に加担した手数料として、法人乙名義の口座にBが振り込んだ金額の一部を受領していた。

では、業務委託が

あったようにしましょう。

手元に資金を残すよう依頼
l 

ー ・ —·· -

・-・・--・-

L-
架空の業務委託費の計上を提案

[-·· —•-·—-- -- - · ··----ー ー、r---------·l

I 架空の業務委託費を計上して ！ 

I 法人税と消費税の申告書を作成 1 

しー・・・―7 ----—·------ ---.J 

←—づ

法人税等

申告書 法人甲

代表者B

税金を払わず、資金を

手元に残したい。

32 



（事例2)故意に不真正の税務書類を作成した場合

適

用

条

文

等

留

意

点

法45条1項（脱税相談等をした場合の懲戒）該当 財務大臣は、税理士が、故意に、真正の事実に反して税務代理若し
くは税務書類の作成をしたとき、又は第36条の規定に違反する行為をしたときは、 2年以内の税理士業務の停止又は税理士業
務の禁止の処分をすることができる。

【量定】税理士の責任を問い得る不正所得金額等の額に応じて、

6月以上2年以内の税理士業務の停止又は税理士業務の禁止

（故意）

「故意」とは、事実に反し、又は反するおそれがあると認識して行うことをいう。

（真正の事実に反して税務代理若しくは税務書類の作成をしたとき）

「真正の事実に反して税務代理若しくは税務書類の作成をしたとき」とは、委嘱者である納税義務者から提示を受けた帳簿、

書類等に基づき、税理士が自己の職業専門家としての知識と経験による判断をもって真正の事実に反すると認識しながら、あえ

て、その不真正な事実に基づいて税務代理又は税務書類の作成をしたことをいう。

（助言義務）法41条の3 税理士は、税理士業務を行うに当たって、委嘱者が不正に国税若しくは
地方税の賦課若しくは徴収を免れている事実、不正に国税若しくは地方税の還付を受けている事実又

は国税若しくは地方税の課税標準等の計算の基礎となるべき事実の全部若しくは一部を隠ぺいし、若し

くは仮装している事実があることを知ったときは、直ちに、その是正をするよう助言しなければならない。
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（事例2)故意に不真正の税務書類を作成した場合

【事例】 関与先から真正の事実を知らされていたにもかかわらず、不真正の申告書を作成した場合

税理士Aは、関与先Bの所得税と消費税の確定申告に当たり、 Bが持参した帳簿には支払事実のない架空の接待交際費が
計上されていることをBから知らされていたにもかかわらず、その架空の接待交際費を計上することにより、所得金額等を不正に圧
縮した真正の事実に反する申告書を作成した。

【解説】

税理士Aは、関与先Bが帳簿に計上している接待交際費が架空である事実を認識しながら、その架空の接待交際費をそのま
ま計上して申告書を作成したことから、「故意に真正の事実に反して税務書類の作成をした場合」に該当します。

【事例】 関与先から依頼されていないにもかかわらず、自ら不真正の申告書を作成した場合

税理士Aは、関与先Bの所得税と消費税の確定申告に当たり、 Bから売上集計表を預かり、正しい売上金額を認識していた
にもかかわらず、 Bが納得すると思われる税額になるよう自ら売上金額の一部を除外することにより、所得金額等を不正に圧縮し
た真正の事実に反する申告書を作成した。

【解説】

税理士Aは、関与先Bの正しい売上金額を認識しながら、自ら売上金額の一部を除外して申告書を作成したことから、「故意
に真正の事実に反して税務書類の作成をした場合」に該当します。
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l （事例3)相当の注憲を怠り不真正の税務書類を作成した場合 I 

税理士Aは、関与先法人甲の法人税の申告に当たり、法人甲の代表者Bから口頭で、「多額の売掛金が回収不能となった
事ので、貸し倒れとして処理してほしい」と依頼を受けた。

案 税理士Aは、代表者Bが回収不能となったとする売掛金の回収状況や取引先の現況を確認するなど、その適否を検討するこ
概となく、 Bから口頭で聞いた金額を損失に計上して申告書を作成した。

要 後日、法人甲に対する税務調査において、売掛金は代表者Bが簿外で回収し、 Bの私的な借入金の返済に充てていた事実
が判明した。

売掛金が回収できなくなった。

貸し倒れとして処理してほしい。

•一・-·^―`雪---- -- , 

I （税務調査でのBの発言） l 
I A税理士に伝えたら、貸し倒れと l 
Iして処理してくれました。

i 実は、売掛金は私が回収して、 1 

I私的な借入金の返済に充てました。 ； 

法人甲

代表者B
税理士A

売掛金が回収できなくなった

のですか？

-------------・ ・ --― l 

（税理士A) I 
確認できていないが、 Bさんが言って
いるのだから、間違いないだろう。

申告期限まで時間がないので、貸し

倒れとして処理しておこう・・・。

l- ---- --_J 
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I （事例3)相当の注意を怠り不真正の税務書類を作成した場合
適法45条2項（脱税相談等をした場合の懲戒）該当 財務大臣は、税理士が、相当の注意を怠り、前項に規定する行為をし

用
たとき（注）は、戒告又は2年以内の税理士業務の停止の処分をすることができる。

条
（注）真正の事実に反して税務代理若しくは税務書類の作成をしたとき、又は、脱税相談等の法36条の規定に違反する行為をしたとき。

文

等
【量定】税理士の責任を問い得る申告漏れ所得金額等の額に応じて、戒告又は 2年以内の税理士業務の停止

（相当の注意を怠り）

「相当の注意を怠り」とは、税理士が、職業専門家としての知識・経験に基づき、通常その結果の発生を予見し得るにもかかわら

ず、予見し得なかったことをいう。

留
意
点
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I （事例4)自己脱税（信用失墜行為）をした場合 I 

税理士Aは、自身の事業に関する記帳業務を配偶者B （事業専従者）に任せきりにしており、自身の所得税や消費税の申
事告書を作成する際も、 Bが作成した帳簿等の内容を全く確認していなかった。
案 Bは、家族の将来のための資金を蓄える目的で、経費の領収書の記載金額を改ざんする方法により、経費を水増し計上してい
たほか、自身の個人的な飲食費を経費として計上していた。

概 税理士Aは、 Bが作成した帳簿等に基づいて自身の所得税と消費税の申告書を作成し、税務署へ提出した。
要 後日、税理士Aは、自身に対する税務調査において、 Bが経費を水増し計上（仮装・隠ぺい行為）していたことや、個人的
な飲食費を経費に計上していたことを知った。

A税理士事務所

申告書

-9- -よ
→, 

‘̀̀ 下二」， ・ 1

I1「S、
理士A

チェック
なし

家族の将来のための

資金を蓄えたい。

/'. 

ー·-•----- r -i 

！ 経費の水増し l 
， （領収書の改ざん） l 

l 個人的な飲食費の l 
I 経費への付け込み I 
i ---- ---」

配偶者B （事業専従者）
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（事例4)自己脱税（信用失墜行為）をした場合

適
用
条
文
等

法37条（信用失墜行為の禁止）違反 税理士は、税理士の信用又は品位を害するような行為をしてはならない。

法46条（一般の懲戒）該当 財務大臣は、前条の規定に該当する場合を除くほか、税理士が、第33条の2第1項若しくは
第2項の規定により添付する書面に虚偽の記載をしたとき、又はこの法律若しくは国税若しくは地方税に関する法令の規定に違
反したときは、第44条に規定する懲戒処分をすることができる。

【量定】不正所得金額等の額に応じて、 2年以内の税理士業務の停止又は税理士業務の禁止

留
意
点

（信用失墜行為）

税理士の信用又は品位を害するような行為としては、税理士自身の申告における脱税及び多額かつ反職業倫理的な申告漏

れ、税務代理における調査妨害、税理士業務を停止されている税理士に対する名義貸し、税理士としての業務慌怠、税理士
会の会費の滞納、その他横領等の刑法違反が該当する。

（自己脱税）

「自己脱税」とは、税理士の自己の申告について、重加算税の対象となる不正所得金額等が認められることをいう。

「自己」には、税理士本人のほか、兌理士が代表者である法人、兄理士が実質的に支配していると認められる法人が含まれる。

【事例】税理士Aは、自身が代表者を務める法人甲の申告に当たり、役員でなく勤務実態もない自身の親族Bが法人甲の役
員として業務に従事していたように装うため、開催していない臨時株主総会の議事録を偽造した上で、架空の役員報酬を計上する

ことにより、不正に所得金額を圧縮して法人甲の申告を行った。

【解説】税理士が代表者である法人の申告に不正所得金額が認められる場合も自己脱税（信用失墜行為）に該当します。
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I （事例5)多額かつ反職業倫理的な自己申告漏れ（信用失墜行為）をした場合 I 

事

案

概

要

税理士Aは、自身の所得税と消費税の確定申告に当たり、申告義務があることを認識していたにもかかわらず、関与先の増加

に伴い業務多忙となったことに加えて、消費税の納付額より所得税の還付額が多くなると見込まれたことから、連年、法定申告期

限までに確定申告書を提出せず、多額の申告漏れ所得を生じさせた。

税理士Aは、過去にも申告義務があるにもかかわらず法定申告期限までに確定申告書を提出していなかったため、税務署から

申告書を提出するよう指導を受けていた。

忙しすぎて、

自分の申告手続に手が回らない・・・。

申告しないといけないけど、

消費税の納付額より所得税の還付額が

多くなるだろうから、申告しなくても

大丈夫だろう。

文
．ヽ／

，
 

ヘd

一 - ・・ 

申告義務があることを

認識しながらも、連年無申告 税理士A

申告期限までに

申告書の提出をお願いします。

-.  • •; ， 
＝ 
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（事例5)多額かつ反職業倫理的な自己申告漏れ（信用失墜行為）をした場合

適
用
条
文
等

留
意
点

法37条（信用失墜行為の禁止）違反 税理士は、税理士の信用又は品位を害するような行為をしてはならない。

法46条（一般の懲戒）該当 財務大臣は、前条の規定に該当する場合を除くほか、税理士が、第33条の2第1項若しくは
第2項の規定により添付する書面に虚偽の記載をしたとき、又はこの法律若しくは国税若しくは地方税に関する法令の規定に違
反したときは、第44条に規定する懲戒処分をすることができる。

【量定】申告漏れ所得金額等の額に応じて、戒告又は 2年以内の税理士業務の停止

（信用失墜行為）

税理士の信用又は品位を害するような行為としては、税理士自身の申告における脱税及び多額かつ反職業倫理的な申告漏

れ、税務代理における調査妨害、税理士業務を停止されている税理士に対する名義貸し、税理士としての業務憬怠、税理士

会の会費の滞納、その他横領等の刑法違反が該当する。

（多額かつ反職業倫理的な自己申告漏れ）

「多額かつ反職業倫理的な自己申告漏れ」とは、税理士の自己の申告における申告漏れ所得金額等が多額で、かつ、その内

容が税理士としての職業倫理に著しく反するものをいう。

「自己」には、税理士本人のほか、税理士が代表者である法人、税理士が実質的に支配していると認められる法人を含まれる。

（無申告）

申告義務があるにもかかわらず、法定申告期限までに申告しなかった場合が対象となる（注）。

（注）還付申告であっても、所得税法等の一部を改正する法律（令和3年法律第11号）による改正前の所得税法120条（確定所得
申告）の規定に該当するときは確定申告が必要となることに留意が必要。

40 



I"ー（事例6)業務憬怠（信用失墜行為）をした場合 I 

事

案

概

要

税理士Aは、講演や執筆活動といった副業が忙しく、・税理士業務が疎かになっていた。

税理士Aは、関与先Bの贈与税の申告について、相続時精算課税を選択するよう関与先Bから依頼されていたにもかかわら
ず、正当な理由なく相続時精算課税選択届出書の提出を怠り、関与先Bに過少申告加算税の賦課等の損害を与えた。

また、税理士Aは、関与先Cから、消費税の申告書の作成と提出について委嘱を受けていたにもかかわらず、正当な理由なく
法定申告期限内での申告書提出を怠り、関与先Cに無申告加算税の賦課等の損害を与えた。

関与先B 忙しすぎて、仕事を処理できない。

贈与税の申告について

相続時精算課税の

選択を依頼

-tー:::::>税理士A

ヽ

消費税等の申告書の

作成と提出を依頼

関与先c

[------------

正当な理由なく法定申告期限までの

i提出を怠り、無申告加算税の賦課等

の損害を関与先に与えた。

一

ー

＇
ー

、
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（事例6)業務憫怠（信用失墜行為）をした場合

適
用
条
文
等

法37条（信用失墜行為の禁止）違反 税理士は、税理士の信用又は品位を害するような行為をしてはならない。

法46条（一般の懲戒）該当 財務大臣は、前条の規定に該当する場合を除くほか、税理士が、第33条の2第1項若しくは
第2項の規定により添付する書面に虚偽の記載をしたとき、又はこの法律若しくは国税若しくは地方税に関する法令の規定に違
反したときは、第44条に規定する懲戒処分をすることができる。

【量定】 戒告又は 1年以内の税理士業務の停止

留
意
点

（信用失墜行為）

税理士の信用又は品位を害するような行為としては、税理士自身の申告における脱税及び多額かつ反職業倫理的な申告漏

れ、税務代理における調査妨害、税理士業務を停止されている税理士に対する名義貸し、税理士としての業務愕怠、税理士

会の会費の滞納、その他横領等の刑法違反が該当する。

（業務憬怠）

「業務溜怠」とは、委嘱された税理士業務を正当な理由なく怠ることをいい、税理士法37条において禁止される信用失墜行為
に該当する。
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1 （事例7)その他の反職業倫理的な行為（信用失墜行為）をした場合

r
 【事例】業務上横領をした場合

税理士Aは、関与先の事務負担を減らすために、複数の関与先から税理士報酬に係る源泉所得税を預かり、その源泉所得税

を自身が代わりに納付することを関与先と約定していたにもかかわらず、関与先の承諾を得ずに自身の税理士事務所の運営資金

に流用し、その源泉所得税の納付期限までに納付しなかった。

【解説】

税理士Aは、税理士業務に関連して横領を行っており、このことは反職業倫理的な行為であることから、信用失墜行為に該当
します。

、
—

｀
 

【事例】国税職員との不適切な関係等があった場合

元国税職員である税理士Aは、国税職員は国家公務員倫理規程により繰り返し供応接待や財産上の利益を受けることが禁
止されていることや、国税通則法等により守秘義務が課されていることを認識していながら、かつて同僚であった現職の国税職員B
に対し、供応接待や財産上の利益の供与を繰り返し行うとともに、税務調査の内容等の情報提供を依頼し、その情報を入手して

自身の税理士業務に活用した。

【解説】

税理士Aは、国税職員Bが国家公務員倫理規程や国税通則法等に違反することを認識しながら、 Bと不適切な関係を持ち、
情報の提供を依頼するなどしており、これらのことは反職業倫理的な行為であることから、信用失墜行為に該当します。

N1・ 
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記帳代行業者Cは、税理士資格を有していないにもかかわらず、記帳代行の延長として顧客の確定申告書を作成しており、
事顧客が確定申告書への税理士の署名を望む場合には、税理士Aに自身が作成した確定申告書への署名を依頼していた。

税理士Aは、 Cからの依頼に応じて、自身の税理士事務所の所属税理士である税理士Bに対し、 Cが作成した確定申告書
案に署名するよう、指示していた。

概 9t理士Bは、税理士Aからの指示を受けて、 Cが作成した確定申告書に記載漏れや計算誤りがないか、形式的なチェックを
付った上で、自身の署名を行っていた。

要 税理士Aと税理士Bは、税理士でない者が作成した確定申告書に署名しても、その内容を税理士が確認していれば名義貸
しには該当しないと認識していた。

／ 
—•----------...., ",-----—------ ••一• •一•------―--• --

iし•一--~申芦書への］兄理土O置名を依頼 ―-

申告書 111 l 
□C 
―l 

にせ税理士行為 ！ 

し・―-----

1記帳代行業者C| 

i> I税理士A | 

税理士B
（所属税理士）

内容を確認すれば問題ないか・・・。
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|l.、 ・1'’

適
用
条
文
等

留
意
点

拿税理士B

法37条の2（非税理士に対する名義貸しの禁止）違反
反する者に自己の名義を利用させてはならない。

法46条（一般の懲戒）該当 財務大臣は、前条の規定に該当する場合を除くほか、税理士が、第33条の2第1項若しくは
第2項の規定により添付する書面に虚偽の記載をしたとき、又はこの法律若しくは国税若しくは地方税に関する法令の規定に違
反したときは、第44条に規定する懲戒処分をすることができる。

【量定】

税理士は、第52条又は第53条第1項から第3項までの規定に違

名義貸しを受けた者の人数、名義貸しを受けた者が作成した税務書類の件数、名義貸しをした期間、

名義貸しにより受けた対価の額に応じて、 2年以内の税理士業務の停止又は税理士業務の禁止

（名義貸し）

非税理士に対する「名義貸し」は、税理士が、税理士でない者（法52条の「税理士業務の制限」に違反する者）に対して自
己の名義を利用させることであり、「にせ税理士行為」に協カ・加担すること。

（名義貸し行為の3つの指標）
①税理士が自らの判断で税務書類を作成していない。

②税理士が納税者から直接税理士業務の委嘱を受けていない。

③税理士が報酬を納税者から直接収受していない。

（税務書類の作成）

「税務書類の作成」とは、税理士が、自己の判断に基づいて申告書等（税務官公署への申告等に係る申告書、申請書、請
求書、届出書報告書、申出書、申立書計算書、明細書、不服申立書、その他これらに準ずる書類）を作成することであり、

単なる代書は含まれない。
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適

用

条

文

等

芍税理士A

法37条（信用失墜行為の禁止）違反 税理士は、税理士の信用又は品位を害するような行為をしてはならない。

法46条（一般の懲戒）該当 財務大臣は、前条の規定に該当する場合を除くほか、税理士が、第33条の2第1項若しくは
第2項の規定により添付する書面に虚偽の記載をしたとき、又はこの法律若しくは国税若しくは地方税に関する法令の規定に違
反したときは、第44条に規定する懲戒処分をすることができる。

税理士Aは、記帳代行業者Cからの依頼に応じて、自身の税理士事務所の所属税理士である税理士Bに対して、 Cが
作成した確定申告書に署名するよう指示しており、このことは反職業倫理的な行為であり、信用失墜行為に該当する。

． 税理士又は税理士法人でない者は、この法律に別段の定めがある場合を除くほか、

留

恵

点

拿記帳代行業者C

法52条（税理士業務の制限）違反
税理士業務を行つてはならない。

法59条（罰則） 次の各号のいずれかに該当する場合には、その違反行為をした者は、 2年以下の懲役又は100万円以下の
罰金に処する。

ー～三 （省略）

四第52条の規定に違反したとき。

記帳代行業者Cは、他人の求めに応じて確定申告書を作成しており、税理士でないにもかかわらず税理士業務を行って
いることから、法52条の税理士業務の制限に違反する。
にせ税理士行為は、刑事上の措置である罰則規定（法59①四）の対象となる。
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【事例】

税理士Aは、税理士でないBから依頼され、 Bが作成した所得税の確定申告書の下書きを受領し、自身のパソコンにその下書
きの内容をそのまま入力した上で、電子署名を行い電子申告する「名義貸し」行為を行った。

【解説】

税理士Aは、自らパソコンに申告内容を入力して電子申告を行っていますが、入力した内容は、税理士でないBにより作成され
た申告書の下書きの内容のままであることから、税理士Aの判断で作成されたものとはいえず、税理士でないBの判断で作成され
たものといえます。

【事例】

税理士Aは、税理士でないBを勤務実態がないにもかかわらず使用人と装い、 Bが作成した所得税の確定申告書の内容を何
ら確認せずに署名する「名義貸し」行為を行った。

【解説】

Bは勤務実態がないことから、たとえ税理士Aの使用人としての形式を整えていたとしても、実質的には使用人とはいえません。
そして、税理士Aは、署名を行った申告書の作成に何らかかわっていないことから、それらの申告書は税理士Aの判断で作成さ
れたものとはいえず、税理士でないBの判断で作成されたものといえます。
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I （事例9)使用人に対する監督義務違反があった場合（税理士が使用人の行為を認識していた場合） I 

税理士Aは、事務員に業務日報を作成させるなど、日頃から業務管理を行っていた。

事 ある時、 A税理士事務所に勤務する事務員Bは、長年担当していた法人甲の代表者Cから「資金繰りが苦しいので納税額を
案減らせないか」との相談を受け、税理士Aに無断で、自身が別に担当していた法人に対する架空の外注費を計上することをCに
提案した上で、架空の請求書を作成するなどの不正に加担した。

概 その後、事務員Bは、自責の念に駆られ、自身が行った不正行為の内容を税理士Aに打ち明けた。
要 税理士Aは、法人甲の申告期限が迫っていたため、架空の外注費が計上されたままの状態で、圧縮された所得金額を是正す
ることなく、法人甲の申告書を作成して税務署へ提出した。

／一―--------------------------―‘r------------------------、
| A税理士事務所 I

己 ；
税哩土A

：、 凡｀／蘊 し筐旦」
法人税

申告書

.• 1 

納税額の減額 ＇ 

を依頼

言雷□→~
L.. --•T-.--r·―•一ー..J 

I I 

資金繰りが苦しい。

納税額を減らしたい。

代表者C

! I I 架空の外注費を計上
l | L-----...- --
l --------了r====-__________ _ 

三

l 
ヽー―---------------------＿＿＿＿＿＿ノ
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適
用
条
文
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法45条 1項（脱税相談等をした場合の懲戒）該当 財務大臣は、税理士が、故意に、真正の事実に反して税務代理若し
くは税務書類の作成をしたとき、又は第36条の規定に違反する行為をしたときは、 2年以内の税理士業務の停止又は税理士業
務の禁止の処分をすることができる。

【量定】税理士の責任を問い得る不正所得金額等の額に応じて、

6月以上2年以内の税理士業務の停止又は税理士業務の禁止

ー

留
意
点

（税理士の使用人等が不正行為を行った場合の使用者である税理士等に対する懲戒処分）【財務省告示】

税理士等の使用人その他の従業者が不正行為を行った場合における、使用者である税理士等に対する懲戒処分は、次に掲

げるところによるものとされている。

使用人等の不正行為を使用者である税理士等が認識していたとき

使用者である税理士等が不正行為を行ったものとして懲戒処分の対象になる。

使用人等の不正行為を使用者である税理士等が認識していなかったとき

(1)内部規律や内部管理体制に不備があること等の事由により、不正行為を認識できなかったことについて使用者である

税理士等に相当の責任があると認められる場合は、使用者である税理士等が過失により不正行為を行ったものとして

懲戒処分の対象になる。

(2)上記2 (1)に該当しないときでも、使用人等が不正行為を行ったことについて使用者である税理士等の監督が適
切でなかったと認められる場合は、使用者である税理士等が税兄理士法41条の2の「使用人等に対する監督義務」の
規定に違反したものとして懲戒処分の対象になる。

2
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Inコ潤Z囚ロロロz口三四コーi
税理士Aは、事務所の内部規律や内部管理体制を整えておらず、日々の業務も事務員に任せきりにしていた。

事 ある時、 A税理士事務所に勤務する事務員Bは、長年担当していた法人甲の代表者Cから「資金繰りが苦しいので納税額を
案減らせないか」との相談を受け、税理士Aに無断で、自身が別に担当していた法人に対する架空の外注費を計上することをCに
提案した上で、架空の請求書を作成するなどの不正に加担した。

概 不正行為の事実を知らない税理士Aは、法人甲の申告期限が近づいたため、架空の外注費が計上されたままの状態で、圧
要縮された所得金額を是正することなく、法人甲の申告書を作成して税務署へ提出した。

ある時、法人甲に対する税務調査が行われ、税理士Aは、事務員Bが不正に加担していた事実を知った。
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適
用
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法45条2項（脱税相談等をした場合の懲戒）該当 財務大臣は、税理士が、相当の注意を怠り、前項に規定する行為を
したとき（注）は、戒告又は2年以内の税理士業務の停止の処分をすることができる。

（注）真正の事実に反して税務代理若しくは税務書類の作成をしたとき、又は、脱税相談等の法36条の規定に違反する行為をしたとき。

【量定】税理士の責任を問い得る申告漏れ所得金額等の額に応じて、戒告又は 2年以内の税理士業務の停止

ー

留
意
点

（税理士の使用人等が不正行為を行った場合の使用者である税理士等に対する懲戒処分）【財務省告示】

税理士等の使用人その他の従業者が不正行為を行った場合における、使用者である税理士等に対する懲戒処分は、次に掲

げるところによるものとされている。

使用人等の不正行為を使用者である税理士等が認識していたとき

使用者である税理士等が不正行為を行ったものとして懲戒処分の対象になる。

使用人等の不正行為を使用者である税理士等が認識していなかったとき

(1)内部規律や内部管理体制に不備があること等の事由により、不正行為を認識できなかったことについて使用者である

税理士等に相当の責任があると認められる場合は、使用者である税理士等が過失により不正行為を行ったものとして

懲戒処分の対象になる。

(2)上記2 (1)に該当しないときでも、使用人等が不正行為を行ったことについて使用者である税理士等の監督が適

切でなかったと認められる場合は、使用者である税理士等が耳兄理士法41条の2の「使用人等に対する監督義務」の
規定に違反したものとして懲戒処分の対象になる。

2
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＇ロ ー
A税理士事務所に勤務する事務員Bは、自身の知人からの「確定申告書を作成してほしい」との依頼を断ることができず、税

事理士Aに無断で、知人から預かった書類の集計等を自宅で行った上で、 A税理士事務所に備え付けの申告書作成システムを

案使用して、自らの判断で知人の確定申告書を作成した。

税理士Aは、事務所が適正に運営されるよう内部規律や内部管理体制を整備していたものの、業務経験が長く、信頼してい

概た事務員Bに関しては業務を任せきりにしていた。
要 また、 A税理士事務所に備え付けられていた申告書作成システムは、申告書を作成すると業務処理簿が自動的に作成される
仕様であったが、税理士Aは、システムの利用事績や業務処理簿を確認していなかった。
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適
用
条
文
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法41条の2（使用人等に対する監督義務）違反 税理士は、税理士業務を行うため使用人その他の従業者を使用すると
きは、税理士業務の適正な遂行に欠けるところのないよう当該使用人その他の従業者を監督しなければならない。

法46条（一般の懲戒）該当 財務大臣は、前条の規定に該当する場合を除くほか、税理士が、第33条の2第1項若しくは
第2項の規定により添付する書面に虚偽の記載をしたとき、又はこの法律若しくは国税若しくは地方税に関する法令の規定に違
反したときは、第44条に規定する懲戒処分をすることができる。

留
意
点

【量定】戒告又は 1年以内の税理士業務の停止

（税理士の使用人等が不正行為を行った場合の使用者である税理士等に対する懲戒処分）【財務省告示】

税理士等の使用人その他の従業者が不正行為を行った場合における、使用者である税理士等に対する懲戒処分は、次に掲

げるところによるものとされている。

1 使用人等の不正行為を使用者である税理士等が認識していたとき
使用者である税理士等が不正行為を行ったものとして懲戒処分の対象になる。

2 使用人等の不正行為を使用者である税理士等が認識していなかったとき
(1)内部規律や内部管理体制に不備があること等の事由により、不正行為を認識できなかったことについて使用者である
税理士等に相当の責任があると認められる場合は、使用者である税理士等が過失により不正行為を行ったものとして

懲戒処分の対象になる。

(2)上記2 (1)に該当しないときでも、使用人等が不正行為を行ったことについて使用者である税理士等の監督が適

切でなかったと認められる場合は、使用者である税理士等が税兄理士法41条の2の「使用人等に対する監督義務」の
規定に違反したものとして懲戒処分の対象になる。

53 



l 税理士が遵守すべき義務等に関する税理士法の規定 ― | 

（帳簿作成の義務）第41条 ＼ 
税理士は、税理士業務に関して帳簿を作成し、委嘱者別に、かつ、 1件ごとに、税務代理、
税務書類の作成又は税務相談の内容及びそのてん末を記載しなければならない。

2 前項の帳簿は、閉鎖後5年間保存しなければならない。
3 税理士は、財務省令で定めるところにより、第1項の帳簿を電磁的記録をもつて作成する
ことができる。

（秘密を守る義務）第38条税理士は、正当な理由がなくて、税理土業務に関して知り得た秘密
を他に洩らし、又は窃用してはならない。税理士でなくなった後においても、また同様とする。

（税理士の使用人等の秘密を守る義務）第54条税理士又は税理士法人の使用人その他の従
業者は、正当な理由がなくて、税理士業務に関して知り得た秘密を他に漏らし、又は盗用してはならな

い。税理士又は税理士法人の使用人その他の従業者でなくなった後においても、また同様とする。
,·••”、...-........_.....-······-···-·······-···--一••..........................--•一·········-·-···········-·····-·············••一．．．．．．．＿．．．．． ．． ．．．．．．．．．．．．．．ー．．．．．．．．．．．．．．．．．＿．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．-···················-..・................ -... -.....—•........... ••一···・ ・.......... ・ •一••............---•一•••一 ．．．．．．．＿．．．．．．．．．．．．．．．．．．

： ⇒ 「正当な理由」とは、本人の承諾又は法令に基づく義務があることをいいます。
i ⇒ 「窃用」とは、自ら又は第三者のために利用することをいいます。

ヽ．．．． ． ．．．．．．．．．．．．—·-••••—·今—..... ..-········ ·····一．．． ．．．．．．ー·······…...............—•••一•_........... . ...... .. .... .......... .............. ..・-・・・・・・・・・・・・・・・・・・・-・・・・....一・・・・・・•-····.............. .. ・・-・・・・・・・・・・・・ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・........雪．．．．．．．-・・…・・-・・・・・・..··-·····•一．．．．．ー·········ー····・・・・・・ →・・ • ••---•-........... ~.........,..................... _.. 
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1 珈里士が遵守すべき義務等に関する税理士法の規定 I 

（事務所の設置）第40条税理士及び税理士法人は、税理士業務を行うための事務所を設けなければ
ならない。

2 税理士が設けなければならない事務所は、税理士事務所と称する。
3 税理士は、税理士事務所を二以上設けてはならない。
4 税理士法人の社員は、税理士業務を行うための事務所を設けてはならない。
.. --······ ·· ··· ·•······ ·······•···················· ···· ●●●—••一•···•······ ·· ····•••一.. . ....•••ー●●—••一ー.....-••一ー·········· ·· ···疇.......．． ．．疇●雫····· ··●●●····· ····· · ····· ·········· ···•··· ·· · ·······疇●●● ●ー．．．．．············ ····················.. .—-········ ········· ·········· ············ · ··· ··· ·―......・·•●●·^·・●·●·● • ·・．..一·---·●· ·●.......●·●.-—-.・●·●．•.・... •....●....• ●.＂·· · ···●．・·・·—一.・・ ・●•...・.●. ．.

ロヽ．．．．

' ⇒ 「税理士業務を行うための事務所」とは、税理士業務の本拠をいい、税理士業務の本拠であるかどう
かは、委嘱者等に示す連絡先など外部に対する表示に係る客観的事実によって判定するとされています。

この場合において、「外部に対する表示」には、看板等物理的な表示やウェブサイトヘの連絡先の掲載

のほか、契約書等への連絡先の記載などが含まれます。

⇒ 税理士業務の「本拠」とは、税理士等が自己所有又は賃貸借契約などにより自らの管理下
とする場所のうち、税理士業務を執行するための場所として、外部に対する表示が行われた場

所とされています。

\、‘、‘..'•.... ........ . . .. ... .... ..... ... ....... ....
¥ ¥ 

‘ ‘̀---
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1 税理士が遵守すべき義務等に関する税理士法の規定

（使用人等に対する監督義務）第41条の2 税理士は、税理士業務を行うため使用人その他の
従業者を使用するときは、税理士業務の適正な遂行に欠けるところのないよう当該使用人その他の

従業者を監督しなければならない。

＼＼  

-··················-·-···-·······--······--··················-···································································•······· ・・・・・・・・・・・・・・・・-・・-・・・ ····-··-··········.......-·········· ·····•····-······················•·······-·················-······...................……................ ...…· • • ・・・ー............--・・・・・・・・・・・-・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・.-・・・・・・・・・・ 

⇒ 「使用人その他の従事者（使用人等）」とは、税理士と雇用契約にある使用人はもちろんのこと、 ． 
雇用契約に基づかない者であっても、税理士業務に関して税理士の支配・監督権の及ぶ全ての者

を含むものであり、税理士業務の補助事務に従事する家族従事者も含まれます。

．⇒ 税理士の使用人その他の従業者（使用人等）に対する監督義務は、税理士及びその使用人等
が事務を行う場所によって異なることはありません。 したがって、使用人等に対する監督方法として、

対面による監督を行うことができない場合でも、情報通信技術を利用する方法などにより、適切に監

， 督が行われている場合には、監督義務が果たされていると判断されます。

なお、情報通信技術を利用した使用人等の適切な監督方法としては、例えば、次に掲げるような、

事前及び事後の確認を行う方法があります。

(1)使用人等と委嘱者等との情報通信技術を利用した打合せに、使用者である税理士

1 が情報通信技術を利用して参加する方法

(2)使用人等が税理土業務の補助を行った履歴について情報通信技術を利用して確認
する方法 ・
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I （事例12)社員税理士が不正行為を行い、かつ、税理士法人の運営が著しく不当である場合 I 

事

案

概

要

税理士法人甲の社員税理士Aは、関与先法人乙の法人税の申告に当たり、法人乙の代表者Cから「資金繰りが苦しいので

資金確保のために架空外注費を計上したい」との依頼を受けた。

社員税理士Aは、適正に申告するようCに助言したものの、付き合いが長いCからの依頼を断ることができず、架空外注費を

計上することで不正に所得金額を圧縮した法人税の申告書を作成して税務署に提出した。

税理士法人甲には、社員税理士Aの他に社員税理士Bがいたが、 Bは、 Aから、 Aが行った行為の全容を知らされており、法
人乙の不正行為を認識していた。

また、税理士法人甲では、業務管理のための規定等がなく、社員税理士や事務員の業務の遂行状況をチェックする体制も整

備されていないなど、業務運営の適正を確保するための内部規律や内部管理体制が整備されていなかった。

ー ---・・・・・・・・・-・・・・・・..、 ..............ー―---.......................... ••••••• •••••••••••• ・・・・-・・・ ----... ・・・-・・・・ -・ --------ー・・・・・・・・-・・
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申告書
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＇と
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j口 代表者C
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（事例12)社員税理士が不正行為を行い、かつ、税理士法人の運営が著しく不当である場合

適
用
条
文
等

留
意
点

字社員税理士A及び社員税理士B
法45条1項（脱税相談等をした場合の懲戒）該当 財務大臣は、税理士が、故意に、真正の事実に反して税務代理若し
くは税務書類の作成をしたとき、又は第36条の規定に違反する行為をしたときは、 2年以内の税理士業務の停止又は税理士業
務の禁止の処分をすることができる。

マ税理士法人甲

第48条の20（違法行為等についての処分）該当 財務大臣は、税理士法人がこの法律若しくはこの法律に基づく命令に
違反し、又は運営が著しく不当と認められるときは、その税理士法人に対し、戒告し、若しくは2年以内の期間を定めて業務の全
部若しくは一部の停止を命じ、又は解散を命ずることができる。

（税理士法人の運営が著しく不当と認められる場合の処分の量定）【財務省告示】

社員税理士に法45条又は法46条に規定する行為があった場合は、その行為を行った社員税理士の羅定に応じて、戒告、
2年以内の業務の全部若しくは一部の停止、又は解散の対象となる。

（税理士法人の社員税理士が不正行為を行った場合の他の社員税理士に対する懲戒処分）【財務省告示】

税理士法人の社員税理士が不正行為を行った場合における、税理士法人の他の社員税理士に対する懲戒処分は、次に掲

げるところによるものとされています。

1 社員税理士の不正行為を他の社員税理士が認識していたとき
他の社員税理士も不正行為を行ったものとして懲戒処分の対象になる。

2社員税理士の不正行為を他の社員税理士が認識していなかったとき
税理士法人の内部規律や内部管理体制に不備があること等の事由により、不正行為を認識できなかったことについて他の

社員税理士に相当の責任があると認められる場合は、当該他の社員税理士も過失により不正行為を行ったものとして懲戒

処分の対象になる。
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召ー ／一-9 - ロー→

（令和6年6月28日に官報へ掲載されたものを抜粋）

一
1 該当紐 __ 1 

I 処分内容（詳細） I 

禁止

禁止

禁止

禁止

2年の停止

・法45条第1項（故意による不真正税務書類・被処分者は、関与先であったA社の前代表者Bを被相続人とする相続人Cほか2名の相続税の申告に当たり、被相続人BがA社への貸
の作成） 付債権を債権放棄したとする虚偽の確認書を相続開始後に作成し、当該貸付債権を相続財産から除外することにより、相続税の課税価格

を圧縮した真正の事実に反する申告書を作成した。

・法45条第 1項（故意による不真正税務書類・被処分者は、関与先であったA社の法人税の確定申告に当たり、同社の代表者からの依頼により、未完成の工事に係る労務費を完成工事
の作成） 原価に振り替えることにより、不正に所得金額を圧縮した真正の事実に反する申告書を作成した。

・被処分者は、関与先であったA社の法人税の確定申告に当たり、同社の代表者からの依頼により、売上金額を減額するとともに、架空仕入

・法45条第1項（故意による不真正税務書類等を計上することにより、不正に所得金額を圧縮した真正の事実に反する申告書を作成した。
の作成） また、これに伴い、 A社の消費税及び地方消費税の確定申告に当たり、不正に消費税及び地方消費税額を圧縮した真正の事実に反する

申告書を作成した。

・法45条第1項（故意による不真正税務書類・被処分者は、関与先であるA社の法人税の確定申告に当たり、同社の代表者からの依頼により、同社が過去に粉飾決算を行った際に計上
の作成） した架空の未成工事支出金を取り崩し、売上原価として損金の額に算入することによって、不正に所得金額を圧縮した真正の事実に反する申

告書を作成した。

・被処分者は、関与先であるA社の法人税の確定申告に当たり、同社が粉飾決算に際して計上していた架空の機械装置を外注加工費に振

・法45条第1項（故意による不真正税務書類り替えるとともに、その外注加工費の一部を未成工事支出金に振り替えることで、不正に所得金額を圧縮した真正の事実に反する申告書を作

の作成） 成した。
また、これに伴い、 A社の消費税及び地方消費税の確定申告に当たり、不正に消費税及び地方消費税額を圧縮した真正の事実に反する

申告書を作成した。
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一
2年の停止

1年3月の停止

1年3月の停止

1年1月の停止

1年の停止

（令和6年6月28日に官報へ掲載されたものを抜粋）

I 処分内容（詳細）

・被処分者は、関与先であったAの所得税の確定申告に当たり、同人の依頼により、売上金額及び必要経費を減額し、所得金額を調整する

・法45条第1項（故意による不真正税務言類ことにより、不正に所得金額を圧縮した真正の事実に反する申告書を作成した。
の作成） また、これに伴い、 Aの消費税及び地方消費税の確定申告に当たり、不正に消費税及び地方消費税を圧縮した真正の事実に反する申告
・法41条（帳簿作成義務違反） 書を作成した。

・被処分者は、税理士法第41条に規定されている帳簿を作成していなかった。

・法45条第1項（故意による不真正税務書類・被処分者は、関与先であるA社の法人税の確定申告に当たり、同社の代表者からの依頼により、同社が過去に粉飾決算を行った際に計上
の作成） した架空の未成工事支出金の金額を取り崩し、売上原価として損金の額に算入することによって、不正に所得金額を圧縮した真正の事実に

反する申告書を作成した。

・・被処分者は、関与先であるAの所得税の確定申告に当たり｀売上の一部を減額し、架空の経費を計上することにより、不正に所得金額を
圧縮した真正の事実に反する申告書を作成した。

・法45条第1項（故意による不真正税務書類 また、これに伴い、 Aの消費税及び地方消費税の確定申告に当たり、不正に消費税及び地方消匿税額を圧縮した真正の事実に反する申
の作成） 告書を作成した。
・法37条（その他反職業倫理的な行為） ・被処分者は、関与先であるAの消費税及び地方消費税の確定申告に当たり、基準期間の課税売上高が1,000万円以下となるよう課税

売上金額を減額し、消費税及び地方消費税の申告義務がないかのように装い無申告とさせることによって、不正に消費税及び地方消費税額

の申告漏れを生じさせた。

・被処分者は、関与先であるA社の課税調査前の法人税の自主修正申告に当たり、同社の決算において計上していたB社に対する業務委

・法45条第1項（故意による不真正税務書類託手数料が架空であるおそれがあると認識していたにもかかわらず、当該業務委託手数料の計上を容認することにより、不正に所得金額を圧
の作成） 縮した真正の事実に反する申告書を作成した。

また、これに伴い、 A社の課税調査前の消費税及び地方消費税の自主修正申告に当たり、不正に消費税及び地方消費税を圧縮した真
正の事実に反する申告書を作成した。

・法45条第1項（故意による不真正税務書類・被処分者は、関与先であるA社の法人税の確定申告に当たり、接待交際費の支出額が租税特別措置法第61条の4に規定する損金不
の作成） 算入額の対象とならないように、接待交際費とすべきものを外注要として計上することにより、不正に所得金額を圧縮した真正の事実に反する

申告書を作成した。
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（令和6年 6月28日に官報へ掲載されたものを抜粋）

一 I 処分内容（詳細） I 

6月の停止

1年5月の停止

1年 1月の停止

2月の停止

7月の停止

・法45条第 1項（故意による不真正税務書類・被処分者は、関与先であるA社の法人税の確定申告に当たり、同社の資産として計上されていた土地を、同社の前代表者Bの二男Cに売
の作成） 却したとする架空の不動産売買契約書を作成し、固定資産売却損を計上することにより、不正に所得金額を圧縮した真正の事実に反する申

・法41条（帳簿作成義務違反） 口：g□晶＇、た説理士法第 41条に規定されている帳簿を作成していなかった。
・被処分者は、税理士法人Dの関与先であるA社及びB社の給与の支払いに係る源泉徴収に当たり、同税理士法人の使用人であったCが

・法45条第2項（過失による不真正税務書類両社の代表者からの依頼に応じて、従たる給与である両社の源泉所得税の税額計算を源泉徴収税額表の甲欄で計算することにより不正に
の作成） 源泉所得税額を圧縮していたにもかかわらず、源泉徴収簿等の確認を行わずこれを見過ごすなど、相当の注意を怠った結果、源泉所得税額

を圧縮した真正の事実に反する所得税徴収高計算書を作成した。

・被処分者は、関与先であったA社の法人税の確定申告に当たり、被処分者の使用人であるBが、同社の売上の一部を除外し、また、架空

・法45条第2項（過失による不真正税務書類の業務委託費を計上していたにもかかわらず、当該取引に係る内容や請求書等の証ひょう類の確認を行わずこれを見過ごすなど、相当の注意
の作成） を怠った結果、所得金額を圧縮した真正の事実に反する申告書を作成した。

・法41条（帳簿作成義務違反） また、これに伴い、 A社の消費税及び地方消費税の確定申告に当たり、消費税及び地方消費税額を圧縮した真正の事実に反する申告書
を作成した。

・被処分者は、税理士法第41条に規定されている帳簿を作成していなかった。

・被処分者は、税理士法人Dの関与先であるA社の法人税の確定申告に当たり、同税理士法人の使用人であったBが同税理土法人の関
与先であったC社の預金口座を利用して計上していたA社からC社に対する架空の業務委託費について、当該業務委託費に係る取引内容

・法45条第2項（過失による不真正税務書類や請求書等の証ひょう類の確認を行わずこれを見過ごすなど、相当の注意を怠った結果、所得金額を圧縮した真正の事実に反する申告書を
の作成） 作成した。

また、これに伴い、 A社の消費税及び地方消費税の確定申告に当たり、消費税及び地方消費税額を圧縮した真正の事実に反する申告書
を作成した。

・被処分者は、自己の所得税の確定申告に当たり、収入金額や必要経費の一部を除外した総勘定元帳を作成し、当該総勘定元帳に基づ

き申告書を作成することによって、不正に所得金額を圧縮して申告した。

・法37条（自己脱税・多額かつ反職業倫理的 また、これに伴い自己の消費税及び地方消費税の確定申告に当たり、不正に消費税及び地方消罠税額の申告漏れを生じさせた。
な自己申告漏れ） ・被処分者は、自己の所得税の確定申告に当たり、法定申告期限までに申告をせず、所得金額の申告漏れを生じさせた。

また、自己の消費税及び地方消費税の確定申告に当たり、法定申告期限までに申告をせず、消費税及び地方消費税額の申告漏れを生じ

させた。



1年7月の停止

1年の停止

11月の停止

11月の停止

11月の停止

（令和6年6月28日に官報へ掲載されたものを抜粋）

lー一ー 該当条文 I I 処分内容（畔） I 

・被処分者は、自己の所得税の確定申告に当たり、法定申告期限までに申告をせず、所得金額の申告漏れを生じさせた。
また、自己の消費税及び地方消費税の確定申告に当たり、法定申告期限までに申告をせず、消費税及び地方消費税額の申告漏れを生じ

・法37条（多額かつ反職業倫理的な自己申告させた。
漏れ・業務け怠） ・被処分者は、関与先である複数者の所得税並びに消費税及び地方消費税、複数社の法人税並びに消費税及び地方消費税の確定申告

・法41条（帳簿作成義務違反） 書について、これらの申告書の作成や提出等の税理士業務の委嘱を受けていたにもかかわらず、正当な理由なく法定申告期限までの提出を
怠り、その結果、関与先に対して無申告加算税の賦課等の損害を与えた。

・被処分者は、税理士法第41条に規定されている帳簿を作成していなかった。

・法37条（多額かつ反職業倫理的な自己申告・被処分者は、自己の所得税の確定申告に当たり、法定申告期限までに申告をせず、所得金額の申告漏れを生じさせた。
漏れ） また、自己の消費税及び地方消費税の確定申告に当たり、法定申告期限までに申告をせず、消費税及び地方消費税額の申告漏れを生じ

させた。

・法37条（多額かつ反職業倫理的な自己申告・被処分者は、自己の所得税の確定申告に当たり、法定申告期限までに申告をせず、所得金額の申告漏れを生じさせた。
漏れ） また、自己の消費税及び地方消費税の確定申告に当たり、法定申告期限までに申告をせず、消費税及び地方消費税額の申告漏れを生じ

させた。

・被処分者は、自己の所得税の確定申告に当たり、先物取引に係る雑所得の申告漏れや減価償却費等の必要経費を過大に計上すること
・法37条（多額かつ反職業倫理的な自己申告等により、所得金額の申告漏れを生じさせた。
漏れ） また、これに伴うとともに事務所の賃貸料収入を課税売上に計上しなかったことによって、自己の消費税及び地方消費税の確定申告に当たり、

消費税及び地方消費税額の申告漏れを生じさせた。

・被処分者は、自己の所得税の確定申告に当たり、法定申告期限までに申告をせず、所得金額の申告漏れを生じさせた。

・法37条（多額かつ反職業倫理的な自己申告また、自己の消費税及び地方消費税の確定申告に当たり、法定申告期限までに申告をせず、消費税及び地方消費税額の申告漏れを生じ

漏れ・源泉所得税の未納） 悶翡i゜分者は、自己の従業員給与等に係る源泉所得税について、納付義務があることを認識していたにもかかわらず、法定納期限までに納付

をせず、源泉所得税額の未納を生じさせた。
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（令和6年6月28日に官報へ掲載されたものを抜粋）

一 ＇ 処分内容（詳細） ］ 

10月の停止

10月の停止

9月の停止

8月の停止

8月の停止

・被処分者は、自己の所得税の確定申告に当たり、事業との関連性が認められない家事上の不動産及び車両に係る減価償却費やその付随
・法37条（多額かつ反職業倫理的な自己申告費用を必要経費として計上すること等により、所得金額の申告漏れを生じさせた。
漏れ） また、これに伴うとともに請求書の保存がないこと等によって、自己の消費税及び地方消費税の確定申告に当たり、消費税及び地方消費税
・法41条（帳簿作成義務違反） 額の申告漏れを生じさせた。

・被処分者は、税理士法第41条に規定されている帳簿を作成していなかった。

・法37条（多額かつ反職業倫理的な自己申告・被処分者は、自己の所得税の確定申告に当たり、事業収入や不動産収入等の計上漏れ等により、所得金額の申告漏れを生じさせた。
漏れ） また、これに伴い自己の消費税及び地方消費税の確定申告に当たり、消費税及び地方消費税額の申告漏れを生じさせた。

・被処分者は、自己の所得税の確定申告に当たり、法定申告期限までに申告をせず、所得金額の申告漏れを生じさせた。
・法37条（多額かつ反職業倫理的な自己申告また、自己の消費税及び地方消費税の確定申告に当たり、法定申告期限までに申告をせず、消費税及び地方消費税額の申告漏れを生じ
漏れ） させた。
・法41条（帳簿作成義務違反） さらに、自己の所得税の確定申告において、必要経費を概算で計上すること等により、所得金額の申告漏れを生じさせた。

・被処分者は、税理士法第41条に規定されている帳簿を作成していなかった。

・被処分者は、自己の所得税の確定申告に当たり、法定申告期限までに申告をせず、所得金額の申告漏れを生じさせた。
・法37条（多額かつ反職業倫理的な自己申告また、自己の消費税及び地方消費税の確定申告に当たり、法定申告期限までに申告をせず、消費税及び地方消費税額の申告漏れを生じ
漏れ） させた。
・法41条（帳簿作成義務違反） さらに、自己の所得税の確定申告に当たり、給与収入の計上漏れにより、所得金額の申告漏れを生じさせた。

・被処分者は、税理士法第41条に規定されている帳簿を作成していなかった。

・法37条（多額かつ反職業倫理的な自己申告・被処分者は、自己の所得税の確定申告に当たり、業務委託費等を過大計上することにより、所得金額の申告漏れを生じさせた。
漏れ） また、これに伴い、自己の消費税及び地方消費税の確定申告に当たり、消費税及び地方消費税額の申告漏れを生じさせた。
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（令和6年6月28日に官報へ掲載されたものを抜粋）

I 該当条文一 |ーー 処分内容（詳細） l 
8月の停止

7月の停止

6月の停止

4月の停止

2月の停止

品3)7条（多額かつ反職業倫理的な自己申告・被処分者は、自己の相続税の申告に当たり、被相続人A名義の預貯金等を相続財産に含めず、課税価格の申告漏れを生じさせた。

・被処分者は、自己の所得税の確定申告に当たり、法定申告期限までに申告をせず、所得金額の申告漏れを生じさせた。

また、自己の消費税及び地方消費税の確定申告に当たり、法定申告期限までに申告をせず、消費税及び地方消費税額の申告漏れを生じ

・法37条（多額かつ反職業倫理的な自己申告させた。
漏れ・源泉所得税の未納） さらに、自己が代表者であるA社の法人税の確定申告に当たり、法定申告期限までに申告をせず、所得金額の申告漏れを生じさせた。

・被処分者は、自己の従業員給与等に係る源泉所得税について、納付義務があることを認識していたにもかかわらず、法定納期限までに納付

をせず、源泉所得税額の未納を生じさせた。

・被処分者は、自己の所得税の確定申告に当たり、法定申告期限までに申告をせず、所得金額の申告漏れを生じさせた。

・法37条（多額かつ反職業倫理的な自己申告また、自己の消費税及び地方消費税の確定申告に当たり、法定申告期限までに申告をせず、消費税及び地方消費税額の申告漏れを生じ

漏れ） さ塁芦、自己の所得税の確定申告に当たり、接待交際費を過大に計上すること等により、所得金額の申告漏れを生じさせた。また、これに伴

い、自己の消費税及び地方消費税の確定申告に当たり、消寅税及び地方消費税額の申告漏れを生じさせた。

・被処分者は、自己の所得税の確定申告に当たり、法定申告期限までに申告をせず、所得金額の申告漏れを生じさせた。
また、自己の消費税及び地方消費税の確定申告に当たり、法定申告期限までに申告をせず、消費税及び地方消費税額の申告漏れを生じ

・法37条（多額かつ反職業倫理的な自己申告させた。
漏れ・業務け怠） ・被処分者は、関与先である複数者の所得税並びに消黄税及び地方消費税、複数社の法人税並びに消費税及び地方消費税の確定申告

書について、これらの申告書の作成や提出等の税理土業務の委嘱を受けていたにもかかわらず、正当な理由なく法定申告期限までの提出を

怠り、その結果、関与先に対して無申告加算税の賦課等の損害を与えた。

;̀3)7条（多額かつ反職業倫理的な自己申告・被処分者は、自己の所得税の確定申告に当たり、法定申告期限までに申告をせず、所得金額の申告漏れを生じさせた。
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（令和6年6月28日に官報へ掲載さ1たものを抜粋）

一 I ＿ ＿ ＿ ＿ ＿ 処分内容（詳細） ——--——--—- --J 
1年1月の停止

・法37条の2 （非税理士に対する名義貸し） ・被処分者は、税理土でないAが、同人の判断に基づいて作成した複数社の法人税、消費税及び地方消費税並びに複数者の所得税、消
・法41条（帳簿作成義務違反） 費税及び地方消費税の確定申告書等に署名押印する「名義貸し」行為を行った。

・被処分者は、税理士法第41条に規定されている帳簿を作成していなかった。

11月の停止
・法37条の2（非税理士に対する名義貸し） ・被処分者は、税理士でないA及びBが、各人の判断に基づいて作成した複数社の法人税、消費税及び地方消費税並びに複数者の所得
・法41条（帳簿作成義務違反） 税、消費税及び地方消費税の確定申告書等に署名する「名義貸し」行為を行った。

被処分者は、税理士法第41条に規定されている帳簿を作成していなかった。

8月の停止
・法37条の2 （非税理士に対する名義貸し） ・被処分者は、税理土法人でないA社が、同法人の判断に基づいて作成した複数社の法人税、消費税及び地方消費税並びに複数者の所
・法41条（帳簿作成義務違反） 得税、消費税及び地方消費税の確定申告蓄等に署名押印する「名義貸し」行為を行った。

・被処分者は、税理士法第41条に規定されている帳簿を作成していなかった。

4月の停止
・法37条の2 （非税理士に対する名義貸し） ・被処分者は、税理士でないAが、同人の判断に基づいて作成した複数社の法人税、消費税及び地方消費税並びに複数者の所得税、消
・法41条（帳簿作成義務違反） 費税及び地方消費税の確定申告書等に署名押印する「名義貸し」行為を行った。

・被処分者は、税理士法第41条に規定されている帳簿を作成していなかった。

2月の停止 ・法37条の2（非税理士に対する名義貸し） ・被処分者は、税理士法人でないA社が、同法人の判断に基づいて作成した複数社の法人税並びに消費税及び地方消費税の確定申告書
に署名する「名義貸し」行為を行った。
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I 処分内容 I 

禁止

7月の停止

2月の停止

・法46条（業務停止処分違反）

・法37条（業務け怠）
・法41条（帳簿作成義務違反）

（令和6年6月28日に官報へ褐載されたものを抜粋）

処分内容（詳細） j 

・被処分者は、令和5年6月20日付で「6月の税理士業務の停止」の処分を受けていたにもかかわらず、当該税理士業務の停止期間中に、
複数社の法人税、消費税及び地方消費税の確定申告書を作成した。

・被処分者は、関与先である複数者の所得税並びに消費税及び地方消費税、複数社の法人税並びに消費税及び地方消費税の確定申告

書について、これらの申告書の作成や提出等の税理士業務の委嘱を受けていたにもかかわらず、正当な理由なく法定申告期限までの提出を
怠り、その結果関与先に対して無申告加算税の賦課等の損害を与えた。

・被処分者は、税理士法第41条に規定されている帳簿を作成していなかった。

・法37条（税理士業務を停止されている税理 ・被処分者は、税理土法に基づく懲戒処分により税理土業務の停止となっていたA税理土から依頼を受け、 A税理土が当該業務停止期間
土への名義貸し） 中に作成した複数社の法人税、消費税及び地方消費税の確定申告書に署名する「名義貸し」行為を行った。

・法41条（帳簿作成義務違反） ・被処分者は、税理土法第41条に規定されている帳簿を作成していなかった。

66 



1 威士が遵守すべき義務等に関する税理士法の規定 I 

（税務代理の権限の明示）第30条税理士は、税務代理をする場合においては、財務省令で定めるところにより、そ
の権限を有することを証する書面を税務官公署に提出しなければならない。

⇒税務代理の権限を有することを証する書面が「税務代理権限証書」です。

（税理士証票の提示）第32条税理士又は税理士法人が税務代理をする場合において、当該税務代理に係る税
理士が税務官公署の職員と面接するときは、当該税理士は、税理士証票を提示しなければならない。

⇒この規定は、「にせ税理士」を税理士業務から排除することで税理士制度を担保しようとする趣旨のもの。

（署名の義務）第33条税理士又は税理士法人が税務代理をする場合において、租税に関する申告書等を作成し
て税務官公署に提出するときは、当該税務代理に係る税理士は、当該申告書等に署名しなければならない。ー省略一

2 税理士又は税理士法人が税務書類の作成をしたときは、当該税務書類の作成に係る税理士は、当該書類に署名
しなければならない。

3~4 ー省略ー

I 
l ⇒税理士の署名には、記名（他人による代筆）は含まれず、自署に限られると解されています。
ロ 税理士が所属税理士である場合には、所属税理士である旨を表示するものとされています。

「

I
,
.
i
i
:
I
I
_
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1 綱士が遵守すべき義務等に関する税理士法の規定 I 

（脱税相談等の禁止）第36条税理士は、不正に国税若しくは地方税の賦課若しくは徴収を免れ、又は不正に国税
若しくは地方税の還付を受けることにつき、指示をし、相談に応じ、その他これらに類似する行為をしてはならない。

⇒ 「指示をし」とは、適正な納税義務の実現を回避させ、又は税の連脱を図るための具体的な方法を教示すること
であり、「相談に応じ」とは、税の週脱の具体的方法等について相談相手となり、肯定的な回答をすることが典型

的な例といえます。

また、「類似する行為」とは、特定の納税義務者に税の逍脱の意思を起こさせる目的で、具体的な見解を表明

する等により脱税を示唆する等の行為がこれに該当します。

⇒ 脱税相談等の禁止規定に違反するかどうかは、税理士による税の遡脱を図るための指示等の行為があれば足り、
納税義務者が実際に逍脱行為を行ったかどうかは問わないとされています。

（信用失墜行為の禁止）第37条税理士は、税理士の信用又は品位を害するような行為をしてはならない。

⇒ 税理士の信用又は品位を害するような行為としては、税理士自身の申告における脱税及び多額かつ反職業倫
理的な申告漏れ、税務代理における調査妨害、税理土業務を停止されている税理士に対する名義貸し、税理

士としての業務溜怠、税理士会の会費の滞納、その他横領等の刑法違反が該当するとされています。
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， 税理士が遵守すべき義務等に関する税理士法の規定

f （非税理士に対する名義貸しの葉止）第37条の2 税理士は、第52条又は第53条第1項から第3項までの規定
に違反する者に自己の名義を利用させてはならない。

⇒ 名義貸し行為の3つの指標
①税理士が自らの判断で税務書類を作成していない。

②税理士が納税者から直接税理士業務の委嘱を受けていない。

③税理士が報酬を納税者から直接収受していない。

（秘密を守る義務）第38条税理士は、正当な理由がなくて、税理士業務に関して知り得た秘密を他に洩らし、又は
窃用してはならない。税理士でなくなった後においても、また同様とする。
, •一 ・．．．．．―—●●●●

⇒ 「正当な理由」とは、本人の承諾、又は、法令に基づく義務があることをいうとされています。

⇒ 「窃用」とは、自ら、又は、第三者のために利用することをいうとされています。

（会則を守る義務）第39条税理士は、所属税理士会及び日本税理士会連合会の会則を守らなければならない。

（研修）第39条の2 税理士は、所属税理士会及び日本税理士会連合会が行う研修を受け、その資質の向上を図
るように努めなければならない。

I 
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［ 税理士が遵守すべき義務等に関する税理士法の規定

（事務所の設置）第40条税理士及び税理士法人は、税理士業務を行うための事務所を設けなければならない。

2 税理士が設けなければならない事務所は、税理士事務所と称する。
3 税理士は、税理士事務所を二以上設けてはならない。
4 税理士法人の社員は、税理士業務を行うための事務所を設けてはならない。

⇒ 「税理士業務を行うための事務所」とは、税理士業務の本拠をいい、税理士業務の本拠であるかどうかは、委
嘱者等に示す連絡先など外部に対する表示に係る客観的事実によって判定するとされています。

この場合において、「外部に対する表示」には、看板等物理的な表示やウェブサイトヘの連絡先の掲載のほか、

契約書等への連絡先の記載などが含まれます。

⇒ 税理士業務の「本拠」とは、税理士等が自己所有又は賃貸借契約などにより自らの管理下とする場所のうち、
税理士業務を執行するための場所として、外部に対する表示が行われた場所とされています。

（帳簿作成の義務）第41条税理土は、税理士業務に関して帳簿を作成し、委嘱者別に、かつ、一件ごとに、税務
代理、税務書類の作成又は税務相談の内容及びそのてん末を記載しなければならない。

2~3 ー省略ー
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1 頭士が遵守すべき義務等に関する税理士法の規定 ＿ 1 

（使用人等に対する監督義務）第41条の2 税理士は、税理士業務を行うため使用人その他の従業者を使用する
ときは、税理士業務の適正な遂行に欠けるところのないよう当該使用人その他の従業者を監督しなければならない。

！ 

⇒ 「使用人その他の従事者（使用人等）」とは、税理士と雇用契約にある使用人はもちろんのこと、雇用契約に
基づかない者であっても、税理士業務に関して税理士の支配・監督権の及ぶ全ての者を含むものであり、税理士

業務の補助事務に従事する家族従事者も含まれます。

⇒ 税理士の使用人その他の従業者（使用人等）に対する監督義務は、税理士及びその使用人等が事務を行
う場所によって異なることはありません。

したがって、使用人等に対する監督方法として、対面による監督を行うことができない場合でも、情報通信技術

を利用する方法などにより、適切に監督が行われている場合には、監督義務が果たされていると判断されます。

なお、情報通信技術を利用した使用人等の適切な監督方法としては、例えば、次に掲げるような、事前及び

事後の確認を行う方法があります。

(1)使用人等と委嘱者等との情報通信技術を利用した打合せに、使用者である税理士が情報通信技術を利

用して参加する方法

(2)使用人等が税理士業務の補助を行った履歴について情報通信技術を利用して確認する方法

71 



1 疇士が遵守すべき義務等に関する税理士法の規定

（助言義務）第41条の3 税理士は、税理士業務を行うに当たって、委嘱者が不正に国税若しくは地方税の賦課若
しくは徴収を免れている事実、不正に国税若しくは地方税の還付を受けている事実又は国税若しくは地方税の課税標準

等の計算の基礎となるべき事実の全部若しくは一部を隠ぺいし、若しくは仮装している事実があることを知ったときは、直ち

に、その是正をするよう助言しなければならない。

（業務の制限）第42条国税又は地方税に関する行政事務に従事していた国又は地方公共団体の公務員で税理
士となったものは、離職後一年間は、その離職前一年内に占めていた職の所掌に属すべき事件について税理士業務を

行ってはならない。

但し、国税庁長官の承認を受けた者については、この限りでない。

（業務の停止）第43条税理士は、懲戒処分により、弁護士、外国法事務弁護士、公認会計士、弁理士、司法書
士、行政書士若しくは社会保険労務士の業務を停止された場合又は不動産鑑定士の鑑定評価等業務を禁止された

場合においては、その処分を受けている間、税理士業務を行ってはならない。

税理士が報酬のある公職に就き、その職にある間においても、また同様とする。
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税理士制度のQ&A（国税庁ホームページ掲載） 58 

国税庁HPに掲載しています「税理士制度のQ&A」は、税理士の方々が牙兄理士業務を行う中で、
適正な業務運営を行っていただけるよう、税理士の業務、所属税理士制度、書面添付制度、税理士事

務所、税理士法違反行為及び税理士法人制度について、Q&A形式により取りまとめたものです。

また、このQ&Aでは、税理士等に課せられた税理士法上の義務の内容、その義務違反を行った場合
の税理士等に対する懲戒処分等の内容について、具体事例を紹介し、説明しています。

腎1i’'贔t9り ・？・ • • • ● 99 り’’• 9 9 ●.̀., t • ≫, 1991‘/ • 9 99,.i... “..`•'.,' 9,  t,: 

i 東ーム 1 -輝・手鱗・年・ 呻呵 ． 肇“• I 如らせ• | - 、て・

庄ニム ヤ吋11!1・手岬→柑1 函土に関する｀Ol

税理士に関する情報

1新着情報 I I：：三，9→二：
• . --.  

臼 m・デ・呻 1ーIヰ竿李i＝エ平 i正 1111れる慣罹

一
・「倅柑I,―闊すろ庄会か1*ll'FI立 1≫←'令廊年S白主 I:● ＝： 
． ・`で 、｛，，．
：合＇、＼て 9行碍…噸匹l9令f年4匹 ・頑匹

- .. 1．叫士に1111すろ恵戎臼分笞

• Alキ；rぽ 1’そ｛知し五8F? 9- • ` f ̀ ：：` ｀等、Q&A 
•令租6乞序（笥74可i税喪十咽呼臀累内（令l胆年4月llBl

・ ^ 仁• • 「 I- 汽へ ． ＇― ' ”` ' i賢 1111こ関する潰

ホーIs 税の憫印・手綺・用箱 税碑十に間する情罪 税理士制度のQ&A

税理士制度のQ&A(PDF/878KB)

1．税碑ナーの仲命

2．税理十の距苓

3.所膠税埋十

4.吾面添付・需毘聴取制、宮

5．芍，碑＋誨稼所

6．税坪十浩津反行為

7．登碑十法人
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お疲れさまでした。

59 
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様式第2号 ※管理番号

6
 
考参

r

_
 

税理士等情報せん（署用）

活用署 （名古屋 局 名古屋中 署） l作成者情報： 名古屋局 一宮 署 個人 部門 ） 

） 

ふりがな こくぜいたろっ
税理士番号 1-23456-7 

氏名又は名称 ' 国税太郎
職業 税理士

事務所所在地 名古屋市中区三ノ丸 1-1-1 電話( 052 - 555 -555 ） 
情
報

I) 対 住所 名古屋市中区三ノ丸2-2-2 電話( 052 - 444 -444 
象
者
担 氏名 税理士番号 1-23456-7 
当

税
迎

士
住所 電話（ ） 

等

氏名又は名称 名古屋花子 業種等 l 塗装工事

住所 愛知県一宮市●●2-2 -2 電話（ ） 
収
集 1．調査等 2．投書等 3．税理士会 4．行手法36条の3
先 収集端緒 2 

5．その他（ ．） 

収集年月日 令和5年1月1日 1局署番号一整理番号I 06125 00000232 

想定される違反行為 法 37条 情報の内容

口脱税相談等 （概要） (4 0字以内で記載。整理簿に転記）

収集先の所得税調査時に、収集先の依頼に応じ、架空の経費を計上している事実を把握した。口不真正税務代理・書類の作成

（詳細情報）口自己脱税

口 自己申告漏れ（無申告含む）

口調五妨害

口名義貸し

口業務け怠

口使用人等の監督義務違反

□添付書面への虚偽記載
□詐欺・業務J::横領
□税務職員への不適正な接触等
口守秘義務違反

□事務所の設置義務違反
□業務処理簿作成義務違反
□退職職只の業務制限違反
口にせ税理士行為

□その他版職業倫理的行為 添付ファイル（有・無）

口その他

受付年月日1 令和5年4月1日 局処理方針
措置

局 口局調査事案 □確詑調査 備考
益 □支援調査事案 口情報蓄積
理 □薯調査事案 口継続管理欄

□実態確窮 □他局回付
□確認調査 口
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税理士等実態確認事前準備票

1 税理士名

2 生年月日

3 登録年月日

4 住所

5 事務所所在地

6 関与納税者の管轄署別件数

3.1.1現在

7 事務所の事務員数 （男性

事務員氏名 性別

事 務

人 ／ 女性

生年月日 年齢 採用年月日

員 数

人）

5.1.1現在 4.1.1現在 3.1.1現在 備考

-

参考7

8 税理士連絡協議会など出席状況

9 過去の接触状況

10税理士等情報せん

11実態確認選定理由

ホ使用人等や関与先の概況からみて、業務が適正に運営されてい
るかどうかの確認を要する者

12その他参考となる事項

e-TAXの利用状況

本人 0 I 開始届出書 〇

関与先（届出書提出）個人 件／法人 件

ホームページの利用 〇

比較広告 X 
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税理士等実態確認事前準備票

関与先調査に対する状況 ⇒ ※KSKの税理士システム ［ロロ］ から関与先法人調査に関する各状況を確認。
税理士名

①整理番号如施行年月日l ③調査先
④不正所得 ⑤責任

⑥関与
⑦立会
⑧調査 備考

I ！ （千円） 度合 状況

20XX/X/X ※④不正増差所得 が把握された

事案で税理士の不正加担が有り（責任度合い： 1)

の場合は課税事績等で内容を確認する。

※関与先の調査立会いをしていない事案が多い税

理士については、要注意。

責任度合 関与 立会状況

1 I不正に関与 I相談のみ 税理士のみ

2 I注意憬怠 I税務折衝のみ I税理士と事務員

3
 

申告書のみ作成 I事務員のみ

4
 

5
 

6
 

※実態確認時に調査立会いについて、業務処理簿，，

記載漏れが無いかをチェックする。
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決裁年月日 署長 副署長 務
長
総
課

長
佐
課
補 ） 参考8
l 

税理士等実態確認表（税理士用）
署

令和 年 月 日実施

1 確認対象者

氏名（年齢） （ 歳） 税理士番号(7析）

事務所等名称 会．，．．，．．ヽ●●冒●●ヽ『＇，．、冒●ヽ●● 9 ● 9 ヽ •,..9●9 ●●9 ·~ "'―'" 9 9●● 9●●,........,.,..,.., • •• ••••••••••••••••••••••••••• ••• •m M M・“●●● ●●●凰~ ~．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．ヽ •M ●●ヽ 9日•ロ・・ヽ••ヽ••,.....、 ....a." “ 聾·~•口 ．． ．．．_............,....................................、いヽ聾.....,_..,............所属会（支部）
事務所等所在地 （ 支部）

納税地及び 口事務所所在地 □住所地（ 署） 登録年月日
年月 日

申告状況 口申告有 □無申告（ 年分～ 年分） 登録区分
口開業 □社員
口所属（直接受任口無口有）

資格取得年月日 昭和•平成・令和 年 月 日
役・職暦

口無 □有⇒□本会口支部
資格区分 口試験合格 □免除等口弁護士 □公認会計士 年月～年月

口就任無 口就任有

報酬のある
⇒就任先（ ） 

公職就任状況
就任期間（ 年 月 ～ 現在 ． 年 月）

【法43】
口常勤（国税又は地方税の賦課徴収に関する事務の該当性 口該当 □非該当）
（税理士業務との兼業禁止規定 □有（（紋当怯令等） ）口無）

口非常勤（活動頻度 ） 

処分歴等 口無 □有⇒口懲戒処分（ 年 月 日）口行政指導（ 年 月 日）

H p開設 口無口有⇒掲載内容口適 口否／アドレス
H P 口無 □有⇒業務広告に関する細則の遵守 口適 口否

広告
HP以外 口無 □有⇒広告媒体 業務広告に関する絹則の遵守 口適 □否

2 選定理由

ロイ懲戒処分を受けた者 □口懲戒処分を受けるべきであったことについて(J)決定を受けte者
□ハ過去の指導事項の確認 □二情報せん多数有り ， ロホ 使用人•関与先等状況の確認

選定理由 1口へ業務運営の適正確認 □卜会計法人の事業確認 □チ 関与先急増等
ロリ長期未接触 □ヌ犯収法の遵守状況確認 □Jレ 局からの指示
口ヲその他（

3 登録事項

；：丑王云［三醐竺］：：：二：□□：］容
4 事務所の状況 ※確認対象が直接受任業務を行う所属税理士の場合は直接受任業務に関する該当項目について記載。

口一致 □不一致⇒名称

事務所名称の表示 口無口有⇒□看板ロビル内表示板 □ドア □ポスト □その他
（複数選択可） 表示された名称

パソコン等の設置状況
口無 □有⇒設置場所口事務所内 台 □会計法人等内 台

□その他＿台（場所 ） 
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会計ソフト （ベンダ名 ：ソフト名 ） 

税務会計ソフトの種顆 税務ソフト （ベンダ名 ：ソフト名 ） 
9 ●9 ●●9 ●9 99 ・＇＂ ＂ ＂聾●'............ .........................................● ●●.... .......................●●9 ●●9 ●9 ●●..........幽，．．．．幽，．．，．．．，．...................................●9●●9 9 99 99 •• •• •• •,.....9,..,. ,.,..,......99 ●●9 ●9 ●9 ●●9 •• •,.,.9 99,.,.,.,. ,. •• •• •• •• •• •• •9 9 ●9 99,.,.,.,..,..9 9● 99,. 

国税庁 e-Taxソフトの使用 口無口有

インクーネット接続 口無口有⇒庁HPの利用 口ほぼ毎日利用 口ときどき利用 口利用無
e-Taxの利用 口全件利用 口一部利用（ のみ利用） 口利用無

税理士の業務の ICTit 口電子帳簿 □電子申告・納税 □テレワーク ロウェブ会議 ロクラウド利用
出納管理者 口税理士本人口親族（氏名 続柄 ） 口使用人（氏名 ） 

口無 □有⇒名称（通称） 所在地

登録地以外の 外部に対する表示 □無 □有
事務所等【法40 有の場合⇒□看板ロビル内表示板 □ドアロポスト
③】 □その他（ ） 

表示された名称

5 事業の内容 ※確認対象が直接受任業務を行う所属税理士の場合は直接受任業務に関する該当項目について記載。

使用人の状況 積額士 人（内 人） 有貨格者 人（内 人） 信貨替 人（内 人）合計 人（内 人）

（内書きは親族数） 大幅櫓減 □無 □有⇒理由 □他の税理士（氏名 ）から引継 □その他
登録地以外の事 使用人の状況積親士 人（内 人） 有貴格者 人（内 人）憮難者 人（内 人）
務所等の状況

業務の内容（内書きは親族数）

関与先の状況 法人 件（内 件） 個人 件（内 件） 合計 件（内 件）

（内書きは本人担当数） 大幅増減 □無 口有⇒理由 □他の税理士等（認等 ）から月1龍 □そ0)他
関与の程度 口税務相談口税務代理口税務書類の作成 □財務書類の作成 □財務に関する事務
（複数選択可） 口会計帳簿の記帳代行 □その他

関与先への訪問
税理士 □月一~回程度 □年＿回程度 □ほとんど訪問しない
使用人 口月-回程度 □年＿―-回程度 □ほとんど訪問しない
口税理士本人が作成

口担当者が原案作成し税理士は申告書のチェックのみ

申告書作成方法 ＇ 口申告書の記載内容のみチェック
（税務書類の作成が

口総勘定元帳等とのチェック
ある場合のみ）

、口その他（ ） 

口その他（ ） 

業務請負契約書 口全件作成 ロ一部作成 □作成無

会計業務等の委託
口無口税理士主宰の会計法人（名称 ）に委託1要付表（試4-3)馘l
□その他（名称 所在地 ）に委託

報酬の決済方法 口振込・振替（口座 ） 口現金（集金担当者 ） 口その他

税務代理権限証書【；去30】 口全件提出ロ一部提出 口提出無

書 面 添 付 口全件添付ロ一部添付 口添付無

税理士証票の提示【5去32】
口全件提示 □一部提示 □提示無
⇒現物確認 □有（口破損無 口破損有）口無（口亡失 □その他 ） 

税理士証票の 次回交換期限（平成・令和 年 月 日）

定期的交換【規13④】 ⇒□期限未到来 □期限徒過（口交換申請中口亡失 □その他 ） 

署 名【法33】 口税理士本人による自署 □その他
印鑑の保管 口税理士本人 口事務室内 □各担当者 □その他
認証カードの保管・ PWの管理 口税理士本人 口事務室内 口各担当者 □その他

79 



口有⇒口税理士業務処理簿（日税連様式） □その他

帳簿作成【法41】
口一部有⇒ 口税務代理 口税務書類の作成 □税務相談

理由 □法41不知 □日税連様式不知 □その他
（理由は複数選択可）

口無⇒ 理由 □法41不知 □日税連様式不知 □その他
" " "'.,..,..,............ M M .... .........,.’',.,.....,..................,.、’""....,....,........,...,.........,..,."'_,,........................................................,........●● ●● 9 9 9 99 M 99 9 9.,.,....,............................9 99 99 •9 9 9●● • .. .... .................................................、............... . . . . ...... ....

保存年限（閉鎖から 5年間） 口適 □不適
業務の制限【法42】 退職年月日 平成・令和 年 月 日

（注）退職職員で税理士と 退職前1年内の役職 署（部・課） r呂ら、 署（部・課） 官

なった者のみ記載 法 42 違反の関与先 □無 □有⇒件数――—件（局への連絡令和 年 月 日）

無串告の理由（該当する場合）

過去の指導事項の改善状況 口改善済 口未改善（理由： ） 

6 所属税理士関係

（直接受任業務を行う所属税理士を雇用している（過去に雇用した）開業税理士のみ記載）

所属税理士の
所属税理士の直接受任業務に係る承諾 □有 □無

直接受任業務
承諾方法 □書面 □左記以外（ ） 

に係る承諾
承諾時期 口委嘱者毎にあらかじめ承諾 □左記以外（ ） 

→口承諾龍饒中（ 年 月～）口過去に輯（ 年 月～ 年 月）
【規則 1の2②】

所属税理士と定めたその他特記事項 □~ □有（ ） 

所属税理士 所属税理士からの説明確認書面（写し）の提出 口有 □無
からの報告

所属税理士からの業務終了等報告 □有 □無【規則1の2⑥⑦】
守秘義務 書類保管場所の区分 □有 □無
（所属税理士の直接受任

使用する端末の区分 □有 □無（端末パスワード区分 口有 □無 ） 
案務と補助業務の区分）

【法38】 その他講じている措置 □有（ ） 口無

7 直接受任関係（直接受任業務を行っている（過去に行った）所属税理士のみ記載）

直接受任状況 口継続中（ 年 月～）口過去に有（ 年 ． 月～ 年 月）

直接受任に係る使用者承諾 □有 □無

使用者の承諾
承諾方法 □書面 □左記以外（ ） 

承諾時期 口委嘱者毎にあらかじめ承諾 □左記以外（ ） 
【規則1の2②】

承諾書面の保管 □有 □無
使用者と定めたその他特記事項 口有（ ） 口無

＇ 委嘱者に対する説明義務事項の説明 □有 □無
説明書面及び使用者承諾書面（写し）の委嘱者交付 □有 □無

委嘱者への説明 説明書面における所属税理士の署名 □有 □無
【規則1の2攣 ）］ 説明書面（写し）の保管 □有 口無
. 説明確認書面の作成 □有 □無

使用者への報告 説明確認魯面における委嘱者の署名 □有 □無
【規則1の2⑥⑦】 説明確認書面（写し）の使用者提出 口有 □無

説明確認書面の保管 □有 □無
使用者に対する業務終了等報告 口有 □無

守秘義務 書類保管場所の区分 口有 □無
（直接受任業務と

使用する端末の区分 □有 □無（端末パスワード区分 □有 □無 ） 
補助業務の区分）

［法38] その他講じている措置 □有（ ） 口無
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8 内部管理体制等（使用人等がいない場合は「守秘義務の遵守③～⑤」のみ記載）

就業規則の作成 □有⇒ 〔服務規則を含んでいるか □無 □有〕 口無
服務規則等

服務規則の作成 □有 □無
の作成状況

その他規則等の作成 □有⇒名称： 口無

出勤状況管理 口有（管理の方法 ） 口無

使用人に対す 頻度 □毎日 口週 回 □月 回 □その他
る業務指導 方法 □口頭 □文書（メール等を含む）⇒文書等の名称
使用人からの 頻度 □毎日 口週 回 □月 回 □その他
業務報告 方法 □口頭 □文書（メール等を含む）⇒文書等の名称
使用人に対する対 口使用人等と委嘱者等と のウェプ会議への参加 □システムログの確認
面以外の方法での
監査方法 □その他（ ） 

事務処理要領等 口有（名称： ） 口無

の作成状況 有の場合⇒使用人等は事務処理要領等に沿って業務を遂行しているか 口適 □不適
①文書又はデータ管理に関するルール等の作成 □有 □無

． ⇒有の場合（ルールの内容： ） 

守秘義務の遵守
②文書等管理責任者の設置 口有口無

【法 38、54】 ③関与先の帳簿等預り 口有⇒ 〔決算終了後の返還 □有 □無〕 口無

④委嘱者からの預かり文書等一覧表の作成 □有 □無

⑤関与先申告書等控えの保管 □有（保存年限 年） 口無

使用人等に対して研修を実施しているか 口有 □無
研修の実施状況 有の場合⇒頻度 □年 回 □月 回 □その他

主な研修内容：

①取扱規程等の作成 口有 □無
②安全管理措置の実施 □事務作業・担当者の確認 □事務所のレイアウト等の確

個人番号の取扱い 認

（実施していればチェック） 口情報システムの管理 口担当者への教育・監督

③業務契約書の作成・見直し □有 □無
9 所属税理士会等による研修の受講状況

総受講時間：年 時間 （又は総回数：年一~回）
•- -••• •““-- ~•一臀··“ ，．．．，．．．．＂．．． ．．口．．．．．．．．．．．-心"""..'”'",...,-..........幽....a.‘ 'm •• •• ・・..'”’’”.”・ •• •• ••• ··....—ロロロ·-·-ロー•------•- -... _,_●●'”.... -・・・，．．り・．．．＂..蜘........... ....、 •• 、・・ —•ロ・”"囀＂． ，．．．．．幽• •... -... ·-·-·-•ー·· m m • • m •• ••• "“~ •H 

綱内

受講時間：年ー一一時間研修会等 口有 紀 （又は回数：年 回）

の受講
皿臣
綱紀屋察関係〇研修会等（直近の受講）の名柑 （ 年ー一月 ）察

【法39の2】・ 関 主催者 口支部 □本会 □その他
係
i . 

□無 理由（ ） 
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10 犯罪収益移転防止法の達守状況 ・（フローチャートを交付して説明）

犯罪収益移転防止
犯罪収益移転防止法における税理士の責務の認識 □有 □無

法の認識

口無口有⇒本人確認 口有 □無
取引時確認記録の作成・保存 □有ー □無t

日］

特定受任行為の代理等
取引記録等の作成・保存 □有 □無［ 局への連絡
疑わしい取引の届出口有 □無 令和 年 月

11 税理士からの意見・要望等

12 その他特記事項

13 処理結果

口無 □有⇒違反内容① （ 条該当）

② （ 条該当）

指導事項
指導内容

（指導日： ） 

改善予定

9 9 ··ー．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．ヽ••ヽ．．．．．．．． ．ロ・- :" -・ロ・一”― ............................... ---・-- · 一•_ _............. _................ "~ "~ - •••—• --•—· ••~•••••一．．．．．．．．．．．．．．．．．．＿，．．．ロ・□9戸9□•一十 ”“””+ ”. _.......,..—•....................................................、.....‘”‘”· "......”"―"‘―"”・一口釦ー．．．口●9●● _................... ",.. "'..,....................................,................、...." ”`”... •一臀．． ．．．．．． ．．． ． ．

口無 □有⇒違反内容 （ 条該当）等

調査への移行 【局への連絡日（ ） ］ 

［局の指示日（ )】 ⇒ □局調査口支援調査口署調査
9 9 9 9.....*・ •• —•一臀臼•一＿＿蒼ー---- •一＿．．＂一臀一·------らー-------·-“·-·一•一•------------•一—臀-臀-----------→•ー・--•―”一“*“→••一“,日---ー＊ ヨ いヽ •“‘“`“ '-•一臀”'“a-----------------…”*'“み．一 “-•一い•-----•“.“-•-----9---•一――" --------•—•一-·

額士システムヘ0入力 ＇口済

※ 文書管理システムを利用して決裁する場合は、決裁欄に「別途電子決裁」と表示する。
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決裁年月日 署長 副署長 務
長
総
課

長
佐
課
補

参考9

税理士等実態確認表（税理士法人用）

署

1 確認対象法人（口主たる事務所 口従たる事務所）

令和 年 月 日実施

登録名称 税理士法人番号 (10栂）

事務所所在地 所属会（支部） 会（ 支部）

代表社員氏名 設立年月日 年 月 日

（主・従）たる 名称 （ 会 難） 出資総額 千円

事務所 名称 （ 会 建） 決算期 月決算

申告状況 口申告有 口無申告（ 年 月期～ 年 月期）

処分歴等 口無口有⇒口懲戒処分（ 年 月 日）口行政指導（ 年 月 日）

H p開設 口無口有⇒掲載内容口適 口否／アドレス
HP  口無口有⇒業務広告に関する細則の遵守 口適 口否

広告
HP以外 口無 □有⇒広告媒体 業務広告に関する細則の遵守 口適 口否

2 確認対象者

氏名（年齢） （ 歳） 税理士番号(7析）

納税地及び
口事務所所在地 □住所地（ 署） 所属会（支部） 会（ 支部）

口申告有 登録年月日 年 月 日
申告状況

口無申告（ 年分～ 年分） 登録区分 □社員 □所属
資格取得年月日 昭和•平成・令和 年 月 日

役職歴
口無 □有⇒□本会口支部

資格区分 口試験合格 □免除等口弁護士 □公認会計士 年月～ 年月
口就任無口就任有
⇒就任先（ ） 

報酬のある 就任期間（ 年月 ～ 現在・ 年月）
公職就任状況 □常勤（国税又は地方税の賦課徴収に関する事務の該当性 口該当 □非該当）
【法43】 （税理士業務との兼業禁止規定 □有（（該当法令等） ）口無）

口非常勤（活動頻度 ） 

3 選定理由

ロイ懲戒処分を受けた者 □口過去の指導事項の確認 □ハ情報せん多数有り
ロニ 税理士法人の事務所以外での税理士業務の状況や使用人•関与先等状況の確認

選定理由 Iロホ業務運営の適正確認 □へ会計法人の事業確認 □卜関与先急増等
ロチ長期未接触 □リ犯収法の遵守状況確認 □ヌ局からの指示
ロルその他（

4 届出事項

巴王I：只昂容
5 事務所の状況

会計ソフト （ベンダ名

税務会計ソフトの種類 1税務ソフト （ベンダ名

事務所名称の表示 □無 口有⇒□看板 □ビル内表示板 □ドア ロポスト □その他
（複数選択可） 表示された名称

パソコン等の設置状況 I
口無 □有⇒設置場所 □主たる事務所内一台 □従たる事務所内 台

口会計法人等内 ＿＿―-台 □その他 台（場所

：ソフト名

：ソフト名

)
 、・,'‘、̀
j

- - - - - • " '" • • • • m m • • "'”'・ •『,. ... .

国税庁 e-Taxソフトの使用 □無 □有
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インターネット接続 口無 □有⇒庁HPの利用 □ほぼ毎日利用 口ときどき利用 □利用無
e-Taxの利用 口全件利用 ロ一部利用（ のみ利用） 口利用無

税理士の業務のICT1t 口電子帳簿 □電子申告・納税 □テレワーク ロウェブ会議 □クラウド利用

出納管理
口代表社員 □ネ土員（氏名 ） 口その他（氏名 役職 ） 
............ .................................... w........................................,............... " --..................... " 尋 •'............... . .. ......w.......................... ""'ヽ・、．．．．．．．．．．．，．． ．， ．．．．．．．，．．.....●,................,..,'"‘ “" " "',........,.........,......,、,.,...........口．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．一．．

従たる事務所を有する場合⇒□法人全体を主たる事務所が管理 □各事務所で管理

経営管理
口代表社員 □社員（氏名 ） 口その他（氏名 役職 ， ） 

•一ーー・ロ・ー ー・ー・m--... m m 一 9 日,....,·---會•“・養・“'“.““.“心· •• •• " " " " " H ------•町・＂ ＂ ＂門" H --•白七七·"'“ ― “----···ー·“------ --9m_,.----H•一"--•m." " " H H H.,....,.'““““つ口●臼•い會會 •99 99 •• •• •'" H•一H•--" " " " ""疇,H H ----•H•HH 

従たる事務所を有する場合⇒□法人全体を主たる事務所が管理 □各事務所で管理

人事管理
口代表社員 □ネ士員（氏名 ） 口その他（氏名 役職 ） 
--・------・-------- -----------------•一•--'”•田一ー·--•響響•一•一●●響9”'”'-- - - - - - ·ー・—•ー・ー•ー•一・“"’"”""””" □．＂ ＂• ・ヨ•呵” " •ー •—•⇔ --•一•---------- 一ー•一 ー・こ9こ---------•ロー•口•—--------•“”…- -"' 

従たる事務所を有する場合⇒□法人全体を主たる事務所が管理 □各事務所で管理
口無 □有⇒名称（通称） 所在地

登録地以外の事 外部に対する表示 □無 □有
務所等【法40@・ 有の場合⇒□看板 □ビル内表示板□ドアロポスト
法48の7】 口その他（ ） 

表示された名称

6 事業の内容

社員等の状況
社員税理士 人（内 人）所昌税理士 人（内 人）

（内書きは（主・従）たる事務所）
有資格者 人（内 人）無資格者 人（内 人） 合計 人（内 人）

大幅憎滅□無 □有⇒理由 □他嗚理士等（認等 ）から51罷 □その他
..,...... *~...................,..,.. 9999●"●,.......,....... ~ ~ ••口•.................................... ... . . . ............、...蟻蟻 ．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．，．．，．．．．．．．．．．．．．．．＂＂ ~日...................... . .. ......................... ....... .......,.............................ロ........................................... ... ................. ...... ........幽. ................................ M....,. ,........................., - H,. ,. .. 

社員の人数【法48の18②】 □2人以上 □1人⇒1人になった日から6月を経過しているか □未経過 □経過
関与先の状況 法人 件（内 件） 個人 件（内 件） 合計 件（内 件）

（内書きは（主・従）たる事務所） 大幅増減□無 □有⇒理由 口靭魏情（臨等 ）から彊 □その他
口税務相談 口税務代理 口税務書類の作成

業務の範囲 口財務書類の作成 ⇒定款への記載 □有 □無
【法48の5 ■規21】 口会計帳簿の記帳代行 ⇒定款への記載 □有 □無
（複数選択可） 口その他 ⇒定款への記載 □有 □無

法2Rの業務その他これに進ずる業務か口是：口そf

停止期間中の社員 口無 □有⇒氏名 停止期間 年 月～ 年 月

【法48の17四、五】 （有の場合）税理士会への届出の提出 口有 □無

社員の業務執行【法48の11】 口全員が業務執行 □出資のみの社員有

社員の常駐【法 48の12】 口各事務所に社員常駐 □社員が常駐していない事務所有

税理士法人の社員が、自己又は第三者のために当該税理士法人の業務の範
囲に属する業務を行っている。 ※「業務の範囲J及び「会計業務等の委託」を参照

社員の競業禁止 （例：①他の税理士事務所の職員である、②他の会計法人の業務を行っているなど）

【法48の14】
口無 □有⇒社員の認 業務内容

＂雫---．＂．“●量•---• ---------•ロロー-·-·-·-•一•-·-----•—·-•一•い•口•---口’“’^“”^“”-•-·直•-•一—•-----•-----•--•白•日•⇔•ー·---•--•一"“““”“·------•_."“雫•一•-·----•-·-•⇔•-·-·-·-·--

他の税理士法人の社員となっている社員

口無 口有⇒社員の認 他の税理士法人名

関与先への訪問
税理士 □月ー一回程度 □年＿回程度 □ほとんど訪問しない
使用人 口月 回程度 □年＿回程度 □ほとんど訪問しない

業務請負契約書 口全件作成 ロ一部作成 □作成無

会計業務等の委託
口無 □関連する会計法人（名称 ）に委託［屡付表（様式4-3)作成1

口その他（名称 所在地 ）に委託

報酬の決済方法 口振込・振替（日座 )□現金（集金担当者 )□その他
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登録地以外の事務所等 使用人の状況 所属税理士 人有資格者 人無資格者 人

の状況 業務の内容

税務代理柑限証9【法48c16• 法 30] 口全件提出 ロ一部提出 口提出無

書 面 添 付 口全件添付ロ一部添付 口添付無

税理士証票の提示 【5去32】
口全件提示 □一部提示 □提示無
⇒現物確認 □有（口破損無 口破損有）口無（口亡失 □その他 ） 

署 名【法33】 口税理士本人による自署 □その他
印 鑑 の 保 管 口税理士本人 口事務室内 □各担当者 □その他
認証カードの保管， PWの管理 口税理士本人 口事務室内 □各担当者 □その他

口有⇒口税理士業務処理簿（日税連様式） 口その他

帳簿作成【法48の16・法41】
ロ一部有⇒口税務代理口税務書類の作成 口税務相談

理由 □法41不知 □日税連様式不知 □その他
（理由は複数選択可）

口無⇒理由 □法41不知 □日税連様式不知 □その他
ロ・---------…--臀口直臀M•M•••••O,_ •••••••--------------------•- M 日 M •• •• •• M•一—•一M •一 M•- - -` ~”•一日・＂ ＂ •—•一-…·-------…··--•ロー・- - - -----·一―----·--..•ぃ・＂…. ""·-·-·-•一~ロ "“-- -------”" " " M 

保存年限（閉鎖から 5年間） 口適 □不適

業務の制限【法42】
氏名 退職年月日平成・令和 年 月 日

（注）退職職員で税理士と 退職前1年内の役職 署（部・課） 官、 署（部・課） 官

なった者のみ記載 法42違反の関与先 口無 □有⇒件数 件（局への連絡 年 月 日）

過去の指導事項の改善状況 口改善済口未改善（理由： ） 

7 所属税理士関係（直接受任業務を行う所属税理士を雇用している（過去に雇用した）場合のみ記載）

所属税理士の直接受任業務に係る承諾口有 □無
所属税理士の 承諾方法 □書面 口左記以外（ ） 
直接受任業務

承諾時期 口委嘱者毎にあらかじめ承諾 口左記以外（ ） 
に係る承諾
【規則 1の2②】 →口承諾継続中（ 年 月～） 口過去に承諾（ 年 月～ 年 月）

所属税理士と定めたその他特記事項 □無 口有（ ） 

所属税理士 所属税理士からの説明確認書面（写し）の提出 口有 □無
から1のの報2⑥告⑦ 
【規則 】 所属税理士からの業務終了等報告 □有 □無
守秘義務 書類保管場所の区分 □有 □無
（所属税理士の直接受任

使用する端末の区分 □有 □無（端末パスワード区分 □有 □無 ） 
菓務と補助業務の区分）

［法 38】 その他講じている措置 □有（ ） 口無

8 内部管理体制等

就業規則の作成 口有⇒ 〔服務規則を含んでいるか □無 口有） 口無
服務規則等

服務規則の作成 口有 □無
の作成状況

その他規則等の作成 □有⇒名称： 口無

出勤状況管理 口有（管理の方法 ）口無

使用人に対す 頻度 □毎日 口週 回 □月 回 □その他
る業務指導 方法 □口頭 □文書（メール等を含む）⇒文書等の名称
使用人からの 頻度 □毎日 口週 回 □月 回 □その他
業務報告 方法 □口頭 □文書（メール等を含む）⇒文書等の名称
使用人に対する

口使用人等と委嘱者等とのウェブ会議への参加 ロシステムログの確認
対面以外の方法
での監査方法 口その他（ ） 
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事務処理要領等 口有（名称： ）口無

の作成状況 有の場合⇒使用人等は事務処理要領等に沿って業務を遂行しているか口適 □不適
業務分担の現状 □CD社員税理士別口②関与先別口③税且別口④地域別 □その他（ ） 

→社員相互で使用人を監督する体制が整備されているか 口有 □無
使用人の業務分担等

［内容： ］ 
文書又はデータ管理に関するルール等の作成 □有 □無
⇒有の場合（ルールの内容： ） 

守秘義務の遵守 文書等管理責任者の設置 口有 □無
【法38、54】 関与先の帳簿等預り 口有⇒ 〔決算終了後の返還‘ □有 □無〕 口無

委嘱者からの預かり文書等一覧表の作成・ロ有 □無
関与先申告書等控えの保管 □有（保存年限 年） 口無

社員間の業務分担
業務分担の決定方法 □総社員の同意 □社員の過半数の同意 □その他
業務分担の現状 □関与先別 □税目別 □地域別 □その他
1．業務報告会等の開催頻度 □週 回 □月 回 □年 回

→ 出席者 内容：

社員相互の 2 各社員税理士の税理士業務を監査する担当者又は機関の設置 □有 □無

牽制方法等
→ 監査頻度：口週＿回 □月＿＿回 □年＿回
監査内容：

3．上記以外のチェック体制

内容：

事務所間の牽翡方法等 業務報告会等の開催頻度 □週 回 □月 回口年 回

→出席者 内容：
偲たる事務所有の場合）

その他の方法

使用人等に対して研修を実施しているか 口有 □無
研修の実施状況 有の場合⇒頻度 □年ーー一回 □月――-回 □その他

主な研修内容：

①取扱規程等の作成 口有 □無

個人番号の取扱い
②安全管理措置の実施 □事務作業・担当者の確認 □事務所のレイアウト等の確認
（実箆していればチェック） 口情報システムの管理 口担当者への教育・監督

③業務契約書の作成・見直し □有 □無
9 所属税理士会等による研修の受講状況

口全員受講 □一覇の者のみ曼欝（理由： ） 

総受講時間：年 時間 （又は総回数：年 回）

研修会等
綱内

の受講
口有

受講時間：年ー一時間 （又は回数：年＿回）．紀

（社員・所属） 皿臣
綱紀藍察関係の碕修会等（直近〇受訂）0名杯 （ 年ー一月）察

【法39の2】 関
係
主催者 口支部 □本会 □その他

口無 理由（ ） 
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10 犯罪収益移転防止法の遵守状況 （フローチャートを交付して説明）

犯罪収益移転防止
犯罪収益移転防止法における税理士の責務の認識 □有 □無

法の認識

口無 □有⇒本人確認 口有 □無

特定曼任行為の代理等
取引時確認記録の作成・保存 □有 □無
取引記録等の作成・保存 □有 □無［ 局への連絡 ］ 疑わしい取引の届出口有 □無 令和 年 月 日

11 税理士法人からの意見・要望等

12 その他特記事項

13 処理結果

口無 □有⇒違反内容①
② 

（ 条該当）

（ 条該当）

指導事項 I 指導内容

（税理士法人） （指導日：
ヽ
~

改善予定

指導事項 I□無 □有⇒違反内容
指導内容

改善予定
··------•ー I - -• 一 ～ー～一= ・一=・—=―-—ー・ー·ー・ー・ー=・ー・ー・ーー・ーー・ー・ー・ー・ー· •• •一一日・ー•一•ー・—•O● ●● ● ●● ● - •ー・=•一ー· ••—· •一•-~=—=ー・一ー・ー・ーー・ー・ー・ー・ー・ー・—•ー・—•=・—=ー· • •—=-―•一ー・—-• ー·---

（社員，所属）
（指導日：

条該当）

） 

口無口有⇒違反内容 （ 条該当）等

調査への移行 1 【局への連絡日（ ． ． ）】

紅五元面―［・己涵―-----------------0
［局の指示日 ( • • )】 ⇒ 口局調査 口支援調査 □署調査

※ 文書管理システムを利用して決裁する場合は、決裁欄に「別途電子決裁」と表示する。
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参考10
税理士等実態確認表付表（会計法人用）

令和 年 月 日実施

1 確認対象者等

I 氏名等 I 
2 会計法人の概要

（税理士等番号： ‘‘,ノ

法人名（整理番号） （ ） 設立年月日 年 月 日

所 在 地 （ 署） 資本金 千円

代 表 者 氏名 観士等とIJ)闘 口税理士本人 口税理士の親族 □その他
出 資 者 口税理士本人（ ％） 口税理士の親族（ ％） □その他（ ％） 

会計ソフト（ベンダ番号 ：ソフト名 ） 
ソフトの種類 → ベンダ番号↓ ①TKC、②JDL、③ミロク、④ICS、⑤エプソン、⑥NTTデータ、 J 
【法52】 ⑦エッサム、⑧弥生、⑨OBC、⑪その他（ ） 

皐告書等該‘)フト ロ ロ有⇒名称 ， 

支店等 口無 □有⇒ 名称 所在地

H p開設 口無 □有⇒ アドレス
3 従業員等の状況

代表者以外の役員数
税理士 人 有資格者 人 無資格者 人 合計 人 、

隔理士事務蒻樟難⇒税理士 人 有資格者 人 無査格者 人 合計 人

従業員数
税理士 人 有資格者 人 無資格者 人 合計 人

峨煙士裏縣等樟難⇒税理士 人 有資格者 人 無資格者 一人 合計 人

指導監督状況 籟負等伽去02舷行為昧翡雌 □無 □有⇒内容
4 顧客等の状況

顧 客 数
法人 件個人 件合計 件
内税理士等の関与先⇒ 法人 件個人 件合計 件

業務内容【法52】 口会計帳簿の記帳代行 □決算書の作成 □年末調整事務 口税務書類の作成
（複数選択可） 口毎月の領泉徴収事務（所得税徴収裔計算書（税務書穎）の作成を除く） □その他
顧客との業務委託契約書 口全件作成 ロ一部作成 □作成無
税理士等と0稟務委屈契約書 口有 □無

契約形態
口税理士等が顧客から業務全般を受託し、会計法人に会計業務を委託
口税理士等は顧客から税理士業務を受託し、会計法人は顧客から会計業務を受託

【法52】 口会計法人が顧客から業務全般を受託し、税理士等に税理士業務を委託
□その他

報酬の決済方法 口振込・振替（日座 ） 口現金（集金担当者 ） □その他
5 その他特記事項

6 処理結果

指導事項

口無
口有⇒違反内容
指導内容

改善予定

（ 条該当）

（指導日：

五蕊属―査ーーベぶ・逗反嫌疑丙蓉―--------------)---------------(.--―桑該当ー）―...

移行 局への連絡日（ ． ． 
局の指示日 (. • • )⇒□確認調査 □その他
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実態確認メモ （令和 年 月 日実施）

税理士名：

事務 、所名称：

事務所所在地．：

住所（納税地） ： 

覇員のある公鷹就任状況：

その他参考事項；

1 登録事項の確認

【法18（登録）・法20（変更登録）、施規8（登録事項）】

事務所の看板 ・名刺・請求書等印刷物等で登録事項と確認する

一致

不一致（変更事項） →変更届出状況 済・未

2 登録地以外の事務所

【法40（事務所の設饂）、基通40-1・基通40-2】

開業税理士は、 1人 1事務所

事務所とは、税理士業務の本拠をいう

登録地以外の事務所への看板の設置や HP及び契約書等への掲載がないか確認する

有・無

く名称＞

く所在地＞

く外部に対する表示等 (Hpも 含む） ＞ 

無・有（看板・ビル内表示板・ドア・ポスト・その他（ ）） 

表示名称（ ） 

く業務の内容＞

く使用人の状況＞ 従事者 人（うち有資格者 人）

参考11 
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3 業務請負契約書の作成
【法30（税務代理の権限の明示）・法31（特別の委任を要する事項）、施規15（税務代理権限証書）】

顧問契約書通綴 り •関与先別ファイル・代理権限証書（控）などで確認する

関与先との業務請負契約書の作成の有無を確認

会計法人を主宰する場合、法人 ・ 税理士•関与先相互間における業務委嘱契約は適切か？

有 （全件作成・ 一部作成）

無 【 委任状 （税務代理権限証書） 有 無】

4 使用人数

【法41の2（使用人等に対する監督義務） ・法52（税理士業務の制限）】

出勤簿・給与台帳・業務分担表・組織図等で確認する （事務所内の配席図を作成）

使用人報告書との相違、給与台帳（一人別徴収簿）との整合性の確認

使用人数が大幅に増減している場合には、理由を記載する

男

女

人 （内 有資格者

人 （内 有資格者

※うち登録地以外の事務所

ヽ`＇’人

人

人

氏 名 I年齢 性別 担 当 事 務 i所有する資格の状況等 親族

！ ， 

＇ 
＇ 
＇ ＇ ＇ ＇ ＇ 
＇ 
＇ • •, 
＇ ＇ ＇ ＇ ＇ ＇ 

， 

！ 

く使用人数が大幅に増減した場合の理由＞
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※社会保険労務士等、税理士資格では出来ない他の士業を使用人が有する資格で請負っていないか。

税理士が社会保険労務士法第2条第1項第1号から第2号までに掲げる事務を行なうことができるのは、狸｀

理士法第2条第1項に規室翌：る業務に付位iーして行うーー場合である。

税理士が付随業務として行うことができる社会保険労務士法第 2条第 1項第 1号から第 2号までに掲げ

る事務は、「租税債務の確定に必要な事務」の範囲内のものである。

社会保険労務士法第 2条第 1項第 1号の 2の業務（提出代行）及び同項第 1号の 3の業務（事務代

理）は、付随業務ではない。

5 内部管理体制

(1) 内部規律規程等

有（名称 ： ）・無

(2) 事務処理要領等の作成状況

有（名称 ：

(3) 決裁等の記録

有

・指示、復命・報告、処理の方法

(4) 個人番号の取扱規定等

有（名称：

）・無

無

）・無

•安全管理措置の実施状況について、以下の項目を確認する。

①事務作業・担当者の確認

③情報システムの管理

・業務契約書の作成・見直し

②事務所のレイアウト等の確認

④担当者への教育・監督

有 無

91 



6 使用人に対する規定

【法41の2（使用人等に対する監督義務）・法54（税理士の使用人等の秘密を守る義務）】

使用人には、雇用関係の有無に関わらず、使用人と同様に税理士の支配関係が及ぶものすべての者
（家族従業員等を含む）をいう

使用人等が税理士に関する法令に違反する行為を行わないよう監督義務がある

使用人の履歴書・服務規程（就業規則・服務規則）・業務の司令等命令簿・出勤簿等で確認する

(1) 服務規程等

有

・ 勤務を要する日

・勤務時間

・ 休暇 （規定） 有 （年間

（届出・管理方法等）

無

日） 無 ．

(2) 使用人監督 のための書 類（復命書・ 事務日誌の作成など）

有

出勤簿（タイムカー ド）

事務日誌

出張事績簿

(3) 対面以外の方法での使用人監査方法

有

使用人等と委嘱者等とのウェブ会議への参加

システムログの確認

その他

無

無

(4) 使用人が税務書頚を作成する場合の指導監督方法

監査等（事実確認できる書類は？） → ・

原案の作成者 税理士・担当者

税理士の監査 申告書チェックのみ、 記載内容まで確認、 元帳内容まで確認

・・・・・・→ 清書 → 提出

(5) 使用人に対する研修状況（改正税法・にせ税理士行為等）

事務所内 外部
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(6) 親族の従事状況

給与台帳 ・業務日誌等で確認する （使用人と同様の権利義務が課されている）

(7) 給与の支払い状況

①基本給・諸手当等の基準及び計算方法

基準額等の変更 有（ 年 月） 無

給与事務担当者 本人 事務員等（

②基準から見て支給額が過大な者とその理由

③歩合制等の場合：対象者と理由 （使用人の立場を装ったにせ税理士行為の有無を確認）

7 使用人の源泉徴収（税理士が会計法人を主宰している場合）

使用人の業務日誌・給与台帳等で確認する

税理士が会計法人を主宰している場合、使用人が従事する事務内容により、給与負担を税理士たる
個人と会計法人で分担すべき場合が生じる

税理士事務所 ・ 会計法人 その他（人件費等の負担割合）

8 守秘●務の遵守
【法38（秘密を守る義務）・法54（税理士の使用人等の秘密を守る義務）］

(1) 文書又はデータ管理に関するルール等の作成

有 ・無
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(2) 文書管理責任者の設置

有 ・無

(3) 会計法人の専属社員が同居している場合

PCデータも含め、確実に区分されているかどうか

有 ・無

9 関与先数

※42条違反 (0B税理士等の場合）

【法42（業務の制限）・法52（税理士業務の制限）】

関与先届出書・顧問契約書綴り・業務処理簿・売掛帳等で確認する

関与先届出書・使用人報告書の作成手順の確認

関与先件数が、急激に増加又は減少した場合の有無、理由の確認

関与先数が大幅に増減している場合には、理由を記載する

※OB税理士等の場合、離職後 1年以内に離職前の所掌案件に関与した事実の有無

調査日現在

く法人＞

く個人＞

件 (1 / 1以降の増減 件）

件 （内 42条 （離職1年以内の業務制限）違反

件 （内 42条 （離職1年以内の業務制限）違反

件）

件）

※関与先が、給与関係を社会保険労務士に委嘱している場合、年末調整事務や法定調書合計表の作成を
社会保険労務士任せにしていないか？

関与先届出書・使用人報告書の作成手順

33条の2添付状況

く関与先数が大幅に増減した場合の理由＞

94 



10 税理士等による関与先への平均接触頻度

【法37（信用失墜行為の禁止）・法41の2（使用人等に対する監督義務）】

業務処理簿 ・業務日報（日誌）等で確認する

税理士として適正な税理士業務を提供しているか否かの確認

関与先への決算・申告内容の説明は税理士が行っているか確認する（行っていない場合は、必ず

税理士が行うよう指導する ）

接触状況（関与先への連絡や接触時の指導内容等）

税理士：年・月 回程度

担当者 ： 年 ・月 回程度

11 署名の確認 【法33（署名の義務）、施規16（税務書類等への付記）】

事前準備の段階で関与先の申告書等についてサンプル調査を実施し、署名状況を確認しておく

署名は、何時、何処で、誰がどの様に行っているかを確認する

署名 ＇ 
＇ ＇ ＇ ＇ I 
＇ ＇ 押 印 ： 

（必要書類のみ） ： 

どの時点で 何処で 誰がどの様に

※ e-Taxの場合は、送信までの流れ（電子署名用 ICカー ドの管理）を確認

12 税理士等印鑑の保管状況 【法33（署名の義務）】

事務所名のゴム印・署名用の印章・社判等（保管状況を確認）

押印する印章の保管状況の確認

事務所に備え付けてある印章の使途の確認

管理者 保管場所

署名用印章・社判等

鸞子暑名月 ICガード
I¥゚スりート＊

その他（

管理方法等（施錠等状況）
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13 税理士本人の担当業務

【法37（信用失墜行為の禁止）・法41の2（使用人等に対する監督義務）】

税理士が行うべき業務をどの様に処理しているか、具体的に確認する

税理士自らが作成した書類の控え・使用人監督状況を確認する

税理士自らが担当している関与先があるか確認する

担当者事務チェック 申告書の作成 業務請負全般 その他

税理士の出勤（業務）状況が確認できる 書類 （予定表等） 有 無

14 税務代理（調査立会い等）及び税理士証票の提示

【法32（税理士証票の提示）・法37（信用失墜行為の禁止）・法41の2（使用人等に対する監督義務）】

事前に関与先にかかる調査の有無を確認し 、立会い状況を確認する（税理士本人以外が立会いの場合、

署側が税理士貧格のない者に税務代理をさせていないことを確認）

税理士証票の提示を調査時に実施しているか確認する

本 人 【税理士証票の提示 全件 ・ 一部 ・r 破損あり・無•その他】

圧＞ （理由：

証票交換期限 (R

交換期限を徒過した場合の理由

各担当者

その他

15 税務相談

【法36（脱税相談等の禁止）・法37（信用失墜行為の禁止）・法41の2（使用人等に対する監督義務）】

業務処理簿・使用人の事務日誌等で確認する

税務相談には、誰が応じているか（一般的な相談は 、税理士業務には該当しないことに留意する）

使用人が相談した場合の税理士への報告手段、方法の確認

本人

各担当者 （税理士への報告手段・方法及び回答方法）
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16 所属税理士関係

【施規1の2（所属税理士の業務）】

直接受任業務を行う所属税理士を雇用している（過去に雇用した）開業税理士のみ記載する

(1) 開彙税理士に関する事項

イ 所属税理士の直接受任業務に係る承諾

有 無

①承諾方法口書面 口左記以外（ ） 

②承諾時期 口委嘱者毎にあらかじめ承諾 口左記以外（

．承諾継続中 CH.R 年 月～）

・過去に承諾 (H• R 年 月～ H• R 年 月）

③所属税理士と定めたその他の特記事項

有

‘,‘. 

無

ロ 所属税理士からの報告

①所属税理士からの説明確認書面（写し）の提出

有 無

②所属税理士からの業務終了等報告

有 無

Iヽ 守秘纏務【法38（秘密を守る義務）］

①書類保管場所の区分

有 無

②使用する端末の区分

有 無

③その他講じている措置

有 無
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※直接受任業務を行っている（過去に行った）所属税理士のみ記載する

(2) 所属税理士に関する事項

イ 承諾書面の保管

有 無

ロ委嘱者への説明

①委嘱者に対する説明●務事項の説明

有 無

②説明書面及び使用者承諾書面（写し）の委嘱者承諾書面（写し）の委嘱者交付

有 無

③説明書面における所属税理士の暑名押印

有 無

④説明書面（写し）の保管

有

⑤説明確認書面の作成

有

⑥説明確認書面における委嘱者の暑名押印

有

⑦説明確認書面（写し）の使用者提出

有

⑧説明確認書面の保管

有

無

無

無

無

無
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17 事務所内見取図の作成

（別紙により作成：使用人の配席・コンピュータの配置場所等を表示）
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18 コンピュータの種類等

コンピュ ー タの導入•更新の時期、機種、メーカー、備付ソフトの種類等の確認

注文書・売買（リース）契約書等で確認する

設置場所 （事務所内見取図に表示する）

コンピュ ータの機種（メーカー等） ． 導入の時期

業務の ICT化の状況を確認

更新の時期・備付ソフ ト

有 無
・電子帳簿・電子申告・電子納税・テレワーク ・Web会議 ・クラウド利用

19 関与先の帳簿書類の保管状況 【法37（信用失墜行為の禁止）】

帳簿書類の備付・保存義務は納税者にある（帳簿等の預り書等で確認）

法人税法第150条の2（帳簿書類の備付等）・所得税法第148条（青色申告者の帳簿書類）・所得税法第
231の2（事業所得等を有する者の帳簿書類の備付け等）

決算終了後の返還

（理由）

関与先申告書控えの保管

していない （

有（保存年限

年分） している

無

20 税理士業務処理簿の記載・備付 （平成15年4月1日以降は、日税連の全国統一様式）

【法41（帳簿作成の義務）、施規19（税理士業務に関する帳簿の磁気ディスクによる調製方法）】

作成の目的：税理士が事案の全貌と経緯をたえず把握するため

作成期間 ：暦年

保存期間 ：閉鎖後（作成期間の末日）から5年

※東海税理士会報第575号(2008.11.1)「ウォッチング：税理士業務処理簿の作成について」

業務処理簿 T K C (OMS2000) やJDL （サイバー会計マネージャ ーBaSIC) は、システムで作成可能

有 （保存期間 ：

無 （理由等）

く代替書類の記入事項 （統一様式の記入事項と一致しているか）＞

※東海税理士会綱紀監察規則第16条（帳簿作成の義務）：会員は、委嘱された税理士業務に関 して、連合
会が定める標準形式に準拠する帳簿を作成し、保存しなければならない。

一覧番号

業務区分

業務処理状況 内容

処理及び年月日

添付書面

有

有

有

有

有

無

無

無

無

無

税務代理権限証書提出日

担当税理士

氏名

備考

無

無

無

無

．
．
．
．
 

有

有

有

有
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21 報酬金額の基準等【法37（信用失墜行為の禁止）】

請求書・領収書・売掛帳・預金通帳等で確認する

報酬の請求方法から受領までの手順の確認

現金領収がある場合、領収書（使用前後）の保管方法の確認

会計法人と税理士の報酬区分の正当性の確認

(1) 報酬金額

く月額報酬 ＞ く決算報酬＞

匡

厘

匡

く調査立会い報酬＞

報酬金額が多額な関与先（報酬が多額となる業務内容の違いなど）

(2) 請求から受領までの手順

請求書の作成→．．．．．．...............・・・一 送達

決済方法

(3) 不正防止策（現金領収の場合の担当者及び集金後の処理（領収書等の管理）等）
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22 会計帳簿の作成 ［法37（信用失墜行為の禁止）】

入出金伝票・現金出納帳等で確認する

事業資金の出納管理、出納帳の記載等適正処理の検討

自らの申告における適正処理の確認（無申告の場合、理由を記載する ）

く作成している帳簿書類名 ＞

く事務担当者＞

く出納管理者＞

本人 ・ 事務員等

本人 ・ 事務員等 （

．続柄 ）） 

．続柄 ）） 

く監査の方法＞

く無申告の場合の理由＞、

23 支部例会（税理士運絡協議会など）への出席状況

研修受講状況について 、

【法39条の2（研修）】※年間36時間の研修受講の努力義務あり

く出席していない理由 ＞

24 兼業の有無

有

正＞税理士業務以外の事業 ：

無
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関連する会計法人の状況等

業務委託契約書等で確認する 。（ 関与先⇔税理士／関与先⇔会計法人／税理士⇔会計法人 ）

※ H7.12.7日税連綱紀監察部より事務連絡（税理士が主宰する会計法人について）

く会計法人の設立理由＞

く指揮監督権限（法人における税理士の地位） ＞ 

※「主宰税理士は、使用者責任上から、その使用人が当該法人の名で税理士業務を行うことのないよう監

督しなければならない。」

く業務内容＞

く会計法人の事務所の設置及び経費の負担割合（設備、備品関係の所有権の所在） ，＞

※「原則として税理士事務所と同一場所とすべきである。同様の趣旨から、その法人の支店及び営業所は設

置すべきでない。」

く関与先との業務（税理士業務・鴫会計業務）の契約方法＞

※「主宰会計法人は、あくまで税理士事務所の会計業務の下請機関であることを明確にする必要がある。従

って、会計業務は主宰税理士が税理士業務と共に一括して契約したうえで、これを主宰会計法人へ委託

する方式の採用を徹底すべきである。」

税理士一括契約方式 区分契約方式 会計法人一括契約方式

く使用人の雇用関係＞

会計法人だけから給与を支給されている使用人は、税理士業務の補助はできない。

（税理士から給与が支給されていない＝税理士業務の補助をしていない（税理士の使用人に対する監
督義務や税理士の使用人等の秘密を守る義務が課せられない））
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25 犯罪収益移転防止法の遵守状況

(1)顧客のために行う特定受任行為の代理等

r ---:--:--_-----~ -_----.-:_---_-::_ -:--_-------_----_-:-. ------------------. ------------------------------7 ： 宅地または建物の売買に関する行為または手続
： 会社等の設立または合併等に関する行為または手統
200万円を超える現金、預金、有価証券その他の財産の管理・処分 1 

※租税、罰金｀過料等の納付は除く。

※青年後見人等裁判所又は主務官庁により選任される者が職務とじて行う他人の財産の管理処分は除＜ ： 
, ※任意後見契約の締結を除く
-- ---- ---------------------------- --------------------------- ---------------- -----------• 
有・無

(2)本人確認記録の作成・保存

’―--------------------------------------------------------------------------------------―’ 
1 個人

I 運転免許証・健康保険証•国民年金手帳・児童扶養手当証書・母子健康手帳
： 住民基本台帳カード（氏名・住居•生年月日の記載のあるもの）
： 旅券（パスポート）・外国人登録証明書
： その他官公庁から発行された書類等で、氏名、住居、生年月日の記載のあるもの （顔写真のあるもの） ： 
------------------------------------------・-----------------------------------------------,----------------------------------------------------------------------------------------, 
，法人

， 登記事項証明書
， 印鑑登録証明書 （名称、本店または主たる事務所の所在地の記載のあるもの）
： その他官公庁から発行された書類等で、名称、本店または主た る事務所の所在地の記載のあるも

作成： 有 無 ／ 保存 (7年） ： 有 無

(3) 取引記録等の作成・保存

作成：有・無 ／保存 （7年） ：有 ・ 無

26 その他特記事項

次の事項について確認の上、記載する

①税理士事務所（会計法人含む）が HPを開設しているか

②書面添付の添付状況

③過去の指導事項の改善状況

④事務所内のインターネット接続環境の有無→ （有の場合）庁 Hpの利用状況

⑤税理士業務の遂行に影智を及ぼすと認められる事項（例：税理士が病気で長期間入院していた等）

⑥相手からの意見要望等

⑦その他
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事 務所見取り図

L05 



実態石雀言歪1.;,I.ヨ三

税理士法人名：

主たる事務所所在地：

（代表社員名）

従たる事務所所在地：

報員のある公爾薦任状況 ：

その他参考事項 ：

1 登録事項の確認

（令和 年 月 日実施）

【法18（登録）・法20（変更登録）・法48の10（成立の届出等）・法48の13（定款の変更）、施規8（登録事項）】

事務所の看板・名刺 ・請求書等印刷物 ・定款 （法人の場合）等で登録事項と確認する

一 致

不一致 （変更事項）

2 登録地以外の事務所

【法40（事務所の設置）・法48の8（設立の手続）・基通40-1・基通40-2】
税理士法人は、従たる事務所の設置が可能であるが、定款へ絶対記載事項である

事務所とは、税理士業務の本拠をいう

登録地以外の事務所への看板の設置や HP及び契約書等への掲載・記載がないか確認する

有・無

く名称＞ ． 

く所在地＞

く外部に対する表示等 (Hpも含む） ＞ 

無 ・ 有（看板・ビル内表示板・ドア・ポスト•その他 （ ）） 

表示名称（

く業務の内容＞

く使用人の状況＞ 従事者 人 （うち有資格者 人）

参考12
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3 業務請負契約書の作成
【法30（税務代理の権限の明示）・法31（特別の委任を要する事項）、施規15（税務代理権限証書）】

顧問契約書通綴り•関与先別ファイル・代理権限証書 （控）などで確認する

関与先との業務請負契約書の作成の有無を確認

会計法人を主宰する場合、法人・税理士•関与先相互間における業務委嘱契約は適切か？

有 （全 件作成・ 一 部作成）

無 【 委 任状（税務代理権限証書） 有 無】

4 使用人数

【法41の2（使用人等に対する監督義務） ・法48の15（業務の執行方法）・法52（税理士業務の制限）】

出勤簿・給与台帳・業務分担表・組織図等で確認する（事務所内の配席図を作成）

使用人報告書との相違、給与台帳（一人別徴収簿）との整合性の確認

使用人数が大幅に増減している場合には、理由を記載する

男

女

人 （内 有資格者

人 （内 有資格者

※うち登録地以外の事務所

‘
,
/
‘
,
'
‘
 

人

人

人

(1) 社員税理士等

【法48の12（社員の常駐）】

税理士法人の事務所には、その事務所の所在地を含む区域に設立されている税理士会の会員である社

員を常駐させなければならない

氏 名 ！年齢 性別 区分 登録事務所 常駐 在職期間
集務執行

親族状況

： ： 
社員 自 年 月 日

男・女 所属 有・無

至 年月 日

I ： 
社員 自 年 月 日

男・女 所属 有・無

至 年 月 日

I 

社員
自 年月 日

男・女 所属 有・無

至 年月 日

l 

社員
自 年 月 日

男・女 所属 有・無

至年 月 日，

I 

社員
自 年 月 日

男・女 所属 有・無

至 年 月 日

i I 
社員

自 年 月 13 
男・女 所属 有・ 無

至 年 月 日
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(2) 事務員等

氏 名 年齢 性別 担 当 事 務 ：所有する資格の状況等 親族

＇ ＇ 
男・女

＇ ' ＇ ＇ ＇ 
＇ 

； 

， 
男・女 ， 

＇ 
＇ ＇ 

＇ ＇ 
男・女 ＇ ， 

＇ ＇ ＇ ＇ 

男・女

｀ 
男・女

！ ＇ 
’ ＇ 

男・女 ＇ ＇ ＇ ＇ 
＇ ＇ 

！ 

＇ ＇ 
男・女 ＇ ＇ 

＇ ＇ ＇ ＇ ， 

i 

， 
＇ 

男・女
， ， ． ， 
＇ ＇ 

男・女

男・女

く使用人数が大幅に増減した場合の理由＞

※社会保険労務士等、税理士資格では出来ない他の士業を使用人が有する資格で請負っていないか。

税理士法人が社会保険労務士法第2条第1項第1号から第2号までに掲げる事務を行なうことができるのは、

税理士法第2条第1項に規定する業務に付随して行う 場合である

税理士法人が付随業務として行うことができる社会保険労務士法第 2条第 1項第 1号から第 2号までに

掲げる事務は、「租税債務の確定に必要な事務」の範囲内のものである。

社会保険労務士法第 2条第 1項第 1号の 2の業務（提出代行）及び同項第 1号の 3の業務（事務代

理）は、付随業務ではない。
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5 内部管理体制

(1) 内部規律規程等

有（名称 ： ）・無

(2) 事務処理要領等の作成状況

有（名称 ：

(3) 決裁等の記録

有

(4) 社員税理士相互間の牽制方法等

イ 社員税理士による会議等

有（名称 ：

）・無

無

・指示、復命・報告、処理の方法

年・月・週 回程度開催）・ 無

ロ その他社員税理士相互間のチェック方法

(5) 事務所間の連絡方法

(6) 個人番号の取扱規定等

有（名称： ）・無

•安全管理措置の実施状況について、以下の項目を確認する 。

①事務作業・担当者の確認 ②事務所のレイアウト等の確認

③情報システムの管理

・業務契約書の作成・見直し

④担当者への教育・監督

有 無
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6 使用人に対する規定

【法41 の 2 （使用人等に対する監督義務） •48の 1 6 （税理士の権利及び義務等に関する規定の準用） ・

54（税理士の使用人等の秘密を守る義務）】

使用人には、雇用関係の有無に関わらず、使用人と同様に税理士の支配関係が及ぷものすべての者

（家族従業員等を含む）をいう

使用人等が税理士に関する法令に違反する行為を行わないよう監督義務がある

使用人の履歴書・服務規程（就業規則・服務規則） ・業務の司令等命令簿・出勤簿等で確認する

(1) 服務規程等

有

・ 勤務を要する日

・勤務時間

・ 休暇 （規定） 有 （年間

，（届出・管理方法等）

(2)使用人監督のための書類 （復命書 ・事務日誌の作成など）

～ 

～ 

日） 無

有

出勤簿（タイムカード）

事務日誌

出張事績簿

(3) 使用人を監督する体制整備

社員相互で使用人を監督する体制が整備されているか

有

内容：

(4) 対面以外の方法での使用人監査方法

有

使用人等と委嘱者等とのウェブ会議への参加

システムログの確認

その他

無

無

無

無

(5) 使用人が税務書類を作成する場合の指導監督方法

監査等（事実確認できる書類は？） →・・・・ ・・・・・ ・・ → 清書 → 提出
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(6) 使用人に対する研修状況（改正税法・にせ税理士行為等）

事務所内 外部

(7) 親族の従事状況

給与台帳・業務日誌等で確認する （使用人と同様の権利義務が課されている）

(8) 給与の支払い状況

① 基本給・諸手当等の基準及び計算方法

基準額等の変更 有 （

給与事務担当者

年 月）

本人 ・・ 事務員等（

無

②基準から見て支給額が過大な者とその理由

③歩合制等の場合：対象者と理由 （使用人の立場を装ったにせ税理士行為の有無を確認）

7 使用人の源泉徴収（税理士が会計法人を主宰している場合）

使用人の業務日誌・給与台帳等で確認する

税理士が会計法人を主宰している場合、使用人が従事する事務内容により、給与負担を税理士たる

個人と会計法人で分担すべき場合が生じる

税理士事務所 ・ 会計法人 ・ その他（人件費等の負担割合）

8 守秘●務の遵守
【法38（秘密を守る義務）・法54（税理士の使用人等の秘密を守る義務）】

(1)文書又はデータ管理に関するルール等の作成

有

(2) 文書管理責任者の設置

有

・無

・無
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(3) 会計法人の専属職員が同事務所に勤務している場合

PCデータも含め、確実に区分されているかどうか

有 ・無

9 関与先数

※内42条違反 (0B税理士等の場合）

【法42（業務の制限）・法52（税理士業務の制限）】

関与先届出書・顧問契約書綴り ・業務処理簿・売掛帳等で確認する

関与先届出書・使用人報告書の作成手順の確認

関与先件数が、急激に増加又は減少した場合の有無、理由の確認

関与先数が大幅に増減している場合には、理由を記載する

※OB税理士等が勤務している場合、離職後 1年以内に離職前の所掌案件に関与した事実の有無

調査日現在

く法人＞

く個人＞

件 (1 / 1以降の増減 件）

件 （内 42条（離職1年以内の業務制限）違反

件 （内 42条（離職1年以内の業務制限）違反

件）

件）

※関与先が鋤給与関係を社会保険労務士に委嘱 している場合 、年末調整事務や法定調書合計表の作成を
社会保険労務士任せに していないか？

関与先届出書・使用人報告書の作成手順

く関与先数が大幅に増減した場合の理由＞

10 代表社員税理士等による関与先への平均接触頻度

【法37（信用失墜行為の禁止）・法41の2（使用人等に対する監督義務）】

業務処理簿・業務日報（日誌）等で確認する

税理士として適正な税理士業務を提供しているか否かの確認

関与先への決算・申告内容の説明は税理士が行っているか確認する（行っていない場合は、必ず

税理士が行うよう指導する ）

接触状況（関与先への連絡や接触時の指導内容等）

代表社員税理士： 年 月 回程度
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担当税理士：年

担当事務員等 ： 年

月 回程度

月 回程度

11 署名の確認 【法33（署名の義務）、施規16（税務書類等への付記）】

事前準備の段階で関与先の申告書等についてサンプル調査を実施し、署名状況を確認しておく

署名は、何時、何処で、誰がどの様に行っているかを確認する

どの時点で 何処 で 誰がどの様に

署名

＇ 
押印 i 

（必要書類のみ）： 
＇ 

※ e-Taxの場合は、送信までの流れ（電子署名用 rCカードの管理）を確認

12 税理士等印鑑の保管状況 【法33（署名の義務）］

事務所名のゴム印・署名用の印章 ・社判等（保管状況を確認）

押印する印章の保管状況の確認

事務所に備え付けてある印章の使途の確認

管理者 保管場所 管理方法等（施錠等状況）

署名用印章・社判等

電子署名用 ICカード

その他（

13 担当税理士の業務

［法 37 （信用失墜行為の禁止） • 41 の 2 （使用人等に対する監督義務）】

税理士が行うべき業務をどの様に処理しているか、具体的に確認する

税理士自らが作成した書類の控え・使用人監督状況を確認する

担当者事務チェック 申告書の作成 業務請負全般 その他

税理士の出勤（業務）状況が確認できる書類（予定表等） 有 無
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14 税務代理（調査立会い等）及び税理士証票の提示

【法32（税理士証票の提示）・法37（信用失墜行為の禁止）・41の2（使用人等に対する監督義務）］

事前に関与先にかかる調査の有無を確認し、立会い状況を確認する（税理士本人以外が立会いの

場合、署側が税理士資格のない者に税務代理をさせていない ことを確認）

税理士証票の提示を調査時に実施しているか確認する

担当税理士【税理士証票の提示 全件 ・ 一 部・無•その他】

匡 （理由：

その他

15 税務相談

【法 36 （脱税相談等の禁止）・ 37（信用失墜行為の禁止 ） • 41 の 2 （使用人等に対する監督義務 ）】

業務処理簿・使用人の事務日誌当で確認する

税務相談には、誰が応じているか（一般的な相談は、税理士業務には該当しないことに留意する ）

使用人が相談 した場合の税理士への報告手段、方法の確認

本 人

各担 当者 （税理士への報告手段 ・方法及び回答方法）

16 業務の範囲

【法48の5（業務の範囲）、施規21（業務の範囲）】

税務相談 ・ 税務代理 • 税務書類の作成

財務書類の作成【定款への記載 ： 有 ・ 無】

会計帳簿の記帳代行【定款への記載 ： 有

その他 （ ）【定款への記載

法 2②の業務その他これに準ずる業務か

無】

有 無 】

是 非

17 社員税理士の競業

【法48の14（社員の競業の禁止）】

特に、会計業務を行う税理士法人の社員税理士が、自己や他の法人のために会計業務をおこなってい

ないか確認する

有

無

（氏名 業務内容
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18 所属税理士関係

【施規1の2（所属税理士の業務）］

直接受任業務を行う所属税理士を雇用している（過去に雇用した）税理士法人のみ記載する

(1) 税理士法人に関する事項

イ 所属税理士の直接受任業務に係る承諾

有 無

①承諾方法口書面 口左記以外（ ）
 

②承諾時期 □委嘱者毎にあらかじめ承諾 口左記以外（

．承諾継続中 (H• R 年 月～）

・過去に承諾 (H• R 年 月～ H• R 年 月）

③所属税理士と定めたその他の特記事項

‘,‘ 

有 無

口 所属税理士からの報告

①所属税理士からの説明確認書面（写し）の提出

有 無

②所属税理士からの集務終了等報告

有 無

ヽヽ 守秘●務【法38（秘密を守る義務）】

①書類保管場所の区分

有 無

②使用する端末の区分

有 無

③その他講じている措置

有 無
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※直接受任業務を行っている（過去に行った）所属税理士のみ記載する

(2) 所属税理士に関する事項

イ 承諾書面の保管

有

ロ 委嘱者への説明

①委嘱者に対する説明●務事項の説明

有

無

無

②説明書面及び使用者承諾書面（写し）の委嘱者承諾書面（写し）の委嘱者交付

有 無

③説明書面における所属税理士の暑名押印

有

④説明書面（写し）の保管

有

⑤説明確認書面の作成

有

⑥説明確認書面における委嘱者の署名押印

有

⑦説明確認書面（写し）の使用者提出

有

⑧説明確認書面の保管

有

無

無

無

無

無

無
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19 事務所内見取図の作成

（別紙により作成：使用人の配席・コンピュータの配置場所等を表示）
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20 コンピュータの種類等

コンピュータの導入・更新の時期、機種、メ ーカー、 備付ソフトの種類等の確認

注文書 ・売買（リース）契約書等で確認する

設置場 所 （事務所内見取図に表示する）

コンピュータの機種 （メーカー等） ． 導入の時期
業務の ICT化の状況を確認

更新の時期・備付ソフト

有 無

・電子帳簿・電子申告 ・電子納税・テ レワーク・ Web会議・クラウ ド利用

21 関与先の帳簿書類の保管状況 【法37（信用失墜行為の禁止）】

帳簿書類の備付・保存義務は納税者にある（帳簿等の預り書等で確認）

法人税法第150条の2（帳簿書類の備付等）・所得税法第148条 （青色申告者の帳簿書類） ・所得税
法第231の2（事業所得等を有する者の帳簿書類の備付け等）

決算終了後の返還

（理由）

関与先申告書控えの保管

して いない（ 年分） している

有 （保存年限 無

22 税理士業務処理簿の記載・備付 （平成15年4月1日以降は、日税連の全国統一様式）

【法41（帳簿作成の義務）・48の16（税理士の権利及び義務等に関する規定の準用）、施規19（税理
士業務に関する帳簿の磁気ディスクによる調製方法）】

税理士法人（従たる事務所の場合は当該事務所）として作成する

作成の目的：税理士が事案の全貌と経緯をたえず把握するため

作成期間 ：事業年度

保存期間 ：閉鎖後（作成期間の末日）から5年

※東海税理士会報第575号(2008.11.1)「ウォッチング：税理士業務処理簿の作成について」

業務処理簿 T K C (OMS2000) やJD L （サイバー会計マネージャ＿Basic) は｀システムで作成可能

有 （保存期間 ： ） 

無 （理由等）

く代替書類の記入事項（統一様式の記入事項と一致しているか）＞

※東海税理士会網紀監察規則第16条（帳簿作成の義務）：会員は、委嘱された税理士業務に
関して、連合会が定める標準形式に準拠する帳簿を作成し、保存しなければならない。

一覧番号 有・無 ： 税務代理権限証書提出日 有・無

業務区分

業務処理状況 内容

処理及び年月日

添付書面

有

有

有

有

無

無

無

無

担当税理士 社員 ・所属

氏名

備考

無

無

無

．
．
．
 

有

有

有
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23 報酬金額の基準等【法37（信用失墜行為の禁止）】

請求書・領収書・売掛帳・預金通帳等で確認する

報酬の請求方法から受領までの手順の確認

現金領収がある場合、領収書（使用前後）の保管方法の確認

会計法人と税理士の報酬区分の正当性の確認

(1) 報酬金額

く月額報酬＞ く決算報酬＞

匡

厘

直

く調査立会い報酬＞

報酬金額が多額な関与先（報酬が多額となる業務内容の違いなど）

(2) 請求から受領までの手順

請求書の作成→．

決済方法

・→ 送達

(3) 不正防止策（現金領収の場合の担当者及び集金後の処理（領収書等の管理） 等）
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24 会計帳簿の作成 【法37（信用失墜行為の禁止）】

入出金伝票・現金出納帳等で確認する

事業資金の出納管理、出納帳の記載等適正処理の検討

自らの申告における適正処理の確認（無申告の場合、理由を記載する）

く作成している帳簿書類名＞

く事務担当者＞

く出納管理者＞

く監査の方法＞

代表社員 ・ 事務員等 （

代表社員 • 事務員等（

．続柄

．続柄 ‘,‘、

く無申告の場合の理由＞

く経営管理者＞

く人事管理者＞

代表社員 • その他の社員 ・ その他 （

代表社員 ・ その他の社員 ・ その他（

‘,'° 

25 支部例会（税理士運絡協議会など）等への出席状況

研修受講状況について、

【法39条の2（研修）】※年間36時間の研修受講の努力義務あり

く出席 していない理由 ＞
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26 関運する会計法人の状況等

業務委託契約書等で確認する 。（関与先⇔税理士／関与先⇔会計法人／税理士⇔会計法人 ）

※ H7.12.7 日税連綱紀監察部より事務連絡（税理士が主宰する会計法人について）

く会計法人の設立理由 ＞

く指揮監督権限（法人における税理士の地位） ＞ 

※「主宰税理士は、使用者責任上から、その使用人が当該法人の名で税理士業務を行うことの

ないよう監督しなければならない。 」

く業務内容＞

く会計法人の事務所の設置及び経費の負担割合（設備、備品関係の所有権の所在） ＞ 

※「原則として税理士事務所と同一場所とすべきである。同様の趣旨から、その法人の支店及び

営業所は設置すべきでない。」

く関与先との業務（税理士業務・会計業務）の契約方法＞

※「主宰会計法人は、あくまで税理士事務所の会計業務の下請機関であることを明確にする必要

がある。従って、会計業務は主宰税理士が税理士業務と共に一括して契約したうえで、これを主

宰会計法人へ委託する方式の採用を徹底すべきである。」

税理士一括契約方式 区分契約方式 会計法人一括契約方式

く使用人の雇用関係＞

会計法人だけから給与を支給されている使用人は、税理士業務の補助はできない。

（税理士法人から給与が支給されていない＝税理士業務の補助をしていない （税理土の使用人に

対する監督義務や税理士の使用人等の秘密を守る義務が課せられない））
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27 犯罪収益移転防止法の遵守状況

(1) 顧客のために行う特定受任行為の代理等

I -- -'."-:'." -.- "'. - -.-_-. -.:-- - -.-=----_:_ -:--_-'." -°'. -'." -.--:--_-.-. ------------------------------------------------7 
宅地または建物の売買に関する行為または手続

会社等の設立または合併等に関する行為または手続

200万円を超える現金、預金、有価証券その他の財産の管理・処分 I 

※租税、罰金、過料等の納付は除く。

※青年後見人等裁判所又は主務官庁により選任される者が職務として行う他人の財産の管理処分は除く

※任意後見契約の締結を除く
＇ ＇ 

---------------------------------------------------------------------------------------_ ! 
有 ・ 無

(2) 本人確認記録の作成 ・保存

・-=--:-------------------------------------------------------------------------------------, 
，個人 ， 
I... - I 

＇ ： 運転免許証・健康保険証・国民年金手帳・児童扶養手当証書・母子健康手帳
： 住民基本台帳カード（氏名・住居•生年月日の記載のあるもの）
： 旅券（パスポート）・外国人登録証明書
： その他官公庁から発行された書類等で、氏名、住居、生年月日の記載のあるもの （顔写真のあるもの）
,_ ---------------------------------------------------------------------------------------_: ,----------------------------------------------------------------------------------------., 
，法人

， 登記事項証明書
， 印鑑登録証明書 （名称、本店または主たる事務所の所在地の記載のあるもの）
： その他官公庁から発行された書類等で、名称、本店または主たる事務所の所在地の記載のあるも
~----------------------- ------------------ ------- ---- ----------- -------------- ---- -- -----· 

作成： 有 無 ／ 保存 (7年） ： 有 無

(3)取引記録等の作成・保存

作成： 有 • 無 ／保存 （7年 ）： 有 ・ 無

28その他特記事項

次の事項について確認の上、記載する

①税理土法人（会計法人含む）が HPを開設しているか

②書面添付の添付状況

③過去の指導事項の改善状況

④事務所内のインターネッ ト接続環境の有無→ （有の場合）庁 HPの利用状況

⑤税理士業務の遂行に影響を及ぽすと認められる事項（例：税理士が病気で長期間入院していた等）

⑥相手からの意見要望等

⑦その他
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事務所見取り図
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参考13

～名古屋国税局からのお知らせ～ 令和6年6月

税理士法違反とならないために
～税理士の皆様へ～

平素から税務行政全般にわたり深いご理解と多大なご協力をいただき誠にあり

がとうございます。

皆様は、税理士法第1条の公共的使命に基づいて、申告納税制度の円滑な運

営に重要な役割を果たしておられます。

しかしながら、一部の税理士等の税理士法違反行為により、毎年、財務大臣に

よる懲戒処分等が相当数行われております。

皆様が、税理士法違反とならないためには、税理士法の内容を正しく理解して

いただくことが必要です。

そこで、皆様が税理士法違反とならないよう、税理士法の内容を正しく理解して

いただくために、国税庁では、「税理士制度のQ&A」など、税理士法に関する情報

をホームページに掲載しております。

どのような行為が税理士法違反に該当することとなるのか、具体的な事例を多

数掲載していますので、是非一度ご確認いただきますようお願いいたします。

（参考 1)税理士法第 1条（税理士の使命）

税理士は、税務に関する専門家として、独立した公正な立場において、 申告納

税制度の理念にそって、納税義務者の信頼にこたえ、租税に関する法令に規定さ

れた納税義務の適正な実現を図ることを使命とする。

（参考2)税理士・税理士法人に対する懲戒処分等の件数

ロ：了I元年口」 2年度221 3年度211 4年度131 5年度381
、
-1一ニ――――-、＇ 

.1.,.,•1.I.I ヽ

国税庁ホームページ掲載の税理士法に関する情報 } •一 ・ 一 • 一 • 一 ・‘ · 、

税理士法
・税理士法基本通達
・税理士制度のQ&A
税理士・税理士法人に対する懲戒処分等の考え方 など
（平成27年3月31日以前にした不正行為に係る懲戒処分等に適用：財務省告示第 104号）

（平成27年4月1日から令和5年3月31日までにした不正行為に係る懲戒処分等に適用：財務省告示第35号）

（令和5年4月1日以後にした不正行為に係る懲戒処分等に適用：財務省告示第49号）

＇ ヽ．ー ・ ー ・ ー・ー・一・一・ 一 ・ー・一 ・ ー・一・ー・一・ー・一・一 ・ 一・ー・一 • 一·-·ー・一 ・ ー ・ ー・ー・ー・一・ー・一・ー・ー ・ 一・ー・一 ・ ー・ー ・ ー ・ ー ・ 一•一・一 • 一・一•一・一•一•一・ー・ー・ー ・ ー・一・ー・一

拿国税局・税務署 玉正互豆函：
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懲戒処分の対象となる税理士法違反行為の具体事例

～税理士制度のQ&A（抜粋） ～ 

国税庁ホームページに掲載されている「税理士制度のQ&A」では、Q&A形式により、以下

のような具体的な事例を多数紹介し、説明していますので、是非一度ご確認いただきますよう

お願いいたします。
ー ・ ー・ー・ー・一·ー ・ 一・一・ー・一・ー ・ ー・ー ・ 一 ・ 一•一・ー・ー・一・一・ー ・ 一 ・ 一•一 ・ ー ・ ー ・ 一 ・ ー ・ 一 ・ ー ・ 一・ー・一 • 一 ・ ー ・ 一 ・ ー ・ 一 ・ 一·ー・ー・一 ・ 一 ・ 一 ・ 一 ・ 一・ー・一 ・ 1

i ◎故意に不真正の税務書類を作成した場合（税理士法第45条第1項該当）

j 税理士甲は、関与先乙の所得税及び消費税の確定申告に当たり、乙から自身には多額の借金が

あり税金を納めることができないので何とかしてほしい旨の依頼を受け、いずれ修正申告をしなければ

ならないことを乙に説明した上で当年分に計上すべき売上金額であると認識しながらその売上金額を

翌年分に計上することにより、所得金額等を不正に圧縮した真正の事実に反する申告書を作成した。

（問6-13事例6参照）

【解説】

税理士甲は、関与先からの依頼の有無に関わらず、当年分に計上すべき売上金額であることを認

識しながら、自らその売上金額を当年分の申告から除外して申告書を作成したことから、「故意に真正

の事実に反して税務書類の作成をした場合」に該当します。

【量定】

税理士の責任の問い得る不正所得金額等の額に応じて、 6月以上2年以内の税理士業務の停止；

又は税理士業務の禁止となります。

ー・ー・一•一・一・ー・一•一・ー・ー・一・ー・一・一•一•一・一•一・一·ー・一・ー・ー・一・一・ー・一・ー・一・ー・ー・一•一・ー・一・ー・一・一・ー・ー・一·-.一・ー・ー・一・一・・嶋

◎多額かつ反職業倫理的な自己申告漏れをした場合（税理士法第37条違反、第46条該当） i 

税理士甲は、自己の所得税及び消費税の確定申告に当たり、申告義務があることを認識していた

にもかかわらず、関与先の増加に伴い業務多忙となったことや確定申告しても税金が還付となると見

込まれたことを理由に、連年法定申告期限までに確定申告書を提出せずに多額の申告漏れ所得金額

を生じさせた。

なお、甲は、過去にも連年法定申告期限までに確定申告書を提出していなかったため、税務署か

ら申告書を提出するよう指導されていた。（問6-17事例 12参照）

【解説】

税理士甲は、「税務に関する専門家」であるにも関わらず、自己の所得金額等について連年無申告

であり、その結果として多額の申告濡れ所得金額等を生じさせたことから、信用失墜行為（多額かつ反

職業倫理的な自己申告漏れ）に該当します。

上記の無申告とは、申告義務があるにも関わらず、申告しなかった場合が該当します。したがって、

還付申告であっても、所得税法等の一部を改正する法律（令和3年法律第 11号）による改正前の所

得税法第 120条（確定所得申告）の規定に該当するときは確定申告が必要となることに留意が必要

です。

【量定】

申告漏れ所得金額等の額に応じて、戒告又は2年以内の税理士業務の停止となります。
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様式 13-1 

1 犯罪収益移転防止法における税理士の責務 •• 
参：こ

〇 犯罪収益移転防止法により、税理土等には、税理土として行う特定の業務について、顧客の本人

確認、本人確認記録の作成・保存、取引記録の作成・保存の義務が課せられています。

〇 犯罪収益移転防止法の適用関係は以下のとおりです。
0-----―̀‘̀ 

NO※1 , 

→ 

↓YES 

NO※2 

→ 

犯罪収益

移転防止法

の適用なし

‘、、
ヽ・-----------------------

3
 
※
 s
 

E
 
Y
 
ー
t

／犯罪収益移転防止法の適用あり 税理士の義務

↓
 

＼ 

‘̀ 

※1 0税理士の立揚と関係なく、私的に行う業務（例：自身が居住するマンジョンの管理組合が有する現金の管理）
〇税理土業務の顧客ではない者のために行う業務（例：親族の相続財産の管理）

※2 0政省令により除外されている業務
イ）租税の納付についての代理・代行

ロ）成年後見人としての業務

ハ）財産の管理又は処分のうち、財産価額が200万円以下の取引
〇特定受任行為の代理等に該当しない業務の例
イ）顧客の代理又は代行ではない業務（例：税務相談のみを行う揚合）

ロ）法人の機関として行う業務（例：会計参与、取締役、監査役等として行う業務）

※3 0特定受任行為の代理等に該当する業務の例
イ）顧客に代理して行う不動産の売買

□)会社の合併比率算定書の作成
ハ）顧客の相続財産の管理

※4 記録を作成するための様式【ヒナ型】は、日本税理士会連合会ホームページ（会員専用ページ）に掲載
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参考様式4-1

00 00 様

連絡依頼について（依頼）

0署第00号

令和0年0月0日

00 税務署長

参考17

平素は、税務行政に格別の御理解・御協力を賜り、厚く御礼申し上げます。

さて、あなたが税理士法（昭和26年法律第237号）に基づき行っている業務

内容について、税理士業務の適正な運営の確保のため、事務所に伺って確認した

いと考えております。

つきましては、確認に伺う日程調整のため、令和0年0月0日(0)までに、下

記担当者までご連絡していただきますよう、お願いします。

なお、下記担当者が不在の場合、こちらから再度連絡いたしますので、連絡先

などを電話対応者にお伝えください。

※ 担当者に御連絡いただく際は、税務署の電話番号におかけ

いただいた後、自動音声案内にしたがって、「2」を選択し

てください。

連絡先 ：00税務署

（代 00-0000-0000

内線0000（担当：00)

この文 書 による連絡依頼の 責 任者は、表記の税務署長です。
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参考様式4-2

00 00 様

連絡依頼について（依頼）

0署第00号

令和0年0月0日

00 税務署長

平素は、税務行政に格別の御理解・御協力を賜り、厚く御礼申し上げます。

さて、あなたが税理士法（昭和 26年法律第 237号）に基づき行っている業務

内容について、税理士業務の適正な運営の確保のため、事務所に伺って確認した

いと考えております。

そのため、伺う日程を調整したく、本日、午00時00分頃にお伺いしました

が、ご不在のためお会いできませんでした。

つきましては、確認に伺う日程調整のため、令和0年0月0日(0)までに、下

記担当者までご連絡していただきますよう、お願いします。

なお、下記担当者が不在の場合、こちらから再度連絡いたしますので、連絡先

などを電話対応者にお伝えください。

※ 担当者に御連絡いただく際は、税務署の電話番号におかけ

いただいた後、自動音声案内にしたがって、「2」を選択し

てください。

連絡先： 00税務署

（代 00-0000-0000

内線0.00 0（担当： 00)

参考18

この文書による連絡依頼の責任者は、表記の税務署長です。
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参考19
税理士法第52条違反行為の確認調査表（令和 年 月 日）

＇ 者
氏名

| 

確認対象者 l住所（納税地）

確認内 容 等

上記以外（口住・ロ事）

職業（屋号）

生年月日 I昭和 年 月 日生（ 歳）
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様式4-5

［＿＿ 参考20

・ 年 月タ

調査事績書（署用）

署（ 調査事案) |※支援又は署を記載

決裁年月日 署 長 副署長 総務課長 税理士専門官 ，担当者

． ． 

調査着手年月日 ． ． 現在までの調査日数 1 日

（税理士等番号 ： ） 事務所等所在地

調

査

対 -----------------------------------------------------------

象
口開業 口社員 □所属 □5 2条二金全 上記以外（口住・ロ事）

者
口税理士法人口他（ ） 
-----------------------------------------------------------

会 支部所属

【 非違の有無 有（法第 条） 無】

非廷、ニ

等
の
概
要

処理案

処 --------------------------------------・-----------------------------------------------------------------------------
理 理由等
方

針

事税
開催日

］ 案理 ． ． 
検士
討等 （決定事項）

会塁

【 処理年月 日 ． ． 】
処
理
て
ん
末

税理士法違反行為等報告書の作成の有無 l 有（ 記号番号 ） ． 価J‘‘‘ 

整
【 局連絡年月 日 ． ． 】

理
欄
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参考様式6-1

00 00 様

連絡依頼について（依頼）

0署第00号

令和0年0月0日

00 税務署長

平素は、税務行政に格別の御理解・御協力を賜り、厚く御礼申し上げます。

さて、あなたが行っている業務内容について、税理士業務の適正な運営の確保

のため、確認したいと考えております。

つきましては、日程調整のため、令和0年0月0日(O)までに、下記担当者ま

でご連絡していただきますよう、お願いします。

なお、下記担当者が不在の場合、こちらから再度連絡いたしますので、連絡先

などを電話対応者にお伝えください。

※ 担当者に御連絡いただく際は、税務署の電話番号におかけ

いただいた後、自動音声案内にしたがって、「2」を選択し

てください。

連絡先 ：00税務署

（代 00-0000-0000

内線0000（担当：00)

参考21

この文書による連絡依頼の 責 任者は、表記の税務署長です。
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参考様式6-2

00 00 様

連絡依頼について（依頼）

0署第00号

令和0年0月0日

00 税務署長

平素は、税務行政に格別の御理解・御協力を賜り、厚く御礼申し上げます。

さて、あなたが行っている業務内容について、税理士業務の適正な運営の確保

のため、確認したいと考えております。

そのため、日程を調整したく、本日、午00時00分頃にお伺いしましたが、

ご不在のためお会いできませんでした。

つきましては、日程調整のため、令和0年0月0日(0)までに、下記担当者ま

でご連絡していただきますよう、お願いします。

なお、下記担当者が不在の場合、こちらから再度連絡いたしますので、連絡先

などを電話対応者にお伝えください。

※ 担当者に御連絡いただく際は、税務署の電話番号におかけ

いただいた後、自動音声案内にしたがって、「2」を選択し

てください。

連絡先： 00税務署

（ffl 00-0000-0000 

内線0000（担当：00)

参考22

この文書による連絡依頼の 責 任者は、表記の税務署長です。
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参考23

様式4-7

調査事績書付表（調査経過記録書）

（調査対象税理士等 ：

復

I 
年月日 1麿誌繋

命 事 項
L ー

調 査事項・応接状況等

等

、
~

項

圧

者
‘,'‘
 

即

認

事

頃

渾

示

示

示揺

指

指

r
—
し

様式ー23
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参考24

本文へ English 読み上げ文字拡大使用方法 利用者別に調べる サイトマッブ

音声読み上げツール起動

卒／法金登／その他法令解釈に関する情報

／ 「退職職員に対する税理土業務の制限について（税理土法第42条に関する運用上の留意事項） 」の送付について（情報）

総務課情報l第2号l平成22年6月9日l国税庁
総務課

「退職職員に対する税理士業務の制限について（税理士法第42条に関す
る運用上の留意事項）」の送付について（情報）

標題のことについては、税理士法第42条（（業務の制限》に関する運用上の留意事項を別添 (PDF/399KB)のとおり取りまとめ

たので、執務の参考とされたい。

麗 ~l."lllAD、II'· PDF形式のファイルをご覧いただく場合には、 AdobeReadeヴ必要です． AdobeReaderをお持ちでない方は、 Adobe成ウンロードサイトからダウ

J ンロードしてください。

ホーム ／法令等 ／

/ I ,, I I 

税の情報・手続・用紙

•税について調べる

・申告手続・用紙

・納税・納税証明書手続

•税理士に関する情報

•お酒に関する情報

•税の学習コーナー

刊行物等

・パンフレット・手引

4 £1,1妍

"I;:·•'• 

・インターネット町且「Web-TAX-TV」

・出版物

・統計情報

•点字広報誌「私たちの税金」

法令等

•税法 (e-Govの「e-Gov法令検索」ヘリンク）

•法令解釈通達

•その他法令解釈に関する情報

• 事務運営指針

•国税庁告示

•文書回答事例

このページの先頭へ

W11f 1: 弔42条に関する逗用上の留怠事項）」の送付につし l'h' ~f 
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（別添）

退職職員に対する税理士業務の制限について

（税理士法第42条に関する運用上の留意事項）
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序文

職員が退職時の地位や縁故を利用して退職後の顧客等の開拓を図るなどといったことは、税理

士業界の秩序に少なからぬ混乱を招くほか、本人の在職中の公務の執行について社会一般から無

用の疑念を持たれかねないこと、ひいては税務行政に対する国民、納税者の信頼を損ないかねな

いことから厳に慎むべき行為である。

この「総務課情報」は、上述の（元）公務員として当然に慎むべき行為とは別に、特に退職後に

税理士となる者においては税理土法第 42条《業務の制限》の規定についても十分に注意する必要

があることを注意喚起し、当庁における運用上の取扱いを解説するものである。
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通 税理士法基本通達（平成 14年3月26日付官総6-llほか1課共同）

告示 財務省告示第 104号（平成20年3月31日）

局 国税局及び沖縄国税事務所

署 税務署

統括徴収官 統括国税徴収官

統括調査官 統括国税調査官

144 



（業務の制限）

第42条 国税又は地方税に関する行政事務に従事していた国又は地方公

共団体の公務員で税理士となったものは、離職後 1年間は、その離職

前1年内に占めていた職の所掌に属すべき事件について税理士業務を

行ってはならない。但し、国税庁長官の承認を受けた者については、

この限りでない。

1 制度の概要

退職した税務職員（以下「退職職員」という。）が税理士となった場合には、法第42条《業

務の制限》の規定により、離職前 1年内の職の所掌に属すべき納税者に係る案件に対しては、

離職後 1年間について税理士業務（①税務代理、②税務書類の作成及び③税務相談）を行うこ

とが制限されている。

なお、法第 42条の違反者には、税理士法上の懲戒処分（①1年以内の税理士業務の停止又は
②税理士業務の禁止）や、罰則規定（ 1年以下の懲役又は 100万円以下の罰金）が適用される

（法44、46、60-、告示II•第 1 • 2 (6))。

〔参考〕法第42条の適用関係図

公務員としての身分関係

時の

経過

-1 -

私人としての身分関係

1三
｛・・・にI 
【制限期間】
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2 法第42条の趣旨

税務職員を退職して税理士となった者が、退職時の地位縁故を利用して不当に業務の拡張を

図るといったことがある場合には、税理士業界内部の秩序に少なからざる混乱を招くことが懸

念されるほか、税務官公署（税関官署を除き、国税不服審判所を含む。以下同じ。）に在職中に

おける公務の執行についてそれが公正に行われていたとしても、社会一般から無用の疑惑をも

たれないとも限らない。

一方、税理士業務といえども、納税義務の適正な実現という観点からの制約は別として、や

はり一の職業であるのであるから、厳正に公務を執行してきた退職職員に対して余りに厳しい

制限を設けることは適当でない。

このような趣旨から、離職後 1年間に限って税理士業務を制限することとされたものである。

なお、懲戒免職となった税務職員に対しては、税理士試験の免除要件を備えていても処分の

日から 3年間は税理士となる資格を有しないこととされている（法4八）。

3 法第42条の適用対象者

法第 42条は、「国税又は地方税に関する行政事務に従事していた国又は地方公共団体の公務

員で税理士となったもの」と規定していることから、国税庁、国税局（沖縄国税事務所を含む。）

及び税務署の退職職員のほか、国税不服審判所（支部を含む。）及び税務大学校（地方研修所を

含む。）の退職職員で税理士となった者も対象となる；

また、退職職員の退職時における地位に関係なく、再任用職員や一般職の任期付職員の採用

及び給与の特例に関する法律（平成 12年法律第 125号）に基づき採用された任期付職員で退職

して税理士となった退職職員も、法第 42条の適用対象者に該当する。

なお、再任用職員にあっては、法第 42条に規定する「離職前 1年内」は、定年退職前ではな

く、再任用終了前の 1年間で判定する。

4 制限の対象となる税理士業務

税理士業務とは、租税に関し、法第2条第1項第 1号から第3号に掲げる事務を行うことを

業とする場合の当該事務（次の（ 1)から（3)に掲げる事務）をいう（法2①)。この場合、

「業とする」とは、同項各号に掲げる事務を反復継続して行い、又は反復継続して行う意思を

もって行うことをいい、必ずしも有償であることを要しないものとする（通 2-1)。

なお、「租税」のうち、印紙税、登録免許税、自動車重量税、電源開発促進税、関税、とん税、

特別とん税及び狩猟税、並びに地方税法に規定する法定外普通税及び法定外目的税は、税理士

業務の範囲から除くものとされている（法2①、令 1)。

(1)税務代理

「税務代理」とは、税務官公署に対する申告等につき、又は当該申告等若しくは税務官公

署の調査若しくは処分に関し税務官公署に対してする主張若しくは陳述につき、代理し、又

は代行することをいう（法2①-)。

なお、［税務代理」には、分納、納税の猶予等に関し税務官公署に対してする陳述につき、

代理することが含まれる（通2-3)。
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（注） 1 「申告等」とは、税務官公署に対する租税に関する法令若しくは行政不服審査法

（昭和 37年法律第 160号）の規定に基づく申告、申請、請求若しくは不服申立て（こ

れらに準ずるものとして政令で定める行為を含むものとし、酒税法（昭和 28年法律

第6号）第2章の規定に係る申告、申請及び不服申立てを除く。）をいう（法2①-)。

2 「代理Jとは、代理人の権限内において依頼人のためにすることを示して法第2

条第1項第1号に規定する事項を行うことをいい、同号に規定する「代行」には、

事実の解明、陳述等の事実行為を含むものとする（通 2-4)。

(2)税務書類の作成

「税務書類の作成」とは、税務官公署に対する申告等に係る申告書、申請書、請求書、不

服申立書その他租税に関する法令の規定に基づき、作成し、かつ、税務官公署に提出する書

類（その作成に代わる電磁的記録を含む。以下同じ。）で財務省令で定めるもの（以下「申告

書等」という。）を作成することをいう（法2①二）。

（注） 1 「電磁的記録」とは、電子的方式、磁気的方式その他の人の知覚によっては認識

することができない方式で作られる記録であって、電子計算機による情報処理の用

に供されるものをいう（法2①二）。

2 「作成する」とは、申告書等を自己の判断に基づいて作成することをいい、単な

る代書は含まれないものとする（通2-5)。

(3)税務相談

「税務相談」とは、税務官公署に対する申告等、上記 （1)の主張若しくは陳述又は申告

書等の作成に関し、租税の課税標準等の計算に関する事項について相談に応ずることをいう

（法2①三）。

（注） 1 「課税標準等」とは、国税通則法（昭和 37年法律第66号）第2条第6号イから

ヘまでに掲げる事項及び地方税に係るこれらに相当するものをいう（法2①三）。

2 「相談に応ずる」とは、法第2条第 1項第3号に規定する事項について、具体的

な質問に対して答弁し、指示、し又は意見を表明することをいうものとする（通2-6)。
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5
 
税理士業務の制限期間

退職職員が税理士となった場合は、離職後 1年間について税理士業務が制限されることとな

るが（法42)、この 「1年間」は定年退職であるか否かにより以下のように取り扱われる。

(1)平成22年3月31日に定年退職し、同年5月20日に税理士登録した場合

l平22.3.31| 1平22.5.20|

の
過
時
経

坪22.4.l|

： 
I...,・．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．；

【1年間】

（注）平成22年3月31日の翌日から起算する。

(2)平成22年7月10日の定期異動期に退職し、同年9月5日に税理士登録した場合

i平22.7. 10| 

の
過
時
経

犀22.9.5|

◄..........................~ 

【1年間】

（注）平成22年7月 10日の午前零時から起算する。

6
 
「離職前 1年内に占めていた職の所掌に属すべき事件」について

税理士業務が制限されるのは、「離職前 1年内に占めていた職の所掌に属すべき事件」に限ら

れるのであるが、その判定に当たっては次のように取り扱われる。

(1)「職の所掌」の範囲

法第 42条に規定する「職の所掌」の範囲は、財務省設置法等関係法令の定めると ころによ

るものとし、また、分掌すべき事務が訓令等により定められている場合には、当該訓令等に

よって判断するものとする（通42-1)。

なお、具体的には、調査選定や進行管理など特定の事件について判断、指示又は決定等を

行い得る権限の有無によって、 「職の所掌」に属しているか否かを判定する。
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(2)「所掌に属すべき」の意義

法第42条に規定する「所掌に属すべき」とは、事件が退職職員で税理士となった者の離職
前1年内に占めていた職の所掌に属していること、及び依頼があった時点において、当該職

の所掌に属することとなることが客観的に高度の蓋然性をもってあらかじめ見込まれる こと

をいうものとする（通42-2)。

「離職前1年内に占めていた職の所掌に属している」とは、例えば、退職職員で税理士と

なった者が、その離職前1年内に調査を行った納税者から税理士業務の委嘱を受ける場合な

どが該当する。

また、「依頼があった時点において、当該職の所掌に属することとなることが客観的に高度

の蓋然性をもってあらかじめ見込まれる」とは、例えば、署長を退職して税理士となった者

が、その離職後 1年の間に、退職した署の管内に転入する ことを予定している納税者から税

理士業務の委嘱を受ける場合などが該当する。具体的には、次のような事実関係にある場合

は、これに該当するものと考えられる。

《事実関係》

•平成 22 年 7 月 10 日

•平成 22 年 9 月 5 日

•平成 23 年 2 月 1 日

•平成 23 年 3 月 10 日

(3)「事件」の判定

退職職員Aが、 B署署長を退職

退職職員Aが、税理士登録

納税者Cが、退職職員Aに確定申告書の作成を依頼

納税者Cが、 B署管内に建築した店舗兼自宅に転居

法第42条に規定する「事件」とは、法第2条に規定する租税の課税標準等の調査（犯則取

締り及び不服申立てを含む。）、徴収（不服申立てを含む。）及びこれらに準ずるものに関する

案件をいうものとする（通42-3)。

したがって、実務上は、退職職員の離職前 1年内において調査、徴収、審理事務等を実施

する、又は実施するか否かといった選定に係る判断をする対象となり得る納税者に係る案件

が、法第 42条に規定する「事件」（以下「調査等案件」という。）に該当する。

なお、調査等案件に該当するか否かの判定は、納税者に係る案件ごとに行うものとし、年

分や事業年度で行うものではないことに留意する。

7 社員税理士等に対する取扱い

法第42条の規定に抵触する事件については、①税理士法人に従事する社員税理士や補助税理

士、又は②税理士事務所（開業税理士）に従事する補助税理士は、その従事する税理士法人又

は開業税理士が依頼を受けた場合であっても、税理士業務を行う ことはできない（通 42-5)。

8 国税庁長官の承認

次の①から③のいずれかに該当し、国税庁長官の承認を受けた退職職員は、税理士業務の制

限が解除される（法42但書、通42-4)。なお、この国税庁長官の承認を受けようとする者は、

所定の申請書をその者が登録を受けた税理士事務所の所在地の所轄税務署長を経由して提出し

なければならない（規20)。 、
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① 申請者の税理士事務所の所在する地方における税理士数が過少であること等の事情があり 、

納税者の便宜と税務行政の円滑な運営を因るために承認を与える必要があると認められる

場合

② 申請者が離職前1年内に勤務した税務官公署の所在地から遠隔の地に税理士事務所を設け

たこと、申請者が離職前1年内においてその税理士事務所の所在地を管轄する税務官公署に

おいて租税の課税標準等の調査、徴収等に関する事務に従事していた期間が短期間であった

こと等の事情があり、申請者の在職中の地位、期間、経歴、品行等に照らして、申請者と個々

の依頼者との間に不当な情実関係の生ずるおそれがないと認められる場合

③ ①及び②に掲げる場合のほか、具体的事情を総合的に勘案し、納税者の便宜を図るために

承認を与えることが適当であり、かつ、承認を与えても特に弊害がないと認められる場合

（注）昭和 31年に法第 42条の但書が設けられて以来、平成22年3月末までに国税庁長官の承

認を受けた件数は6件であり、昭和 51年以降承認事例はない。
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， 法第42条の業務制限の基本的な範囲
職名 調査等案件に係る納税者

署長 署所管の全納税者

副署長 所掌事務に関する署所管の全納税者（※単独署の場

合は、署所管の全納税者）

総務課 全職員 なし（※総務課制署を除く。）

管理運営 第1部門の統括徴収官 延納・物納事務に関する署所管の全納税者

部門 上記以外の統括徴収官 延納・物納事務に関する署所管の納税者のうち所属

する部門において所掌している納税者

上記以外の職員 自己が担当した納税者

徴収部門i第 1部門の統括徴収官 徴収部門において所掌している署所管の全納税者

上記以外の統括徴収官 所属する部門において所掌している納税者

上記以外の職員 自己が担当した納税者

個人課税 I第1部門の統括調査官 署所管の全個人納税者
部門 I上記以外の統括調査官 所属する部門において所掌している納税者

上記以外の職員 自己が担当した納税者

法人課税 I第1部門の統括調査官 署所管の全法人納税者
部門 1上記以外の統括調査官 所属する部門において所掌している納税者

上記以外の職員 自己が担当した納税者

資産課税I 第1部門の統括調査官 資産課税部門において所掌している署所管の全納
部門 税者

上記以外の統括調査官 所属する部門において所掌している納税者

上記以外の職員 自己が担当した納税者

局長 局所管の全納税者

総務部 全職員 なし

上記以外 部長（次長） 所掌事務に関する局所管の全納税者

の各部 課長（統括調査官等） 所属する課（部門）において所掌している納税者

上記以外の職員 自己が担当した納税者

（注） 1 「総務課制署」とは、総務課長が総務事務に加えて管理運営事務及び徴収事務の管

理・監督を行う署をいう。総務課制署の総務課職員は、調査等案件に係る納税者につ

いて管理運営部門及び徴収部門の職員と同様の取扱いとなる。

2 「上記以外の統括徴収官」及び「上記以外の統括調査官」には、当該部門に所属す

るこれらに準ずる職のほか、特別国税徴収官及び特別国税調査官が含まれる。

3 「自己が担当した納税者」には、自己が直接担当した納税者のほか、自己が指導や

支援を行った調査等案件に係る納税者及び部門連携調査等で自己が参画した調査等案

件に係る納税者などが含まれる。

4 局における「調査等案件に係る納税者」には、資料調査課の案件など、局において

調査事務を実施した署所管の納税者及び調査を実施するか否かを判断した署所管の納

税者が含まれる。
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〔参考法令等〕

〇 税理士法（昭和26年法律第237号） （抄）

（税理士の業務）

第2条 税理士は、他人の求めに応じ、租税（印紙税、登録免許税、関税、法定外普通税（地方

税法（昭和 25年法律第 226号）第 13条の3第4項に規定する道府県法定外普通税及び市町村

法定外普通税をいう。）、法定外目的税（同項に規定する法定外目的税をいう。）その他の政令で

定めるものを除く。以下同じ。）に関し、次に掲げる事務を行うことを業とする。

一 税務代理（税務官公署（税関官署を除くものとし、国税不服審判所を含むものとする。以
下同じ。）に対する租税に関する法令若しくは行政不服審査法 （昭和 37年法律第 160号）の

規定に基づく申告、申請、請求若しくは不服申立て（これらに準ずるものとして政令で定め

る行為を含むものとし、酒税法（昭和 28年法律第6号）第2章の規定に係る申告、申請及び

不服申立てを除くものとする。以下「申告等」という。）につき、又は当該申告等若しくは税

務官公署の調査若しくは処分に関し税務官公署に対してする主張若しくは陳述につき、代理

し、又は代行すること（次号の税務書類の作成にとどまるものを除く。）をいう。）

二 税務書類の作成（税務官公署に対する申告等に係る申告書、申請書、請求書、不服申立書

その他租税に関する法令の規定に基づき、作成し、かつ、税務官公署に提出する書類（その

作成に代えて電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他の人の知覚によっては認識する こ

とができない方式で作られる記録であって、電子計算機による情報処理の用に供されるもの

をいう。第34条において同じ。）を作成する場合における当該雷磁的記録を含む。以下同じ。）

で財務省令で定めるもの（以下 「申告書等」という。）を作成することをいう。）

三 税務相談（税務官公署に対する申告等、第 1号に規定する主張若しくは陳述又は申告書等

の作成に関し、租税の課税標準等 （国税通則法（昭和 37年法律第66号）第2条第6号イか

らへまでに掲げる事項及び地方税に係るこれらに相当するものをいう。以下同じ。）の計算に

関する事項について相談に応ずることをいう。）

2 税理士は、前項に規定する業務（以下「税理士業務」という。）のほか、税理士の名称を用い

て、他人の求めに応じ、税理士業務に付随して、財務書類の作成、会計帳簿の記帳の代行その

他財務に関する事務を業として行うことができる。ただし、他の法律においてその事務を業と

して行うことが制限されている事項については、この限りでない。

3 前2項の規定は、税理士が他の税理士又は税理士法人（第48条の2に規定する税理士法人を

いう。次章、第4章及び第5章において同 じ。） の補助者としてこれらの項の業務に従事するこ

とを妨げない。

（欠格条項）

第4条 次の各号のいずれかに該当する者は、前条の規定にかかわらず、税理土となる資格を有

しない。

ー～七 （省略）

八 国家公務員法 （昭和 22年法律第 120号）、国会職員法（昭和 22年法律第 85号）又は地方
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公務員法（昭和 25年法律第 261号）の規定により懲戒免職の処分を受け、当該処分を受けた

日から 3年を経過しない者

九～十 （省略）

（懲戒の種類）

第44条税理士に対する懲戒処分は、左の 3種とする。

口
戒告

1年以内の税理士業務の停止

税理士業務の禁止

（一般の懲戒）

第46条財務大臣は、前条の規定に該当する場合を除くほか、税理士が、第 33条の2第1項若

しくは第 2項の規定により添付する書面に虚偽の記載をしたとき、又はこの法律若しくは国税

若しくは地方税に関する法令の規定に違反したときは、第44条に規定する懲戒処分をすること

ができる。

第60条 次の各号のいずれかに該当する者は、 1年以下の懲役又は100万円以下の罰金に処する。

第42条の規定に違反した者

二 第43条の規定に違反した者

三 第45条若しくは第 46条又は第 48条の 20第1項の規定による税理士業務の停止の処分を

受けた場合において、その処分に違反して税理士業務を行った者

゜
税理士法施行令（昭和 26年政令第216号） （抄）

（税理士業務の対象としない租税）

第1条 税理士法（以下「法」という。） 第2条第 1項に規定する政令で定める租税は、印紙税、

登録免許税、自動車重量税、電源開発促進税、関税、とん税、特別とん税及び狩猟税並びに法

定外普通税（法第2条第 1項に規定する法定外普通税をいい、地方税法（昭和 25年法律第 226

号）第 1条第2項において準用する同法第4条第3項若しくは第5条第3項の規定又は同法第

734条第5項の規定によって課する普通税を含む。）及び法定外目的税（法第2条第1項に規定

する法定外目的税をいい、地方税法第1条第2項において準用する同法第4条第6項若しくは

第5条第 7項の規定又は同法第 735条第2項の規定によって課する目的税を含む。）とする。

（申告等）

第1条の2 法第2条第1項第1号に規定する政令で定める行為は、租税（前条に規定する租税
を除く。）に関する法令又は行政不服審査法（昭和 37年法律第 160号）の規定に基づく届出、

報告、申出、申立てその他これらに準ずる行為とする。
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（会計に関する事務）

第1条の3 法第3条第 1項及び第5条第 1項第1号二に規定する政令で定める会計に関する事

務は、貸借対照表勘定及び損益勘定を設けて計理する会計に関する事務（特別の判断を要しな

い機械的事務を除く。）とする。

〇 税理士法施行規則（昭和26年大蔵省令第55号） （抄）

（申告書等）

第1条税理士法 （昭和 26年法律第 237号。以下「法」 という。）第2条第 1項第2号に規定す

る財務省令で定める害類（その作成に代えて電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他の人

の知覚によっては認識することができない方式で作られる記録であって、電子計算機による情

報処理の用に供されるものをいう。）を作成する場合における当該電磁的記録を含む。以下同じ。）

は、届出書、報告書、申出書、申立書、計算書、明細書その他これらに準ずる書類とする。

（登録事項）

第8条 法第 18条に規定する財務省令で定めるところによ り登録を受けなければならない事項

は、次に掲げる事項とする。

（省略）

二 次のイからハまでに掲げる場合の区分に応じ、それぞれイからハまでに定める事項

イ （省略）

ロ 法第2条第3項の規定により税理士又は税理士法人の補助者として常時同項に規定する

業務に従事する者（第 16条及び第 18条において「補助税理士」という。）となる場合 そ

の従事する税理士事務所の名称及び所在地又は税理士法人の名称及び所属事務所の所在地

Iヽ （省略）

（省略）

（業務制限に関する承認申請）

第20条 法第 42条ただし書の規定による国税庁長官の承認を受けようとする者は、その旨並び

にその者が離職前1年内に占めていた職の所掌に属する事務及び離職の事由を記載した申請書

を、その者が登録を受けた税理士事務所又は税理士法人の所属事務所の所在地を管轄する税務

署長を経由して、国税庁長官に提出しなければならない。

〇 税理士法基本通達（平成 14年3月26日付官総6-11ほか 1課共同） （抄）

（税理士業務）

2-1 税理士法（以下「法」という。）第2条に規定する「税理士業務」とは、同条第1項各号に

掲げる事務を行うことを業とする場合の当該事務をいうものとする。この場合において、「業と
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する」とは、同項各号に掲げる事務を反復継続して行い、又は反復継続して行う意思をもって

行う ことをいい、必ずしも有償であることを要しないものとし、国税又は地方税に関する行政

事務に従事する者がその事務を遂行するために必要な限度においてこれらの事務を行う場合に

は、これに該当しないものとする。

（税理士業務の対象としない租税に関する事務）

2-2 法第2条第1項本文かっこ書及び税理士法施行令（以下「令」という。）第1条の規定によ

り税理士業務の対象としない租税に関する事務は、法第2条第 2項及び税理士法施行規則（以

下「規則」という。）第21条に規定する財務に関する事務に含まれることに留意する。

（納税等に係る税務代理）

2-3 法第2条第1項第1号に規定する「税務代理」には、分納、納税の猶予等に関し税務官公

署に対してする陳述につき、代理することを含むものとする。

（代理代行）

2-4 法第2条第1項第1号に規定する「代理」とは、代理人の権限内において依頼人のために

することを示して同号に規定する事項を行うことをいい、同号に規定する 「代行」には、 事実

の解明、陳述等の事実行為を含むものとする。

（税務書類の作成）

2-5 法第2条第 1項第2号に規定する「作成する」とは、同号に規定する書類を自己の判断に

基づいて作成することをいい、単なる代書は含まれないものとする。

（税務相談）

2-6 法第2条第1項第3号に規定する「相談に応ずる」とは、同号に規定する事項について、

具体的な質問に対して答弁し、指示し又は意見を表明することをいうものとする。

（税理士又は税理士法人の補助者）

2-7 法第2条第3項に規定する「補助者」とは、規則第8条第2号口に規定する補助税理士を

いう ものとする。

（補助者の行う税理士業務）

2-8 法第2条第3項に規定する 「補助者」は、従事する税理士又は税理士法人が委嘱を受けた

事案について、自らの名において税理士業務を行うことができることに留意する。

（税理士としての登録）

18-1 税理士となる資格を有する者が、税理土となるには、社員税理士（税理士法人の社員であ

る税理士をいう。以下同じ。）、補助税理士又は開業税理士（社員税理士及び補助税理士以外の

税理士をいう。）のいずれか一の税理士として登録する必要があることに留意する。
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（職の所掌）

42-1 法第 42条に規定する「職の所掌」の範囲は、財務省設置法等関係法令又は地方公共団体

の条例等の定めるところによるものとする。

（注）分掌すべき事務が、訓令等によ り定められている場合には、当該訓令等によるものと

する。

（所掌に属すべき）

42-2 法第 42条に規定する「所掌に属すべき」とは、事件が国税又は地方税に関する行政事務

に従事していた国又は地方公共団体の公務員で税理士となった者の離職前1年内に占めていた

職の所掌に属していること、＇及び依頼があった時点において、当該職の所掌に属する こととな

ることが客観的に高度の蓋然性をもってあらかじめ見込まれることをいう。

（事件）

42-3 法第 42条に規定する「事件」とは、法第2条に規定する租税の課税標準等の調査 （犯則

取締り及び不服申立てを含む。）、徴収（不服申立てを含む。）及びこれらに準ずるものに関する

案件をいうものとする。

（国税庁長官の承認基準）

42-4 法第 42条ただし書に規定する「国税庁長官の承認」は、次のいずれかーに該当すると き

に行うものとする。

(1) 申請者の税理士事務所の所在する地方における税理士数が過少であること等の事情があ り、

納税者の便宜と税務行政の円滑な運営を図るために承認を与える必要があると認められる

場合

(2) 申請者が離職前 1年内に勤務した税務官公署の所在地から遠隔の地に税理士事務所を設け

たこと、申請者が離職前1年内においてその税理士事務所の所在地を管轄する税務官公署に

おいて租税の課税標準等の調査、徴収等に関する事務に従事していた期間が短期間であつた

こと等の事情があり、申請者の在職中の地位、期間、経歴、品行等に照らして、申請者と個々

の依頼者との間に不当な情実関係の生ずるおそれがないと認められる場合

(3) (1)及び(2)に掲げる場合のほか、具体的事情を総合的に勘案し、納税者の便宜を図るために

承認を与えることが適当であり 、かつ、承認を与えても特に弊害がないと認められる場合

（社員税理士等に対する業務の制限）

42-5 社員税理士又は補助税理士は、法第 42条の規定に抵触する事件については、従事する税

理士法人又は税理士が依頼を受けた場合であっても、税理士業務を行う ことはできないことに

留意する。
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〇 財務省告示第 104号（平成 20年3月31日） （抄）

税理士法（昭和 26年法律第237号）第45条及び第46条の規定に基づく税理士に対する懲戒処

分並びに第 48条の 20の規定に基づく税理士法人に対する処分に当たっての考え方を次のとおり

公表する。

I 総則 （省略）

II 量定の考え方

第1 税理士に対する量定

税理士に対する懲戒処分の量定は、次に定めるところによるものとする。

1 （省略）

2 税理士が法第46条（一般の懲戒）の規定に該当する行為をしたときの盪定の判断要素

及び董定の範囲は、次の区分に応じ、それぞれ次に掲げると ころによる。

(6)法第42条（業務の制限）の規定に違反したとき。

違反行為に係る関与件数等に応じて、

1年以内の税理士業務の停止又は税理士業務の禁止
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1 はじめに

この文例集は、実態確認の際に税理士法違反が認められるも、懲戒処分に至

らない場合や軽微な違反で改善が認められる場合、確認調査において告発に至

らない場合に、注意文書を交付又は口頭注意をする際の参考資料として活用す

ることを目的に作成しました。

なお、本資料において、実態確認で指摘する全ての事項を網羅して記載する

ことができないため、「2注意書文例集」の「（ 1)実態確認」については、過

去に実態確認の際に交付した注意書を基に、指摘事項が多い事例を抜粋して掲

載しています。

そのため、文例集を使用する際には、複数の指摘事項がある場合には、組み

合わせて文書を作成するなど、実際の指摘事項に合わせて適宜内容を変更し、

注意書を交付する相手が内容を理解できるような注意文を作成してください。

おって、業務改善書や申立書については、税理士やにせ税理士が過去に提出

したものから抜粋していますので、執務の参考と してください。

注1) 文中の●●、 00、▲A ◆◆、 xxの表示は氏名又は名称、住所、年分や数

字を示していますので、交付する際には変更して使用してください。

注2)指摘事項によりこの部分を変更してください。
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2 注意文書文例集

(1)実態確認

イ 信用失墜行為の禁止（税理士法第37条）

【文例1-1 関与先の期限後申告等】

あなたは、依頼された申告書の提出を怠り、あるいは期限後申告を繰り

返して関与先の青色申告が取消しされたことで関与先に被害を与え、税理

士の信用又は品位を著しく害した事実が認められます。

この事実は、税理士法第 37条（信用失墜行為の禁止）の規定に抵触し

ますので、厳重に注意します。

【文例1-2 関与先の期限後申告・書類の返却】
あなたは、税理士業務を受託した●●●● （△市△．．）他、●件の確

定申告書を申告期限までに提出していない事実が認められます。

また、納税者から預かった帳簿、証ひょう類等を適正に保管しておらず、

長期にわたり返却していません。

これらの事実は、税理士法第 37条（信用失墜行為の禁止）の規定に抵

触しますので、厳重に注意します。

【文例1-3 自身の無申告（所得税）】
あなたは、自己の令和X年から令和X年までの所得税等の確定申告書を

申告期限までに所轄税務署に提出していない事実が認められます。

この事実は、税理士法第 37条 （信用失墜行為の禁止）の規定に抵触し

ますので、厳重に注意します。

【文例1-4 自身の無申告（法人税）】

あなたは、自己が主宰する法人である株式会社00（△市△．）の令和

xx年x月期から令和xx年x月期に係る法人税等の確定申告書を申告

期限までに所轄税務署に提出していない事実が認められます。

この事実は、税理士法第 37条（信用失墜行為の禁止）の規定に抵触し

ますので、厳重に注意します。

【文例1-5 自身の過少申告等】

あなたは、自己の令和X年分から令和X年分までの所得税等の確定申告

に当たって、個人的な支出を必要経費に算入するなどして、所得を過少に

申告した事実が認められます。

この事実は、税理士法第 37条 （信用失墜行為の禁止）の規定に抵触し

ますので、厳重に注意します。

2 



ロ 非税理士に対する名義貸しの禁止（税理士法第 37条の2)

【文例2-1 名義貸し】

あなたは、●●●● （△市△．． ）が作成した税務書類に署名をするな

ど、税理士でない同人が税理士業務を行うために税理士の名義を貸した事

実が認められます。

この事実は、税理士法第37条の2（非税理士に対する名義貸しの禁止）

の規定に抵触しますので、厳重に注意します。

ハ 秘密を守る義務（税理士法第38条）

【文例3-1 守秘義務（保管場所）】
あなたは、顧問先の申告書控え等税務書類の一部を、施錠のできない倉

庫や事務員の自宅に保管している事実が認められます。

この事実は、税理士法第 38条（秘密を守る義務）の規定に抵触します

ので、厳重に注意します。

【文例3-2 守秘義務（会計法人）】

あなたは、あなたが主宰する会計法人に対し、会計業務を委託していま

すが、税理士事務所のパソコン内のフォルダに格納されたデータを会計法

人の事務員が閲覧可能である事実が認められます。

この事実は、税理士法第 38条 （秘密を守る義務）の規定に抵触します

ので、厳重に注意します。

一 事務所の設置（税理士法第40条）

【文例4-1 事務所の設置】
あなたは、事務員である●●●●に登録事務所以外の（△市△．）にて

事務を行わせていますが、その場所は、看板を設置し、外部に対する表示

を行っていることから、税理士業務を行うための事務所と認められるとと

もに、当該事務員に対する監督を怠っていると認められます。

これらの事実は、税理士法第40条「事務所の設置」及び第41条の2「使

用人等に対する監督義務」の規定に抵触しますので、厳重に注意します。
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ホ 帳簿作成の義務（税理士法第41条）

【文例5-1 業務処理簿（非作成）】
あなたは、あなたの税理士業務に関する帳簿の作成及び保管をしていな

い事実が認められます。

このことは、税理士法第 41条 （帳簿作成の義務）の規定に抵触します

ので、厳重に注意します。

【文例5-2 業務処理簿（不十分）】
あなたは、あなたの税理士業務に関する帳簿の作成について、税務書類

の作成のみ記載をし、税務相談などの記載をしていない事実が認められま

す。

このことは、税理士法第 41条 （帳簿作成の義務）の規定に抵触します

ので、厳重に注意しまず。

ヘ 使用人等に対する監督義務（税理士法第41条の2)

【文例6-1 業務指示不十分】

あなたは、あなたの税理士事務所の事務員である●●●●に対し、明確

な業務指示をしておらず、●●●●からあなたに対し業務報告がなされて

おらず、当該事務員に対する監督を怠っていた結果、誤った申告書を提出

し、関与先に過少申告加算税が賦課された事実が認められます。

この事実は、税理士法第 41条の2 （使用人等に対する監督義務）の規

定に抵触しますので、厳重に注意します。

【文例6-2 使用人等まかせ】
あなたは、関与先である有限会社00（△市△．．）ほか00社（人）

の税務相談及び税務書類の作成などの税理士行為を、明確な業務指示をせ

ず、事務員である0000へ全て任せた結果、関与先の申告書の提出が期

限後になった事実が認められました。

税理士としての業務及び事務員に対する監督を怠っていたこれらの事

実は、税理士法第 41条の 2 （使用人等に対する監督義務規定）の規定に

抵触しますので、厳重に注意します。

【文例6-.2 使用人による不正加担①】

貴税理士法人の事務員であった●●●●は、関与先の源泉所得税の計算

について、関与先からの依頼に基づき、給与の分散を行い、不正に源泉所

得税を減少させていた事実が認められます。

貴税理士法人において事務員に対する監督を怠り、これらの行為を防止
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できなかったことは、税理士法第41条の2（使用人等に対する監督義務）

の規定に抵触しますので、厳重に注意します。

【文例6-3 使用人による不正加担②】
貴税理士法人の事務員であった●●●●は、，関与先の令和X年x月X日
から令和X年x月X日までの課税期間分の消費税等の確定申告について、

売買契約書の日付を改ざんして、架空の課税仕入れを計上するなど、不正

に消費税等の還付を受けさせていた事実が認められます。

貴税理士法人において事務員に対する監督を怠り、これらの行為を防止

できなかったことは、税理士法第41条の2（使用人等に対する監督義務）

の規定に抵触しますので、厳重に注意します。
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(2)確認調査

【文例8-1 従業員の申告書作成】
あなたは、税理士でないにもかかわらず、貴社の従業員である●●●●、◆

◆◆◆及び▲▲▲▲の令和 X年分の所得税等の確定申告書（税理士法第2条

（税理士の業務）第1項に規定する税務書類）の作成を行っていた事実が認め

られます。

このことは、同法第 52条（税理士業務の制限）に抵触しますので、厳重に

注意します。

【文例8-2 知人の税務書類の作成】
あなたは、税理士でないにもかかわらず、知人である●●●● （△市△・・）

に従業員の年末調整の仕方について相談され、令和X年から令和X年の間、そ

の求めに応じ、税理士法第2条（税理士の業務）第 1項に規定する税務書類の

作成をした事実が認められます。

このことは、税理士法第 52条（税理士業務の制限）に抵触しますので、厳

重に注意します。

【文例8-3 申告書の作成】

あなたは、税理士でないにもかかわらず、株式会社●● （△市△．）ほかx

社及び●●●◆（△市△．．）ほかX名の確定申告書等、税理士法第2条（税

理士の業務）第1項に規定する税務書類の作成を行っていた事実が認められま

す。

このことは、税理士法第 52条（税理士業務の制限）に抵触しますので、厳

重に注意します。
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3 その他文例集

(1)業務改善書（文例）

【参考1 自己申告漏れと業務処理簿不作成】
私は、自己申告漏れにより、税理士法第37条に規定する税理士の信用又は品位を

害する行為をしました。

また、税理士法第 41 条に規定する、税理士業務に関する帳簿の作成を行っておら

ず、加えて、税理士法第 41 条の2に規定する、事務員等に対する監督義務につきまし

ても、必要な内部管理体制を整備せず、日々の従事状況の監督及び指導を怠っており

ました。

今後は、 二度とこのような事がないように、自らの業務を税理士法の規定に基づき実

施するよう、次のとおり改善いたします。

1 自己申告漏れとならないよう XXを確実に行います。

2 税理士業務処理簿等の作成・保存を確実に行います。

3 事務員等の業務内容について、業務日報を作成させるとともに、 業務内容のチェ

ックを行うことで、事務員等の従事業務の監督及び指導を確実に行います。

【参考2 不真正税務書類の作成】

私は、関与先である株式会社00の法人税申 告書を作成するに当たり、貸倒事実

の根拠となる書類等の確認を怠り、真正の事実に反する法人税等確定申告書を作成し

た事実について、貴署総務課職員から税理士法に抵触するとの指摘を受けました。

今後は、このようなことがないよう、税理士として関与先に対する適切な税務指導、証

拠書類の確実な確認等を行い、関与先の申告が適正にできるようにいたします。

【参考3 守秘義務等】
今回の実態確認で指摘を受けました以下の点について、早急に改善を図ります。

•会計法人と税理士事務所のデータを同一のサーバーで共有していたこと

・事務員が作成する業務報告書が一部未作成であったこと

＜＜今後の改善策≫

・会計法人と税理士事務所のサーバーを別にし、それぞれがアクセスできないような

措置をとる。

・顧問先数が多いため、事務員を管理する税理士の採用を早急に進める。

・事務員が作成する業務報告書と、スケジュールと突合し、作成漏れを防止する。
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【参考4 その他】
・業務処理簿について、税務書類作成以外の税務調査の立ち合いや、税務相談の

内容も記載します。

・税理士会定例会等の出席をするように努めます。

・認証カードやパスワードについて、事務所内の鍵がかかる場所に保管し、私の知ら

ないところで事務員が使用できないよう適切に管理します。

•事務員が事務員の自宅に関与先の資料を保管しないよう指導及び管理を徹底しま

す。

(2)誓約誓（文例）

【参考1 従業員の申告書作成】
私は、当社の従業員である00、●●及び◎◎3名分の令和 X年分の年末調整を

誤ったため、令和 X年分の所得税等の確定申告書を作成し、各人の所轄の税務署に

郵送で送付し提出しました。

今回、△△税務署の総務課の方から指摘があるまで、確定申告書の作成が税理

士法違反になる行為であると認識せずに作成しておりました。

今後は、他人の税務書類の作成など、税理士法違反となる行為は一切行いません。

また、私が確定申告書を提出した3名には、私は税理士ではないため税務書類が作

成できないので、年末調整に誤りがあった場合には自分で確定申告をする必要があるこ

とを説明し、今後、税理士法違反が再発しないようにします。

【参考2 知人の税務書類の作成】

私は、知人である00に従業員の年末調整の仕方が分からないと相談されたため、

令和 X年 x月から令和 X年 x月の間、源泉徴収票等の年末調整関係書類の作成

をしました。

今回、△△税務署の総務課の方から指摘があるまで、年末調整関係書類の作成

が税理士法違反になる行為であると認識せずに作成しておりました。

今後は、今回の指摘を00に説明し二度と引き受けないとともに、税理士法違反とな

る行為は一切行いません。

【参考3 税理士事務所事務員】

私は、令和 X年分ないし令和 X年分の所得税等の確定申告について、税理士でな

いにもかかわらず、自身の確定申告書以外に次表の X名のものについて確定申告書を

作成し、差出人を00として、レターパックにて00税務署へ提出しました。

【所得税及び復興所得税の確定申告書を作成した者】
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氏 名 住 所 関係 令和◆年分 令和◆年分 令和●年分

0000 ▲ 市 •·· 夫

゜ ゜ ゜△△△△ ●市●．． 義母

゜
X X 

私は、平成 X年から税理士事務所に勤務していますので、申告書も作成できる知識

はあること、また、税務署へ提出する税務書類の作成は、税理士しかできない業務と認

識していましたが、私が作成した申告書は家族及び親族の分だけでしたので、これぐらい

はいいだろうという甘えた考えにより、結果として税理士法に違反する行為をしてしまいまし

た。

今後は、税務書類の作成を行わないこと、税理士法に違反するような行為は一切行

わないことを約束します。

，
 



【様式集】

I 税理士法人に対する注意文書（案） 1

税理士法人00

代表社員 ●● ●● 殿

0 0 総

令和年月日

00税務署長．．．． 
税理士法抵触行為に関する注意書（案）

貴税理士法人の社員税理士である●●●●税理士は、関与先である株式会社

00（△市△．．．．）の令和X年x月期の法人税等の確定申告に関し、相当の

注意を怠り、真正の事実に反した申告書を作成していた事実が認められました。

また、他の社員税理士である◎◎◎◎税理士については、貴税理士法人の内部

管理体制等の不備から、上記事実を認識する ことが出来ず、これを是正すること

が出来ませんでした。

これらの事実は、税理士法第 45条第 2項「脱税相談等をした場合の懲戒」及

び税理士法第48条の 20第1項の「運営が著しく不当」に抵触しますので、厳重

に注意します。

なお、今後は、税理士法及び租税に関する法令を遵守し、かかる行為の再発防

止に万全を期すよう勧告します。

この文書による行政指導の責任者は、 00税務署長です。
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Iにせ税理士に対する注意文書（案）

．．．．殿

0 0 総

令和年月日

00税務署長．．．． 
税理士法抵触行為に関する注意書

あなたは、税理士でないにもかかわらず、△市△・・・の自宅において、有

限会社00（△市△．．．．）ほかX社の法人税等及び消費税等の確定申告書

等、●● （△市△．．．． ）ほかX名の所得税等及び消費税等の確定申告書等

の税務書類の作成等を行っていた事実が認められます。

このことは、税理士法第 52条「税理士業務の制限」に抵触しますので、厳

重に注意します。

なお、今後、同様の税理士法違反の行為が認められた場合には、司法当局へ

の刑事告発による対処を検討することを申じ添えます。

この文書による行政指導の責任者は、 00税務署長です。
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I受領書（税理士法人） l 

00税務署長 殿

受 領 書

本日、私宛ての令和●年●月●日付00総● 「税理士法抵触行為に関する注意

書」を受領したので本書を提出します。

令和 年 月 日

所在地：

名称

代表者：
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I受領書（税理士・にせ税理士）

00税務署長殿

受 領 書

本日、私宛ての令和●年●月● 日付00総●「税理士法抵触行為に関する注意

書」を受領したので本書を提出します。

令和 年 月 日

住所：

氏名：
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I業務改善書（参考） 1 

業務改善書

00税務署長殿

私は、社会保険労務士の00（△市△．．．）が作成した税務書類（法人税確定申告

書）X件に税理士署名をしました。

また、当該法人 X社に対する決算・申告などの内容説明を行なっていませんでした。

このような行為につきまして、今後は次のとおり改善いたします。

1. 税理士顧問契約は、顧客と直接行い、税理士報酬額を決定します。

2. 税務書類の作成は、必ず当税理士事務所が行い、税理士資格の無い

者に行なわせることは致しません。

3. 顧客への決算及び申告内容の説明は、全て私が直接行います。

4. 記帳代行等の委託先との取引業務においては、税理士法に抵触する

ことの無いように致します。

令 和 年月 日

住所

氏名

（税理士番号： 、・'ノ
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I誓約書（参考）

誓 約 書

00税務署 長 殿

私は、令和 X年分から令和 X年分の所得税及び復興特別所得税の確定申告において、

私のコンサルティング業の顧客 X名分の確定申告書等を以下のとおり作成しました。

【税務書類を作成した者】

氏名

00 00 

XX  X X 

住所

▲市▲．．

▲市▲．．

令和 X年分 I令和 X年分 I令和 X年分

所 • 決 ・ 消 I所・決・消 I所・決・消
所・決・消 所・決・消 所・決・消

（注）所：所得税確定申告書消：消費税確定申告書決：所得税青色申告決算書

上記書類については、税理士資格がなければ作成してはいけないことは十分認識しておりま

したが、顧客からの強い依頼により作成してしまいました。

今回、上記行為が税理士法に抵触することを指摘され、深く反省するとともに顧客に対し税

務書類の作成ができないことを説明し、顧客自身で申告書を作成するようお願いします。

今後は、他人の税務書類の作成など税理士法に違反する行為は一切致しません。

令和 年 月 日

住所

氏名
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